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    ◎開議の宣告 

〇議長（山本浩平君） ただいまから昨日に引き続き議会を開催いたします。 

 これより本日の会議を開きます。 

（午前１０時００分） 

                                         

    ◎会議録署名議員の指名 

〇議長（山本浩平君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員は、会議規則第109条の規定により、議長において、13番、前田博之議

員、１番、山田和子議員、２番、小西秀延議員を指名いたします。よろしくお願いいたします。 

                                         

    ◎一般質問 

〇議長（山本浩平君） 日程第２、昨日に引き続き一般質問を続行いたします。 

 通告順に従って発言を許可いたします。 

                                         

          ◇ 大 渕 紀 夫 君 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員、登壇願います。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、日本共産党、大渕紀夫でございます。私は、町長に１点、財政

状況について質問をいたします。 

 まず、１点目に平成27年度の決算の評価と問題点について。 

 ２点目に、平成28年度の交付税、町税、ふるさと納税の見通しについて。 

 ３点目に、歳入における特殊要因について。 

 ４点目に、28年度国保会計における歳入歳出の状況について。 

 ５点目、ふるさと納税の原資の考え方について。 

 ６点目、歳出における特殊要因について。 

 大きい２点目として、政策課題及び政策決定プロセスについて伺いたいと思います。平成28年

度の政策課題の中心は何かということであります。財政健全化、象徴空間の周辺整備や活性化

プラン、町立病院、バイオマス事業、職員給与の見直し、第３商港区、いろいろありますけれ

ども、これらの現状をどう押さえ、どういう方向づけをする考えかお尋ねをしたいと思います。 

 ２点目に、政策決定のプロセスの中で経営会議等新たな方向を打ち出しましたけれども、そ

の実践状況についてお伺いをしたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 戸田町長。 

          〔町長 戸田安彦君登壇〕 

〇町長（戸田安彦君） 財政状況と政策課題及び政策決定プロセスについてのご質問でありま

す。 

 １項目めの財政状況についてであります。１点目の平成27年度決算の評価と問題点について
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でありますが、27年度の決算につきましては実質収支を４億2,700万円としたほか、単年度収支、

実質単年度収支のいずれも３年連続で黒字決算とするなど、おおむね良好な決算状況であった

と認識しております。特に約１億4,000万円の繰上償還により、地方債残高や公債費の縮減を実

現するとともに、長く懸案であった基金繰りかえ運用に対しても１億5,000万円の追加繰り戻し

を行い、28年度をもって解消のめどをつけるなど、本町の今後の財政運営において大変意義の

ある一年とすることができたものと考えております。一方、疲弊の続く地域経済や町民の安全

で安心な生活環境の向上という視点で考えますと、老朽化の進む公共施設等への対応を含め、

今後投資的経費等への予算措置について検討を行う必要があると考えております。 

 ２点目の平成28年度の交付税、町税、ふるさと納税の見通しについてでありますが、28年度

の普通交付税については予算額34億2,000万円に対して34億8,712万5,000円と6,712万5,000円

上回る結果となっております。また、町税につきましても、メガソーラー等を背景に固定資産

税で7,000万円程度、住民税においても2,000万円程度、いずれも予算額を上回る見込みとなっ

ております。さらに、ふるさと納税につきましては、７月末現在において前年度同時期に対し

て4,500万円以上も上回る4,880万円の寄付が寄せられていることから、このまま順調に推移し、

前年度以上の寄付額となることを期待しているところであります。 

 ３点目の歳入における特殊増減要因についてでありますが、現時点においては予算額2,500万

円に対して約１億5,000万円の前年度繰越金を確保できたことが最も大きな増額要因となって

おります。一方、町税等の伸長による基準財政収入額の増加と人口減少の影響による基準財政

需要額の減少により、交付税の代替財源であります臨時財政対策債が予算額を3,000万円以上も

下回る３億112万5,000円となっており、このことが歳入における減額の要因と考えております。 

 ４点目の平成28年度国保会計における歳入歳出の状況についてでありますが、現時点での主

な歳入歳出を前年度と比較しますと、歳出においては例年歳出総額の65％程度を占める療養給

付費、いわゆる医療費が約3,700万円、率にして約５％の減となっております。また、前年度は

療養給付費等負担金の超過交付により約4,400万円の国庫への償還金が発生しましたが、今年度

は約700万円と約3,700万円の減額が見込まれるところであります。次に、歳入については、一

般会計からの赤字補填分による繰入金で約１億1,300万円の増額を見込んでおります。このよう

なことから、現時点では未確定な要素は多くありますが、28年度国保会計の決算については累

積赤字額の減額が見込めるものと捉えているところであります。 

 ５点目のふるさと納税の原資の考え方についてでありますが、ふるさと納税については原則

として指定寄付金は基金に積み立て、一般寄付金から返礼品等に係る経費を捻出する仕組みと

して運用しているところであります。しかしながら、現在の運用では、指定寄付金の割合がふ

えた場合一般寄付金だけでは返礼品等の経費を捻出することが困難となることが予想され、結

果として税等他の一般財源により補填することが必要となり、財政運営に大きな影響を与える

可能性も懸念されています。このことから、今後においては指定寄付金からもあらかじめ返礼

品等に係る経費を控除し、残額を寄付者の意向に沿って活用させていただくこととして、安定

した財政運営の中でふるさと納税の推進を図ってまいりたいと考えております。 

 ６点目の歳出における特殊増減要因についてでありますが、現時点においては先ほども申し
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上げました国保会計への繰出金が特に大きく、そのほかではふるさと納税の増嵩に伴う特産品

ＰＲ事業が4,700万円、６月から８月の間に発生した集中豪雨や台風等の影響により災害対策費

に1,500万円、河川や町有林作業道に係る災害復旧費449万円などが主な増額要因と考えており

ます。災害関係につきましては、熊本地震への支援金50万円を含め、既に2,000万円以上の補正

額に達したものでありますが、財政運営はもとより、町民生活にも大きな影響を及ぼしている

ものであります。なお、現時点では特に大きな減額要因となる事案は生じていないものであり

ます。 

 ２項目めの政策課題及び政策決定プロセスについてであります。１点目の政策課題の現状と

方向についてでありますが、財政健全化やバイオマス事業、第３商港区などの政策課題は、財

政健全化プランの重点項目として掲げ、議会を初め町民の皆様のご理解とご協力のもと、その

対策に全力で取り組みを進めてきた結果、町立病院の経営改善、バイオマス事業や港湾事業の

縮小、さらには第三セクター等改革推進債の期間延長など、一定の目指すべき対策を講じるこ

とができたものと捉えております。また、町立病院の改築や象徴空間の周辺整備は、新たな大

型事業として事業規模や財源の確保等について十分に議論を重ね、効果的かつ効率的な事業展

開を図る必要があることから、これまでの重点項目の検証とともに、財政規律を守りつつ政策

の実現を目指す考えであります。 

 ２点目の経営会議等の実践状況についてでありますが、経営会議及び経営調整会議は、重要

な施策、事業等の政策判断を多角的かつ的確に行うため、ことし６月に設置し、これまで人材

基本育成方針の改定、象徴空間中間区域に係る国との調整事項における町方針の決定などの政

策案件について経営会議を開催しております。今後も住民サービスや財政への影響、業務負担

が大きく変化する事業など、重要な政策判断を要する施策や事業等について適宜経営会議及び

経営調整会議を開催してまいりたいと考えております。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。事実として見たときに、27年度の決算では今回の補

正で１億1,000万円補正する、国保に出すのだけれども、現実的には約６億円の財調の残と、標

準財政規模の10％はおおむね確保し、今答弁あったように、実質単年度収支でも黒となったと。

その点は評価ができると思いますし、今の要因ありましたけれども、一定程度ありましたけれ

ども、黒になって、繰りかえ運用から起債の繰上償還から４億数千万円の黒が出たという、そ

の主たる要因は何だと思っていますか。 

〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） まず、大きな要因といたしましては、これまでも議会の中でいろ

いろご答弁させていただいておりますけれども、今回プランの見直しも本年度進める中におい

て、白老町がこのような財政状況に陥った大きな要因は、やはり平成前半の大きな投資による

借入金の増大によりまして公債費がどんどん膨らんできたということが非常に財政状況が悪化

した要因であるというふうに押さえておりますし、それがさまざまな負債もいろいろ返済しな

がらも、公債費がピークを過ぎまして、これが毎年利子も含めて１億円ほど減になっている状
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況、こういうものを含めてこのような27年度の決算状況になっているのではないかというふう

に捉えてございます。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。私もそう思います。それで、起債の繰上償還や今答

弁にありましたように積立金の繰りかえ運用の解消、歳入不足のときの借入金、実際は水道会

計から２億円借りなかったのですけれども、それを借りなくてもよかった。プランの当初は借

りるというふうになっていますから、プランでは。ですから、そういうことが大きいというこ

となのです。今もありましたように、何度も指摘されているように、その背景はやっぱり町民

負担、職員負担によるものがそれをカバーしているわけです。財政規律を緩めないこと、この

ことが、私は今の時点で一番大切なのはやっぱり財政規律を緩めないことではないかと思うの

ですけれども、そこの見解はどうですか。 

〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） 町といたしましても、今後の財政状況、５年、10年後を見通した

中におきましては、実際のところいつどうなるかわからない世の中でございますので、景気に

しましてもリーマンショック的なものがまた発生すれば、日本の国自体がおかしくなるという

状況も想定されることがあるかもしれません。そうなった場合に、本町の主な歳入源である町

税にしても、景気が悪くなればその分落ちますし、あるいは今一番の財源となっています地方

交付税におきましても国の状況が変わればこの辺も全く見通せないという状況も想定される

と、今段階で若干町の財政が豊かになってきた気配があるという中でどんどんこれを財政出動

してしまえば、今後のいざとなったときにまた同じようなことを繰り返してしまうというよう

なことも考えられますので、この辺につきましては大渕議員のお考え同様、やはり財政規律は

緩めることなく財政運営を図りながら、ただ、まで町民の負担といいますか、我慢の上でこの

10年間行財政運営行ってきておりますので、その辺の還元といいましょうか、その辺はバラン

スよくやっていかなければならないものというふうに考えてございます。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。やっぱり教訓はそこにあったというふうに私も思い

ます。それで、例えば起債の繰上償還、これは私は財政規律を守るというか、財政を好転させ

るためには最優先課題がここにあると思っています。何度も何度もこのこと質問していますか

ら、もう皆さん十分承知しているとは思うのだけれども、今の段階では一般会計も特別会計も

含めてまだ私は起債の額が多過ぎると、これははっきりしています。多分次は18割るとは思う

のですけれども、それにしても私はそう思います。今回の９月の補正予算を見ても、現実的に

先ほど答弁あったように１億5,000万円あった繰越金はゼロになりました。実際に今回でゼロに

なりました。当然答弁ありましたように、臨時財政対策債が3,000万円落ちたとか、いろんなこ

とがあります。それは十分承知しています。 

 しかし、１億5,000万円あった繰越金がゼロです。交付税に手をつけなければいけない状況だ
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と。交付税の留保財源が4,700万円、何か見ていると以前と今の財政課長の答弁とちょっと傾向

が違って、以前と同じように何かなし崩し的に予算執行がされてのではないか。もちろん今の

プレミアム商品券や道路の整備ですか、そういうところにお金を出すことが悪いとは思いませ

んし、それは必要だと思うのです。ただ、私はなし崩し的に見えるような財政出動というのは

違うと思うのです。町民に必要なのはわかるけれども、それが本当に将来が見えるような形の

中での財政出動にならないとだめでないか。例えば道路に1,000万円出しますよね、中身聞いて

いないから、予算委員会はまだこれからだから聞いていないからわからない。パッチワーク道

路がふえるだけだったら、町民は1,000万円出てすごく直ったなんていう印象には僕はならない

のではないかと思うのです。それから、プレミアム商品券もいろいろな意見がございますよ。

それは、本当に町の経済の好転のためにこういうふうに生かせるのだというようなものがいま

一つ町民にきちっときて、ぴたっとくるように、議会の中でもそういうふうに受けとめられな

いのですよ、私は。何か以前と同じようになし崩し的に財政がそういうふうになって、そうで

はないって、財政規律守るって言ったばかりだけれども、そういうふうに感じてどうもならな

いのです。１億5,000万円の繰越金がなくなったというのは、私は非常に大きいというふうに思

うのですけれども、そこら辺いかがですか。 

〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） これまでの補正予算の中で既に前年度繰越金が、留保がなくなっ

ているというような状況でございますけれども、この部分につきましては昨年度と比較します

と、９月段階では前年度繰越金はまだ残っている状況でございました。そこから比べますと、

前年度繰越金の額ももちろん違うのですけれども、逆に支出が多いというのはおっしゃるとお

りでございます。ただ、今回財政が好転したからやみくもにということではなくて、今回は今

までの取り決め、運用の中でどうしても補正せざるを得ない状況が昨年度と違ってことしは出

てきているという状況なのです。 

 まず、１つは、今大渕議員もおっしゃった臨時財政対策債、これは昨年もマイナスでござい

ましたので、その部分は前年度繰越金で賄っているということなのですけれども、これはこと

しも同額なのですけれども、一番大きいのが７月の会議で補正予算で計上させていただきまし

た特産品ＰＲ事業の一般財源分、これが約4,700万円あったというところなのです。この辺につ

きましては、７月の議会でも議員のほうからご指摘を賜ったところではございますが、今回大

渕議員のご質問にもあるとおり、これまでとは違った寄付のあり方が出てきて、なおかつこれ

までの運用を今回もした結果としてこのような状況になったというところでございまして、こ

れがなければまだまだ繰越金も残っている状況でございますので、この辺につきましては、こ

の後のご質問あろうかと思うのですけれども、そこについてはやはりこれではいかぬよなとい

うところで運用の見直しも図るべきではないかという考えでやっておりますので、決して昨年

と違ってことしは大盤振る舞いをしているというようなことで押さえてはございませんので、

ご理解をいただきたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 
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〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。今の答弁理解はします。現在ある町民負担、職員負

担を解消して財政運営ができる。そのときが財政健全化になったというふうに判断できるとき

ではないかというふうに私は思っております。それをいつまでの目標にするのか。現プランの

最終年度が平成32年であります。この32年度までこれをやるというふうにするのか、それとも

もっと早くするのか、もっと遅くするのか、プランの見直しが今回ありますから。視点をどこ

に置いて財政運営をするかということなのです。ですから、町民負担、職員負担を解消しても

今と同じような財政運営ができるということが基本ですから、基本的には。そこを何年度にこ

のことをやろうと、32年というのが一つの今までの健全化プランではそうだったのですけれど

も、そういうことでやっているのかどうか、ここら辺どうですか。 

〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） ただいまのご質問でございますが、まず何年までやるのか、何年

度に財政健全化の目標が達成されたのかというようなところに置きかえてもよろしいのかなと

思うのですけれども、まず一つの考え方として、ここは今後議会でも随分議論しなければなら

ない案件だと思うのですけれども、まずこの10年間さまざまな借金を返済という中で、町民負

担と職員負担という両方の痛み分けといいますか、そういう中で財源を確保した上で赤字を解

消してきたということだと思います。その中で、職員の負担という部分は給与の独自削減とい

うことでしょうし、町民の負担という部分が考えられるのはもちろん超過課税というのも一つ

の負担だと思いますし、あるいは町民の負担、いわゆる我慢してきたというところも実際は負

担になっていたと、そこが本来今まで再建前の平成前半あるいは20年以前の部分でこれまで町

民として享受されてきたサービスが受けれなくなったという、この負担、これをどう考えるか

というところが問題があると思います。 

 この町民の負担については、これまで財政の特別委員会の中でもお示ししておりますけれど

も、町税が当初超過課税を導入する以前の税額と現在超過課税を実施している税額とほぼ変わ

らない状況になってきているというところを鑑みて、町のほうでは超過課税については今後も

継続すべきという考えを持っておりますので、ここはまた別な機会でも十分議論しなければな

らない案件だと思いますけれども、そこの部分を負担、超過課税を仮になくした場合に、サー

ビスというものが逆にその財源、２億円ぐらいありますけれども、そこが戻らなくなってしま

うという、このままの町民サービスでよろしいのかどうなのかという部分も実際は十分議論し

なければならない部分があると思います。 

 そういうちょっと捉え方が違う部分があるのですけれども、いずれにしましてもその辺の町

民負担、職員負担がなくなる段階はいつなのかという部分につきましては、これは今実際プラ

ンの見直しを行っておりますので、決して32年まで引っ張るという考えはございませんが、ど

のような事象といいますか、こういうような目的が達成されたときにそれは解消するのだよと

いう部分については、現在内部では詰めてございますので、この辺につきましてはプランの見

直し、特別委員会の中できちっとお示しをしてご理解をいただきたいなというふうに考えてご

ざいます。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 
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          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。よく理解できました。それで、実際に職員の給与削

減と町民負担とは別だと思います。それは、言われるとおりです。町民のサービスを戻すとい

うこと、それは負担をどういうふうに見るかということがありますけれども、そこは理解でき

るのです。ただ、以前と同じとは言わないけれども、町民サービスが以前と同じような状況に

なり、職員の給与が戻るという、そしてそれで今と同じような財政運営ができるというものを

今のままでプランを見直すということは、延ばすということは全く考えていないと、エンドは

幾らやっても32年ということで、それは早まることはあるかもしれないけれども、それを延ば

すということはあり得ないということでいいのですか。 

〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） 現在プランの見直しの中身をいろいろ精査中でございますけれど

も、実際のプランの期間という部分につきましては、32年を延ばす考えは今のところございま

せん。ただ、その中身については、これまで目標数値におきましてももう既に達成できるよう

な状況にはなってきておりますので、それをもうちょっと上の高みを目指して、もうちょっと

上の目標を掲げてというような見直しはあるかと思います。 

 もう一つつけ加えますと、今のプランにつきましては32年で終了させるつもりではございま

すが、ただこれまで議会の議論の中でも、病院の例えば建設に係る負担につきましてはそれ以

降発生する。では、そのときに財政状況どうなっているのだというような、これは疑念がどう

しても生じますので、その辺につきましてはまだ具体的にやるという話ではございませんが、

何らかの違う形での将来的な財政収支をお示しして、その辺の財政計画といいましょうか、そ

の辺は立てる必要があるというふうに現段階で私のほうは考えてございます。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。延ばさないということであれば、それはそれで、も

ちろん町立病院の問題等々ございますから、そこは財政的に出ていくのは間違いないわけです

から、そこが明確になればいいわけです。 

 もう一つ、財政規律の問題でもう一点だけちょっと伺っておきたいのだけれども、１億

5,000万円の事業費と７億円以下、６億円としても７億円以下にするという起債発行額、ここは

最後まで守るという、基本的には守ると、プランで守るということで考えていますか。 

〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） まず、財政規律の一つとして、投資的経費の一般財源の上限額、

それから起債の借り入れの上限、この部分については今後も上限設定はする考えでございます。

ただ、現在の一般財源の１億5,000万円でよろしいのか、あるいは起債も７億円でよろしいのか

という部分につきましては、今後まだまだ議論の余地があるかと思っております。どういうこ

とかと申しますと、どうしても１億5,000万円で縛られますと変な話やりたい事業もできない

し、町民還元もできないという状況も考えられます。それで、実際予算編成の中で、あるいは

今後のプランの見直しによる財政収支見通しの中で、実際歳入歳出どのぐらい想定して、どの
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ぐらい剰余金が出るのかという部分で、資的経費が一般財源ベースでどのぐらい充てれるのか

という部分をきちっと検証した上で、の辺の上限は定めなければならないと思っております。 

 それから、もう一方、７億円の起債のほう、借入金でございますけれども、これにつきまし

ても現在おおむね１億円ベースで下がっていっております。仮に現在例えば20億円の大型事業

をぼんとやって、これを借り入れて30年で償還しようとすると、年間おおむね7,000万円ぐらい

の均等で公債費が発生すると。その中でも１億円下がりますから、逆にそれでもプラス3,000万

円、プラスになると。現在20億円で借りるという想定は今の段階はございませんけれども、こ

のようなことで大型事業をやったとしても１億円これから落ちていけば、吸収できる部分もあ

るというようなところも含めて、実際７億円でいいのか、あるいは10億円やっても後年度大丈

夫ではないかとなると、さらに事業のほうもいろいろ、町長もご答弁したとおり公共施設等も

非常に老朽化、こういった部分にも回せる財源を確保する必要があるのではないかということ

で、それについては今後の財政収支見通しを立てた中できちっとご相談させていただきたいと

思っております。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。問題なのは、そういう状況、もちろん財政がそうい

うふうに使えれば一番いいのです、私もそう思います。それがひいては町民の皆さんに還元さ

れるという部分ですから、それはそのとおりなのです。ただ、問題は、同じようなことになっ

てしまったら何にもならない。だから、何を言いたいかというと、職員の給与をそういう状況

の中で戻せるの、いつ戻すの。本当に町民還元をするという意味、例えばカウントをどうする

かは別にして、今回のプレミアム商品券や道路の改良だって、それは町民還元なのです。そう

いうものをどういうふうにカウントして、財政の中でカウントして財政をきちっと明確にして、

そして将来展望出すのか。この後抑えて、抑えて、いつかはばあっと使うよということではな

いという意味でしょう、今言っているのは。そこが町民や議会がちゃんとわかるようにしない

と、なし崩し的にいってしまったら本当に職員の皆さんいつ戻るかわからない、半分戻るかも

わからない。もちろんそれを今回のプランの改正の中でやるのだろうけれども、そういうこと

が一緒になってリンクされて進んでいかなくてはいけないと私は思うのです。そうでなくて、

例えば財政規律を課長は弱まったのでないと言うけれども、私からしてみたら、例えば１億

5,000万円が２億円になり、３億円になる、７億円が８億円になる、10億円になるということは、

やっぱり規律が弱まるというふうにしか受けとめられないのです。そういうことが改善される

見通しがきちっとあれば、何年からやるとわかっているのならいいのだけれども、そこら辺が

もうちょっと見えるようにしたほうがいいのでないかと思うのだけれども、どうだい。 

〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） 今の私の説明不足という部分もございますし、その辺今後例えば

公債費がどのような状況になって、例えば前年度あるいは５年前と比較してどのぐらい財源と

して出てきているのかという部分につきましては、表なりグラフなりをお示しした上でご説明

できればとは思うのですけれども、確実に公債費の減という部分はございますので、その辺に



－ 103 － 

ついては間違いなく今後もその傾向が進むものというふうに捉えております。ただ、それだけ

をもって全て今の規律を１段階、余り緩めるという言葉は使いたくございませんけれども、町

民に回す財源としてふやしていくのかという部分につきましては、そこはそれだけの問題では

なく、今後の町税の問題あるいは交付税の問題、この辺ももちろん関係してございますので、

その辺を考慮した中で、単純に公債費だけ１億円下がるから１億円使うのだではなくて、いろ

いろな歳入状況も含めた中で、あるいは議会としてご心配のまた同じようなことになるのでは

ないかというような状況も考慮した上で、その辺の上限設定はしなければならないと思ってお

ります。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。私は、基本はもう少し起債を減らすこと、これは一

般会計だけでなくて特別会計もそうですから、下水道の特別会計なんかは減らさなければどう

にもならなくなると思うのです。ですから、そこら辺を私は一番心配しているのですよ、心配

しているのは。ですから、そこがきちっと見えるということが必要だというふうに思います。 

 それで、当年度予算のことでもうちょっと聞きますけれども、特別交付税、予算上は低く見

積もっていて、確保できるというふうな理解でいいのかどうか、特別交付税のこと。そういう

ふうになるかどうかということ。それから、町税のほうが今の答弁でいえば9,000万円ですか、

9,000万円ぐらいあるということになりますけれども、これはまた余りしつこ過ぎるかもしれな

いけれども、繰上償還に使うということは難しいですか。9,000万円ですよ、大きな歳出出動が

なかったとき、そういう形になるかどうかということ。 

 それから、ふるさと納税なのですけれども、見通し、今後の見通しはどういう状況かと、今

月までのことも含めて、先月、８月かな、見通しがどういう見通しになるように見ていますか。 

〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） まず、今年度の歳入状況ということで、特別交付税でございます。

特別交付税は、例年２億5,000万円程度で予算計上させていただきまして、実際的には約４億円

近いというような決算状況になっておりますので、今年度につきましては今のところ特段その

辺の状況が変わるというような国からの通知はございませんので、昨年と同額というところま

では今私のほうではお答えできませんけれども、限りなく予算を上回る額は確保できるものと

いうふうに想定してございます。 

 それから、町長の答弁にもございました税財源の今段階でのおおむね9,000万円程度の見込

み、プラスの見込みというところでございますが、この財源を繰上償還にというお話でござい

ます。これにつきましても、現在のところまだ半年ございますし、ちょっと不安要素としまし

ては、後でご質問あるのかもしれないのですけれども、災害がまた台風12号でしょうか、13号

ですか、が近づいてきているというようなところで、今後の災害状況の予測もしがたいところ

でございます。また、先月の30、31日の部分につきましてもこれからの積算、それから補正と

いうことになりますので、この辺についてもまだ見通しが立っていない状況でございますので、

今段階でその財源をそのまま繰上償還という部分についてはちょっと難しいのかなとは思って
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おります。ただし、年度末におきまして決算剰余金等も含めて、その辺の来年度の繰越金もあ

る程度確保した上である程度剰余が出るという部分につきましてはその財源を繰上償還するの

か、あるいは何らかの形で積み立てるのかという部分につきましては、またそこはきちっと考

えた上で議会のほうにはお示ししたいというふうには考えてございます。 

 それと、ふるさと納税の件でございますが、ご答弁では約4,700万円程度ということでお答え

してございますが、８月末では８月分で約1,500万円で、プラスで合計で今段階で約6,400万円

ふるさと納税をいただいているというようなところでございまして、今後の見込みなのですけ

れども、寄付を想定するというのはなかなか難しいところであるのですが、昨年度の例をとり

ますと、昨年１億2,900万円のうち約6,400万円程度が12月なのです。一気に12月に集中すると

いうことで、今回同じように12月、昨年と同じように12月の寄付があれば、恐らく１億5,000万

円は下らないだろうと思っておりますし、今段階におきましても昨年とは5,000万円ぐらい違う

状況ではありますので、希望もありますけれども、最終的には２億円は超えていただければ本

当に助かるなというようなところでの希望的見通しでございます。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。そこは、今答弁あったとおりでそれはわからない話

ですから。この寄付額と、それから実質原資を今回から考えるというふうにありましたけれど

も、それは今後は例えば１万円の寄付があれば原資が5,500円だったら、例えばですよ、4,500円

は指定寄付ならここの指定寄付に何ぼ、これだけ積み立てますよ、そういうふうに非常に明確

にわかると。それは、全ての原資、事務費から何から全ての原資を引いたということで、一般

会計にもどこにもそういうものがない中でそれだけ純粋に寄付ということで積み立てられるよ

うな仕組みにするのですか。 

〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） ご答弁したとおり、これまでの26年からこの特産品ＰＲ、いわゆ

る返礼品つきの寄付をいただいているというところで、当初の運用では一般寄付から経費を出

しますよと、だから指定寄付については全額寄付分は基金に積み立てるというようなことで26、

27やっておりましたし、28年度の当初予算の組み立ての中でもそのような考えできたところで

ございます。しかし、先ほども申しましたとおり、多額の寄付が想定されて、ＰＲ事業の財源

が足りなくなったときに前年度繰越金を使わざるを得なかったというこれまでの運用が果たし

てよろしいのかというところをいろいろ考えたときに、では全国的にほかの自治体どういうこ

とをやって、どのような処理をしているのかということでかなり、道内はもとより全国にも確

認をさせていただきました。あとはインターネットで調査したりとかというところで、実際電

話等でも確認をさせていただきました。本町の場合は、昨年の状況を見ますと１億2,900万円の

うち指定寄付分が36％、一般寄付分が残りの64％ということで、ほぼ今回の財源、返礼金の財

源につきましては５割強ということなので、一般財源で賄えたということだったのです。例え

ば有名な上士幌町でいえば、９割が一般財源だということで、逆にそのようなことは考えたこ

とはなかったという担当者のお答えだったのです。もちろんその辺の指定寄付の考え方は、自
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治体それぞれあります。 

 そういった中で、今回本町でも運用しようとしている指定寄付につきましても経費を差し引

いた部分を指定する財源として使わせていただきますよというような自治体もございましたの

で、今回につきましてはあくまでも指定寄付分についてもおおむね50％という、ここはいろい

ろ金額によっても違いますので、ここはきちっと決めた上で、半分については経費として使わ

せていただいて、残りについてを指定寄付として事業に使わせてもらうというような形で考え

ておりますし、ましてこれは寄付者に対してこのようなことをやるという部分については、や

っていない自治体あるかもしれませんけれども、やはりこの辺はきちっと寄付の段階ではご理

解をいただいて、その旨書いて、ご理解をいただいた上でやりたいなというふうには考えてお

ります。そうなりますと、来年度の予算の組み立てにおきましても全て一般財源ではなく、全

部特定財源でＰＲ事業の財源が賄われるというような形になろうかというふうに考えてござい

ます。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。よくわかりました。ぜひふるさと納税は成功させて、

そうすれば寄付額全て明確になりますよね。ですから、出るところも一般財源でなくなります

ので、非常にすかっとするということになりますので、ぜひそこで努力をして、課長言われる

ように２億円集めて１億円使えるようにしていただきたいというふうに思います。 

 歳入歳出の特殊要因のことでちょっとお尋ねをしたいのですけれども、財政健全化を達成す

るために、ここが大きな１つ特殊要因でお金を出すということが大きなことになると思うので

す。財政規律をさっきの答弁では制度化するというのはなかなか難しいのかなと。これは、そ

の時々のものがあるから、数字で制度化するのは難しいのかなというふうにさっきはちょっと

思ったのですけれども、どこかで財政規律を制度化できるようなものができないものかどうか

と。ただ、災害等々もございますから、それまで規制することはできませんので、なかなか難

しいところなのかもしれませんけれども、そこをどう考えるかというあたりがかなり大きなポ

イントだと僕は思っているのです。 

 なぜかというと、起債をどこまで減らして、それを維持するか、全会計の起債をどこまで減

らして、それをここまでいったら横並びでずっといきますよ。そうすると、職員の給与だとか

町民に対するサービスの提供だとかが同時にそれができるというふうになるわけですよね。で

すから、今何が必要かというと、まちがどんな方向に向いていくのか、どんなまちづくりをす

るのか、そしてどんな政策を打つのか、ここが財政健全化とのかかわり合いで、さっき町長が

答弁された６つのいろいろな大きな事業があるわけですけれども、そこが決まってくるのでな

いかと思うのです。例えば進めなければならない政策、これは実際あります。病院だとか含め

て。それから、今検討しなければならない政策、そして例えばバイオや港はどう執行側が持っ

ていくかは別にして、港というのはやっぱり縮小、そして限りなくそこから財源を生み出して

いくような、そんなような大きな政策転換につながっていくのがこの特殊要因の歳出の部分で

はないかなと思うのですけれども、ここら辺の財政規律を制度化するというのはなかなか難し
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いですか。 

〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） おっしゃることは、やはり今後想定されるいろいろな事業、それ

にはかなり多額の経費もかかるという中において、それをやみくもに使ってまた二の舞になる

というようなところをいかに防止するかというところだと思っておりますし、この辺につきま

しては財政を預かる身としても同じ考えでございまして、制度化するという部分、以前から議

会の中では議員の皆さんからご提言があったところではございますけれども、この辺について

は、今財政のほうとしても考えているところでございます。例えば災害も含めて一時的に財政

出動せざるを得ないときってやはりあると思うのです、今後も。そのための財政調整基金であ

ったり、町債管理基金であったりということで、ここはある程度一定の額は確保しておかなけ

ればならないと思っております。また、どうしても財源が足りない場合は特定財源ということ

ももちろん手をつけざるを得ないということもあろうかと思います。 

 ただ、今まで財源足りないからということでそれをそのまま放置してきているのです。どん

どん、どんどん全ての特定目的基金も含めてのいわゆる貯金がどんどん減っていった。それが

現在の将来負担比率にもはね返っているという状況でございますので、決定ではございません、

例えば今年度そこの基金をつくったら、来年度はそれをどのように補填して、単年度で可能で

あれば単年度で戻す、あるいは単年度難しくても２年後、３年後には必ずもとの金額まで戻す

というようなルール化ができないかというようなことも含めて、あるいはもう一つは、繰越金

というのはここ二、三年大きく出ていますけれども、この辺が補正、いろいろな財政出動が必

要な補正財源として非常に助かっている状況がございますので、決算剰余金をどれだけ積める

のか、残せるのかというようなところも含めての制度化的なものが、いわゆる一定のラインと

か、そういったものができないかどうか今検討しておりまして、その辺につきましても今後の

プランの関係の特別委員会の中でもお示ししていきたいというふうには考えてございます。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。もう一つ、一般会計、特別会計の起債の総額、その

総額の上限ラインを一定限度の目安でもいいから決めると、それ以上は借りないよというよう

なものがあると今回のような財政危機には陥らないと思うのです。それがどれぐらいだったら、

またいろいろ標準財政規模との関係で標準財政規模のこれぐらいとか、全会計を通して起債は

これ以上借りませんよと、借りられない段階まで来ていますよというようなことを、ちゃんと

誰が見てもわかるように、必要だからどんどん、どんどん、下水なんかはそのときはそれでよ

かったのだと私も思っています。文化水準を、生活水準を上げるための下水ですから、それが

悪かったとは思いません。ただ、あれだけ借りるというのは、今考えれば下水道の特別会計の

借り方というのはやっぱりちょっと違ったのでないのかなと今は思います。ですから政策転換

したのも私はよかったと思っています。ですから、そういう起債の上限額というのは、全会計

での上限額というのは一定限度の目安というのは持つ必要があるのでないかと思うのですけれ

ども、どうですか。 
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〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） 起債の部分につきましては、実際のところ単年度の予算組みの中

で現在では臨時財政対策債含めて７億円という部分がありますので、それを積み上げれば実際

上限ということになろうかなとは思いますけれども、ただ大渕議員おっしゃるのはそれだけで

はなくて、単年度でどれだけ、ぼんといく場合もありますので、その辺につきましては今後の

想定される事業も含めまして、その上限がどのラインで設定できるのか、あるいは設定するこ

とがよろしいのかどうなのかという部分も含めてちょっと検討させていただきたいと思いま

す。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。国保について若干お尋ねをしたいと思います。30年

から広域化の見通しなわけです。28年度、ことしが今の答弁では大分、下がるかどうかわかり

ませんけれども、下がりそうだというような答弁がございましたが、30年から移るとなると28、

29と２年間あとあるのです。ここでの見通しと、広域化になったら、ちょっと勉強不足で申し

わけありません。広域化になったらこういうことって起きないのですか、赤字だから一般会計

から補填しなければだめだとか、そういうことって起きないのですか。 

〇議長（山本浩平君） 畑田町民課長。 

〇町民課長（畑田正明君） 広域化になったときの国保の運営方法というのですか、それはま

ず現在は市町村単独で国保会計運営しています。今度30年からは、ご存じのように北海道でい

いましたら北海道が国保の特別会計を設けて、市町村とともに、一緒に国保の財政運営をして

いくという形になります。それで、今までは、現在もそうなのですが、国保会計赤字が出た場

合は繰り上げ充用というような形で一般会計のほうから今回も繰り出ししていただいて、その

赤字を埋めるというような手法をとっております。今度30年から広域化になりますと、北海道

のほうで、これは都道府県全てなのですけれども、道のほうで財政安定化基金という基金を、

国保の特別会計の中に基金を設けまして、それはもう既に国のほうから準備金として支援され

ているのですが、それを30年度から、幾らになるかわかりませんけれども、基金というものを

創設して、もし広域化になった状況の中で赤字が各市町村出た場合は、そこの基金から貸し付

けを行えるというような形に、貸し付けです。貸し付けにつきましては、貸し付けですから、

返さなければならないという形にもなるのですけれども、それについては一応今の動向を見る

と３年間で返済してほしいという形で、利子は無利子というような形で、そういうような基金

を設けて、もし赤字が発生したときに備えるというような考え方で今進められております。 

 ただ、では一般会計から借りれないのかというようなことも考えられますけれども、それは

最終的に北海道の国保運営方針というものを今つくっている作業中なのですが、その中でその

方針自体は法律的なものでないですから、縛られることはないのですが、その中で例えば一般

会計から、基本的には広域化になる目的の一つとしては一般会計から多額に今全国、全道もそ

うですけれども、繰り入れを受けていると、そういうものを少しでも少なくしたい、なくした

いというのが国のほうの考え方がありまして、ですからもし広域化になったときには一般会計
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から借りれるかという形になりますと、それは市町村の考え方という形になってこようかと、

今はそういうような情報を得ている状況です。 

 以上です。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。よくわかったようなわからないような話なのだけれ

ども、要するに今と変わってプラスになる部分ってどこ。今の説明だったら一般会計から繰り

出すのもちょっとあれだし、町村の国保はどうすればいいの。 

〇議長（山本浩平君） 畑田町民課長。 

〇町民課長（畑田正明君） まず、広域化の具体的な今とどう変わるかという部分です。その

部分を前段ちょっとお話ししなかったのですけれども、まず北海道が運営主体になりまして、

北海道全体の市町村の１年間の医療費の見込みを立てるわけです。各市町村、全市町村です。

１年間で北海道としてはこれだけかかるというものを数字を出しまして、例えば白老町だった

ら１年間で今大体20億円ぐらい払っていますので、20億円ですよという形になりまして、その

20億円をどういう形で、皆さん被保険者から保険税として徴収する20億円です。その例えば税

率とかを20億円取るためには白老町さんはこのぐらいの税率で徴収しなさいと、標準保険税率

というものが示されると。それを受けて、白老町は、最終的に決定するのは、北海道からそう

いう標準的な保険税率示されますけれども、最終的な決定権は市町村にあるという形になって

いまして、その中で検討した中で白老町の保険税率を決定すると。そして、国のほうでは、北

海道から示されたこれだけかかるから白老町さんの納めてください、１年間20億円納めてくだ

さい。その20億円に対しましては、医療費として国保連合会に支払いするのですが、その分に

ついては北海道のほうから毎月医療費幾らというような形で国保連合会から請求来まして、そ

の分については交付しますよと、その分同額を支出しますと、道のほうから支出しまして、間

接的に道からお金をもらって、市町村が連合会に払うというような仕組みになっていまして、

ですから払うものについては道のほうから来ますので、原資的にはうちのほうでは考えなくて

いいと言ったらおかしいですけれども、支出は全部可能という形になります。ただ、保険税と

してどれぐらい取れるかという部分で、もしかしたら道から示された納付額を保険税として取

れない場合もあります。そういう場合は赤字が発生してくるというような仕組みになっており

ます。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。ちょっとあれですけれども、そこはいいです、もう。 

 それで、そうなってくると、国保は国にもうちょっと制度改正をきちっとして、市町村の負

担が少なくなるような形は私はどうしてもやらざるを得ないと思うのです。例えば今回7,300万

円の加速化交付金が来たと、これは使うのはここにしか使えないとなっていますよね。一方、

国保は１億1,000万円の赤字です。これは、一般会計から出して自由に使えるお金を出すわけで

す。こんな話ってあるのかなと思うのです。だから、私は加速化交付金がだめだというのでな
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くて、もっと国保なら国保、医療なら医療、そういうところに国はきちっと補助金なら補助金

を出すべきだと思うのです。そういう要求をきちっと町がもっとシビアに、町村会だとか、市

長会だとか、議長会も含めてそうですけれども、もっとやらないと、１億1,000万円も一般会計

で出していて、来るお金が全部自由に使えないなんて、そんな話はないでしょう。赤字補填の

ために町民税金払っているわけではないわけだから。ここら辺幾ら町の担当者に言っても、今

の状況ではもう無理です。これは、やっぱり政治的に町なら町がきちっと動くと、もっと強力

に動くと、ここに補助金出せというようなことをもっと私は強力にやるべきだと思うのですけ

れども、どうですか、そこら辺。 

〇議長（山本浩平君） 畑田町民課長。 

〇町民課長（畑田正明君） おっしゃっているように、今回の広域化の改正というのはそうい

う部分も含めて、国保財政どこの市町村も苦しいという中で、そういうものを含めていろんな

市町村からの声、都道府県からの声が上がってきた中で、その中での改正というような形に今

回なっているわけなのです。その中で、国のほうも例えば去年から、27年度から毎年1,700億円、

低所得者への対応というような形で国のほうから出ています。白老町も実際に27年度では

1,300万円ぐらいの恩恵を受けているというのが事実で、これから29年度ではさらに財政安定化

基金ということで1,700万円を投入するというようなことになっていまして、30年度からはまた

今度は努力支援制度という形で、保険者が例えば特定健診の率を上げた、何％上げたら幾ら出

しますよとか、そういうような制度を財政基盤を安定させるということで国のほうでも今回の

改正の中で盛り込んできております。それだから、市町村もう赤字にならないのかと言われれ

ば、なかなか難しい。スタートしてみなければわからない部分もあると思いますけれども、そ

ういうようなことを市町村の国保制度上の問題点等を今回30年からの改正で少しでもという

か、改正しようとした形の今回の改正の趣旨となっていることはご理解していただきたいと思

います。 

 以上です。 

〇議長（山本浩平君） 戸田町長。 

〇町長（戸田安彦君） 今大渕議員のお話は、国保会計に限らず国の政策の補助の出し方のよ

うな話だと思うのですが、全般的に例えば首長方が集まるときにこの話にも実際なっています。

国のほうにも、補助金とか助成金に対してもそのまち、まちで困っている事柄が多様化してい

ますので、使い勝手がいい補助のメニューにしてほしいというのはずっと訴えて、これは恐ら

く何十年も前からそういう話はなっていると思うのですが、特に最近はうちのまちみたいに財

政が大変だ、高齢化が進むということでは、今までの一般会計から社会保障費も含めて膨れ上

がっているというのはどこのまちも同じ状況であります。北海道町村会もそうなのですが、分

科会に分かれてこういうような議論をして、北海道と国のほうに現状を訴えて要望もしている

ところではありますが、うちのまちも大変厳しい状況でありますので、この辺はさらに声を強

くして訴え続けていきたいというふうに考えます。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 
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〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。ここで国保の議論をするという場でないものですか

ら、この辺でやめますけれども、ただ赤字が１億円以上出るという、そしてそれが町民負担に

ならなければいいのですけれども、町民負担にならなければ、これは一般会計から出すのがい

いかどうかというのは、またこれ議論が本当はあるはずなのです。全部受益者負担なんていう

わけにはいきませんから、ですからやっぱりそこは基本的な部分は国がきちっとした制度をつ

くるというところが私は一番大切だと思っていますから、そういう質問しました。 

 29年度の予算編成にもう入っているのかな、編成方針ぐらいはもう出ているのですか、まだ

ですか。そういう状況なのですけれども、29年度の予算編成というのは財政健全化プランの見

直しが行われてからと言ったらおかしいけれども、同時並行なのかもしれませんけれども、ど

ういう形で予算編成が行われ、健全化プランとの整合性をどこでとるのか、そこら辺はどんな

ふうに考えていますか。 

〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） 29年度の予算編成につきましては、例年10月上旬に予算編成説明

会をして、全庁挙げて29年度予算の編成に当たるという流れでございますが、今回プランの見

直しの中で現在もある９つの重点事項と、それから今度新規に盛り込むべき事項、象徴空間の

周辺整備、こういった部分につきましてももちろん新年度の予算には計上しなければならない

案件もありますので、この辺につきましては恐らくスケジュール的なものを考えれば同時並行

ということにならざるを得ないと思いますが、もちろんその辺の周辺整備では象徴空間の特別

委員会、あるいはそれ以外の部分では健全化の特別委員会の中で十分議論したものを29年度の

予算として計上していきたいというふうに考えてございます。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。その点わかりました。そういう形であれば、予算編

成はかなりきつくなるね、時間的には。わかりました。そうであれば、それはそれで結構です。 

〇議長（山本浩平君） では、ここで暫時休憩をいたします。 

          休憩 午前１１時１３分 

                                         

          再開 午前１１時２５分 

〇議長（山本浩平君） 休憩前に続き会議を再開いたします。 

 ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。２点目の質問で、たくさんありますから、細かくは

聞きません。それで、活性化プランの関係で、当年度予算の関係で、きのうも議論ありました

まちづくり会社のことについてだけちょっとお尋ねを一、二点したいと思うのですけれども、

きのう同僚議員の質問にありましたから、私もまちはできれば出資をしないし、債務負担しな

いということが原則だというふうに考えています。現在の全国的なまちづくり会社の状況、特

に第三セクターで行っているまちづくり会社の状況がどういうふうになっていて、どういう分
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析を町としてはされているか。単なるコンサルタントの資料というのは出ていますし、それか

らインターネットではたくさんの資料が出ますけれども、まちとしては第三セクターで行って

いるまちづくり会社の状況をどのように分析されているか、まず第１点、それお尋ねしたいと

思います。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） まず、全国的な状況でございますけれども、まちづくり会社、

平成に入って徐々にふえているという状況がありますけれども、私の資料では現在全国に

1,600以上のまちづくり会社が存在すると言われております。ただ、その中で一番多い比率を占

めているのは任意団体で組織されているまちづくり団体が非常に多いということで、そういう

ことを除外して、特定目的で任意にやっているというのが多いものですから、今回私どもが考

えているまちづくり会社については、株式会社化するという点につきましてはその出資比率の

市町村が出資しているまちづくり会社というのは半分以上を占めております。状況的には、そ

れぞれ都市再開発ですとか、そういう目的を持ってやっているところが多いということと、あ

と第三セクターというのは第一セクター、公共団体、市町村、そして第二セクター、民間、そ

れとあわせた第三セクターという意味合いですので、要するに公共ではできないところを補う

とか、民間も公共の力をかりてやるという趣旨で第三セクターというものが発達してきている

背景がある中で、今回の我々が展望しているまちづくり会社というものが民間出資で全部でき

るというのは当然望ましい形ではあると思いますけれども、その民間の団体が公益的なもので

すとか、そういうものを担えるのかということを今検討しておりますけれども、その中で今後

の姿を見出していくといった状況ですので、全国の状況からすれば公共がかかわって行ってい

る状況が主流であるというふうに思っております。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。白老の場合は、アドバイザーもついているわけでご

ざいます。当然アドバイザー、コンサルは今の状況ではまちが出資すべきだというようなこと

を言っているように、資料等で見ればそういうふうになっていますけれども、現在全国で第三

セクター、要するに国に報告義務があるものとそうでないものがございますよね、25％以上で

すか、出資すると国に報告義務がありますよね。そういう状況の中で、黒字の第三セクターの

まちづくり会社ってどれぐらいありますか。そのうち自治体が運営費だとか含めた補助金を出

しているかどうか。いない、それから委託だとか含めた事業を受けていない、そういうことで

第三セクターで黒字になっているまちづくり会社って全国にありますか、そういう調査してい

ますか。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） 今言われたように黒字の会社数ですとか、そういうのは一応

今話にありましたように25％以上出資ですと報告義務がありますので、資料としてつかまえる

ことはできるのですけれども、それ以下の会社については数字としては押さえられないという

状況ですので、ただ状況といたしましては実質的な、要するに補助金も委託金ももらわないで
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黒字化しているという会社が少ないという状況ではあると捉えております。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。赤字で倒産したり、会社更生法を受けたというのは

たくさんあるのです。青森から青梅から、南アルプス市ですか、何カ月間で倒産してしまった

と、これは第三セクターでやってそうなったというところはインターネットで見ただけでも山

ほどありますよね。大切なのは、本当に白老の中で起業したり、観光含めた産業を興すという

ことになると、どれだけ地元の民間の人たちが真剣になるかということなのです。ですから、

基本はやっぱりきのうの答弁であったように、私はアドバイスをするのは構わないと思うし、

いろんな形の中で援助するのは、これは構わない。それはやらざるを得ないでしょう。ただ、

そこら辺ぜひ担当課長調べてほしいのです。仕事も渡していないし、補助金も出していないけ

れども、黒字だということがあるかどうか。失敗したところはなぜ失敗したのか。 

 コンサルは、きっとそういうことは言わないと思います。例えばどういう仕事をまちづくり

会社がやるのかと、いろいろ言ってくると思うのです。それは、いろいろ成功したところ全部

集めて言ってくるわけですから。ですから、本当にそういうことをまちの担当者が見抜けるか

どうかということが今役場の力量の問題なのです。だから、コンサルタントに丸投げするとコ

ンサルタントは責任負わないでしょう。例えば南アルプスだとか青森、これだってコンサル入

っていると思うのです。コンサルの責任なんかどこでも問われていないでしょう。やめたのは

町長であり、社長なのだ。本当にそういうことをきちっとしていかなくてはいけないのだけれ

ども、そのためには私は、黒字になっているなら黒字になっている、その中で自治体が援助し

ないで黒字になっているところぐらいはきちっと調べておく必要あるのではないですか。活性

化会議の中でもここが先進地だから視察に行くって決めたのでしょう。あれだって、あそこに

行くのだったら、何点か、９自治体だか12自治体だか出ていますよね、そういうところはそう

いう調査して行くのですか。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） きのうちょっとお話ししましたように、現在どういう体制の

会社組織にするかということの検討も並行してやっていると、それは第三セクター方式もある

し、本当の純粋な民間のほうも調査しているということで、今調査対象になっている中では純

粋に民間が立ち上げて運営を行っていると、公共の補助とかそういうのを受けないでやってい

るまちづくり会社も含めておりますし、あと公共が絡んでいてまちづくり会社を運営していて

も、その中でのいいとこ取りというか、そういうために見てくるという視察先もございますの

で、今大渕議員がおっしゃられたように、事前調査としては経営状況ですとか、その中で特徴

的に利益をもたらしている事業を調査するとか、そういう形で調査を進めてまいりたいと考え

ております。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。まちづくり会社そのものを全部否定するとか、そん
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なのではなくて、それでなければ、全国に今1,700ぐらいあるのかな、それぐらいなんかできな

いと思うのです。ただ、自治体がどこまでかむかということが問題なのです。それから、自治

体が事務局から何から全部引き受けてやる。やっているときは、立ち上げまではコンサルがや

って、コンサル抜けたら全然だめというふうになる。コンサル何の責任も負わない、失敗して

も。一体これ何なのだということになる。 

 白老の場合は、例えば活性化推進会議も、それから九百何十万円のうち何万円か知らないけ

れども、まちづくり会社のアドバイザーもみんな同じところですよね、今までずっと長い間か

かわっているところですよね。プロポーザルもそこ１社しかない。まちづくり会社たくさんあ

って、コンサルタントたくさんあるのに、何でこんなことになるのかなと素朴な疑問なのです。

町の職員が研修にお金出して行っていた会社からでしょう、実際に。前に行っていたでしょう、

もと行っていたところ。コンサルタントと観光とは違うかもしれないけれども、系列会社とい

うのか、同じでしょう。何でそういうことが起こるのかというあたりが疑問として出るのだけ

れども、そこら辺は何でプロポーザルで１社しか応募なかったのですか。それから、アドバイ

ザーを選定した理由、あのアドバイザーにした。それも例えば指名競争だったのか、それとも

任意で１社随契でそこにやったのか、そういうことって一番大切な部分なのだよ。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） 委託先の関係ですとか、そういう会社の関係がちょっと絡み

ますけれども、今の委託会社は平成27年度からの契約が発生している会社でございます。その

アドバイザーに登用した経緯でございますけれども、東京にある全国の地方総合整備財団とい

う組織がございまして、これは総務省系の財団なのですけれども、そこで地域再生アドバイザ

ー制度という助成制度を使って27年度から実施しております。その地方総合整備財団、別名ふ

るさと財団と言うのですけれども、そこのアドバイザー登録の中からアドバイザーを選ぶとい

うことになっておりまして、そのアドバイザーと今委託している会社が同じだということでご

ざいます。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） そこは、余りやろうとは思わないけれども、ただ、アドバイザー契約

というのは別だよね、全く。別だとしたらどういう契約の仕方をしているのですか、随意契約

で要するに１社指名随意契約。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） アドバイザーにつきましては、町のほうでいわゆるふるさと

財団のアドバイザー制度の助成に申請をして、それで採択を受けたところでふるさと財団から

無償で派遣するという形でスタートしております。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕。ということは、アドバイザーの料金って何も払っていな

いの。それは、ふるさと財団に町が今のアドバイザーに委託した人をこの人出してくれと言っ
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たの、それとも財団のほうが勝手にピックアップしてよこしたものなのですか。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） まず、アドバイザーは、ふるさと財団のほうで登録されてい

る中から選ぶのですが、その中で選んだのは町のほうでございます。昨年のアドバイザーのス

タートの時点では、そういうふうにふるさと財団のほうから全額お金が出て、町に来て、アド

バイザーをいただいたと。それを２年目、今年度ですけれども、継続するというか、２段階目

に入るときに、今度は３分の２助成であります。ですから、３分の１、ことしは町が委託料と

いうか、その中に３分の１を町費として支出しているということになります。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。ふるさと財団から補助金もらっているよね、九百何

十万円のうちの700万円ぐらいですか、ふるさと財団から補助金もらって、ちょっと今その資料

持ってきていないから何ともあれだけれども、そういう形でやっていますよね。去年もアドバ

イザー制度というのがあって、そのアドバイザー制度というのはＤＭＯ立ち上げるためのアド

バイザー制度にのって来ていたのですか、その方は。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） 中心テーマは、今言われたとおりＤＭＯ、まちづくり会社設

立に向けた事業ということでアドバイザーとして来ていただいています。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） 大渕です。ということは、去年は100万円のお金で、活性化会議のほう

かな、につけてやっていますよね。そのときＤＭＯは議論されていたけれども、それは無償で

来たアドバイザーの人がやっていたということ。ことしからは30％の委託料が取られるという

こと。それが今のＤＭＯ立ち上げのための予算の中のアドバイザーに行くお金ということかい。

それは金額幾らなのですか、その中で。その30％って。ＤＭＯの中での活性化基金が900万円の

うちの700万円が……何だかよくわからない。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） 今年度922万円の設立推進事業ということで事業費とっており

ます。その中で、ふるさと財団から614万円、町から308万円、アドバイザーとしての派遣経費

といたしましては540万円という経費になっております。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ちょっと私の記憶が違うかもしれないけれども、別にまちづくり会社

の予算がありますよね、アドバイザーはそこから出ているのではないの。九百何十万円という

のは、活性化会議のとき…… 

          〔何事か呼ぶ者あり〕 

〇８番（大渕紀夫君） もうちょっと詳しく言って。 
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〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） 今言われたとおり、活性化会議の運営支援事業というのと、

それから今説明申し上げました白老版ＤＭＯ「まちづくり会社」設立推進事業というのがあり

まして、白老版ＤＭＯ「まちづくり会社」設立推進事業というほうにふるさと財団のアドバイ

ザーとして入っていただいているので、その中の先ほど申しましたようにアドバイザー派遣経

費として540万円、そのほかに調査とかそのほかの運営関係で300万円ほどあります。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕。ということは、540万円がアドバイザーの派遣事業だとい

うことは、それは一人の人かどうかわからないけれども、ということはそれが30％分の負担と

いう意味ですね。 

          〔「900万」と呼ぶ者あり〕 

〇８番（大渕紀夫君） 900万円のうちの…… 

          〔「ふるさと財団600万」と呼ぶ者あり〕 

〇８番（大渕紀夫君） さっき答弁でアドバイザー事業で３分の１ことしからかかるよって言

ったでしょう。 

          〔「町が、３分の２がふるさと財団」と呼ぶ者あり〕 

〇議長（山本浩平君） 暫時休憩します。 

          休憩 午前１１時４５分 

                                         

          再開 午前１１時４６分 

〇議長（山本浩平君） 会議を再開いたします。 

 ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。失礼しました。資料をこっちへ持ってこないで聞い

たものですから、大変失礼しました。 

 それで、最終的にちょっとお尋ねしたいのですけれども、先日の特別委員会の中で岩城副町

長ができれば出資は最小限でというような趣旨のご発言があったやに記憶しているのです。私

は、きのうの同僚議員の質問のような考え方を持っているのですけれども、１つは町がここに

債務負担行為を行うということは考えていないというような理解でいいのかどうかということ

と、出資の場合は25％以上出資すると総務省に報告しなくてはいけないと、こうなるわけです

けれども、出資が少なくても結果的にはほかの全国の例調べると自治体がかんでいればほとん

ど責任負わなければならないような格好になっているのですけれども、出資の範囲をどの程度

と考えていらっしゃいますか。最小限というのはよく理解できていますし、それは結構だなと

思っているのですけれども、債務負担はしないのか、それと出資はどの範囲におさめるつもり

なのか、その点お尋ねをしたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 岩城副町長。 
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〇副町長（岩城達己君） ただいまのご質問でございますが、出資する、しないという結論に

はまだ至っていませんが、考え方の基本としてはこれまでの議会の皆さんのご意見の中ではま

ずは25％といいましょうか、出資するという部分はやはり抑えるべきだというふうに私は受け

とめています。そのことを踏まえて、今後のまちづくりのあり方がどうあるべきか、今準備会

立ち上げていろんな方向で、今担当課長説明したようにもっと詳細に詰めていかなければなら

ないと思います。そういう部分がしっかり見えて、議会のほうにも報告、また示してご意見い

ただかなければならないというふうには捉えています。 

 先ほど来からるるご質問ございますが、きのうも町長答弁した中でノーリスクという部分を

やはりしっかり捉まえていかなければならないかなと。せっかくつくって、いいことで進めて

いるのに赤字経営になるだとか、倒産なんていうことになっては大変なことですから、そこは

慎重に慎重を期していかなければならない。全国の事例も成功例は割とすぐ見えるのですが、

失敗例も今出させています。そのことも活性化会議で、こういうことで失敗しているという例

も議論していってます。その大きな点は、やっぱり手広くいろんなことのジャンルをやってい

るというところはなかなか成功していません。観光なら観光とか、何かに特化して目的を持っ

て会社運営しているというところが成功例にあるようですので、その辺も事前に分析しながら、

視察もしていかなければならないかなというふうに捉えています。当然失敗例もしっかり見て

いくと。 

 それと、コンサルにはいろんなことを委託して情報をいただいていますが、そのことイコー

ルで我々は受け取ってはいません。中にはこんなことで収益上がるよ、駐車場収益、何台入る

からこれで収益得るよというのがありますが、ではその車が減った場合どうなるか、経営でき

るかと、いろんなことぶつけていきます。そういう部分で、本当にこれだけは収益とれるねと

いう部分を確たるものにしていかないと、経営というのはやっぱり成り立っていかないという

ふうに捉えていますので、コンサルのことが全てというふうには決して受け取っていませんの

で、またそういうことをチェックする職員もいますので、今までの経験を生かした中でそうい

う部分をチェック体制もしっかりやっていきたいというふうに考えています。 

          〔「債務負担」と呼ぶ者あり〕 

〇副町長（岩城達己君） 今はまだそこまでのことには、結論には至っていませんので、その

辺は一番最初にお答えしたとおり、今後の組み立ての中で整理はしないとならないと考えてい

ます。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。できれば債務負担も、債務負担をするということは

町が責任負うということだから、そこは十分考えてやっていただきたいと思います。 

 経営調整会議と経営会議の関係、課長会議なのですけれども、それぞれどんなメンバーが出

席されて、会議の頻度がどれぐらいで、これ以外にまちを経営するための会議って、経営調整

会議、経営会議、課長会議、この３つが主たるものだというふうに捉えていいですか。 

〇議長（山本浩平君） 高尾企画課長。 
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〇企画課長（高尾利弘君） 経営会議だけに私のほうからお答えします。 

 今経営会議につきましては、従来理事者会議と言っていたものを経営会議ということに大き

く変えまして、そっちには町長、副町長…… 

          〔「政策会議」と呼ぶ者あり〕 

〇企画課長（高尾利弘君） 政策会議の部分を経営会議と変えまして、今は経営会議では町長、

副町長、教育長、理事者と、あと企画課長と財政課長、総務課長がメンバーとなっております。

それで、経営調整会議というものも政策調整会議から変わりまして、こちらについては各関係、

企画課長、総務課長、財政課長、あと経済振興課長、建設課長ということで、教育課長とかも

含めて、昔で言う部の代表的な課長と、あと企画、総務、財政のグループリーダー、若い人の

意見も入れるということで、そういった形でつくっております。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） 大渕です。今までももちろんそういう形でやっていらっしゃったのだ

とは思うのですけれども、これだけ政策的にたくさん出てくると、まちの方向を含め、個々の

政策と全体事業の政策、全体まとめた政策、こういうことをきちっと議論する場があるという

ことは非常に私はいいことだと思うのです。政策機能がここで発揮されるというふうになると

思うのですけれども、政策調整会議や経営会議というのはどれぐらいの頻度で開かれています

か。 

〇議長（山本浩平君） 高尾企画課長。 

〇企画課長（高尾利弘君） 頻度といいますか、定期的に例えば１カ月に１回行うだとか、そ

ういった決まり事はつくっておりませんで、案件があるごとにということで、今まで経営調整

会議で同じ案件について２回開いたりだとか、議論が終わるまで開くとかということで、経営

会議で答弁でもお答えしましたように４件、大体６月ぐらいから始めましたので、月１回ぐら

いの割合というふうになるのかなと思っています。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。政策の集中と選択、そして今白老町の場合一番大切

なのは財政健全化だと思うのです。それに対して新しい事業として病院や象徴空間、これは進

めなければだめな部分、そして現実的に検討すると言ったらおかしいけれども、今検討しなけ

ればだめなのがインフラ整備、町民の要求の実現を含めたインフラ整備、そして職員の給与改

善。私が勝手に思っているのですけれども、小さくしたりやめたりするためにも議論は必要な

のですけれども、バイオマスや、私は港の第３商港区もそう思っているのですけれども、そう

いうものを集中と選択の中でまちづくりの方向性、財政健全化を含めた将来のまちづくりの方

向性を含めた議論がここできちっとされるということが、集団的にされるということがとって

も私は大切だと思うのです。そこら辺はどういうふうに思っていますか。 

〇議長（山本浩平君） 高尾企画課長。 

〇企画課長（高尾利弘君） 今現在経営会議、経営調整会議のほかに、例えば先ほど言いまし
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た病院ですと病院の検討会議というかな、それを内部で設けて、それは内部で関係課長が集ま

って集中的な話をしているというもので、象徴空間も同じように内部会議を設けて、その中で

話ししているということになりますので、基本的には今言ったような大きな部分の変更を伴う

というか、そういう関係、財政については例えばバイオマスですと財政健全化の中で話し合う

という中で考えていまして、経営調整会議とその辺はきちんとすみ分けというわけではないけ

れども、そういうものをして、当然理事者の判断に資するような会議にしていきたいというふ

うに考えています。それぞれの役割を持ってということになっております。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 

          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） 私言いたいのは、要するに白老町全体の政策がきちっと見えて、全局

を把握した上で執行されるわけです。だから、今のＤＭＯならＤＭＯの問題はそこで議論され

る。しかし、ＤＭＯというのは象徴空間全体のものになりますよね、そういう部分のものと全

体的なものの議論がきちっとかみ合っていかないと、そこが例えばトップダウンだとかボトム

アップだとかというときに政策的に差異が出てしまうと、町長がこうやって誰々課長に命令し

たからやれというふうにはならないような仕組みに今なっているわけでしょう、現実的には。

だから、そういうものが全体として、庁舎全体として把握できるような形が非常に望ましいの

ではないか、それが経営会議だなと僕は思ったのだけれども、ちょっと今の答弁では違うよう

な気がしたのだけれども、そこら辺どうだい。 

〇議長（山本浩平君） 古俣副町長。 

〇副町長（古俣博之君） ６月からこういうような体制づくりを行ったのは、これまでも確か

に政策会議だとか政策調整会議、課長会議というふうなことをやってきました。ただ、今非常

に町が抱える課題の多さ、そしてその課題を単独の課題ではなくて総合的に考えていかなけれ

ばならない。そういう中で、単なると言ったら言葉おかしいですけれども、政策づくりのみの

視点だけであってはこれはならないと。大きな意味での町政をどういうふうにして運営してい

くかというところの視点をより強くした会議というか、話し合いのところを持っていかなけれ

ばならない。そこに、もう一つは決断的な、要するに迅速で的確な決断が必要だと。そういう

ことから、前の政策というところの意味合いよりももっと経営、運営というところに重きを置

いた会議体制を、組織体制をつくっていかなければ、今議員がおっしゃったようなただ単に部

分で動いてしまって、全体の中でではどうなっているかというふうなところの精査が後になっ

てみたり、そういうことを少なくとも避けていかなければならない。総合的に町政運営をして

いく必要が非常に強くなってきていると、そういう観点からこういうような組織のとり方をし

ていっております。ですから、６月から始まって、完全に定期的には今はやっていないのです

けれども、その案件、案件のところで上げていきますけれども、これからプランの中のことだ

とか、それからの部分でやらなければならないこれからの懸案等を含めたら、こういうシステ

ムをしっかりと活用を図れるような、それを意識した会議体としてのあり方はもっと強めてい

かなければならないだろうと考えております。 

〇議長（山本浩平君） ８番、大渕紀夫議員。 
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          〔８番 大渕紀夫君登壇〕 

〇８番（大渕紀夫君） ８番、大渕です。今の答弁でわかりました。 

 それで、最後にしますけれども、私はこれから地方自治体というのは多分政策立案能力と町

民の皆さんとの調整能力、この２つが、最後に残るのはここが残るだろうと私は思っています。

働くということは政策立案をどうするかということと、町民との調整をどう自治体がやるのか

と、私はここが地方自治体の最後の仕事になっていくのではないのかなと思っているのです。

そういう点でいえば、白老町でいえば、さっきも言いましたけれども、財政を立て直すこと、

要するに健全化プランを文字どおり完遂すると、ここがやっぱりメーンのベースになると思う

のです。そのためには、どんなまちづくりをどうやるか、町民の皆さんにわかる政策をどう実

行するか、ここが必要だし、言葉だけの選択と集中ではなくて、具体的に進めるもの、検討す

るもの、やめるもの、政策転換をするもの、そういうものを明らかにして、それを集団で議論

して方向を出すというのがやっぱり自治体の今の姿ではないかなと私は思います。カリスマで

指導するというふうにはもうならないと思います。ですから、そういう意味でいえば、経営会

議、経営調整会議ですか、ここが大きな視点で議論をして、まちの方向をここできちっと出し

ていくと、そのことをここが役割きちっと果たしていくということで、それを補足する、補完

するものとして各担当課長さん方がどうそれぞれの部署で力が発揮できるかというようなもの

も含めて会議の構成をきちっと考えるというふうに考えていくのが私はこれからの地方自治体

のあるべき姿でないかなと思っているのですけれども、このことの考え方に対する見解を伺っ

て私の質問を終わりたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 戸田町長。 

〇町長（戸田安彦君） 経営会議等々は、今副町長お答えしたとおりでございます。一つの事

柄、事業が一つの課でまとまって終わるというのがほとんど今なくなってきて、高齢者の問題

一つについても健康福祉課、高齢者介護課だけで済まなくて、生涯学習課もありますし、建設

課もありますし、いろんな分野をまたいできますので、まちを経営するという意識で経営会議

というのをまず開いております。それが町民のためになるということで、今大渕議員おっしゃ

ったとおり、これからの政策能力等々につきましても、その政策能力をどういうふうに発揮す

るかというのは、やはり町民がどういうことに困っているのか、どういう課題を持っているの

かというのもきちんと把握しなければその政策能力は生きないと思いますので、住民と一緒に

住民自治の考えで、町民も自分たちのまちは自分でつくる、行政、役場の職員も町民の立場に

なってまちを形成していくという形が一番いいと思いますので、それにはやっぱり情報共有を

きちんと持って、同じビジョンに向かっていくという姿がいいと思いますので、それに対して

経営会議と経営調整会議というのを６月から始めておりますので、これは今までの議会の自分

たちの対応もそうなのですが、それに対して町民の代表である議員の皆様からのいろんな意見

をいかに遂行して達成していくかというのは私たちの仕事でもありますので、その辺をスピー

ド感を持ってやっていくということがまちづくりにつながっていくというふうに考えておりま

す。 

 また、経営会議は今定期的にはやっていないのですが、白老町の課題がたくさんある中で経
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営会議を通して、町民にきちんと政策立案を通して明るいまちをつくっていきたいというふう

に考えております。 

〇議長（山本浩平君） 以上で８番、大渕紀夫議員の一般質問を終了いたします。 

 ここで暫時休憩をいたします。 

          休憩 午後 ０時０５分 

                                         

          再開 午後 １時０５分 

〇議長（山本浩平君） それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 一般質問を続行いたします。 

                                         

          ◇ 西 田 祐 子 君 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員、登壇願います。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 一般質問をさせていただきます。きずな、西田祐子でございます。今

回は、町民の暮らしを守るまちづくり、そして子供の健やかな成長を支えるまちづくり、２点

についてご質問させていただきます。 

 １点目、町民の暮らしを守るまちづくり。平成28年８月末現在、白老町の人口は１万7,777人、

ゼロ歳児は66人、また75歳以上の後期高齢者は3,564名、そのうち85歳以上の方は1,030名を超

えました。町民の暮らしを守るためには地域公共交通が不可欠であると思っております。私は、

元気号バスの問題を何度か質問させていただきましたけれども、今回昨年12月の路線改正によ

り、不便になった、時間がかかる、乗り継ぎが難しいなどの声が寄せられております。この改

善のことに触れて、また質問したいと思います。また、高齢化に伴い、遠くの病院に行けなく

なった方々、家族が入院しても見舞いに行けない人方もふえています。これら２点についてお

伺いいたします。 

 （１）、地域公共交通について。 

 ①、元気号の平成27年度の乗客数と運賃収入の実績について。 

 ②、元気号の平成28年度の運行経費と補助金額、現在までの乗客数について。 

 ③、どのような方々が地域公共交通を必要としていると捉えているか。また、どれくらいの

方々が必要としていると捉えているのか。 

 ④、地域公共交通活性化事業の調査、分析業務の委託先と分析結果はいつごろ明らかになる

のか。 

 ⑤、福祉有償運送、介護タクシーの年次ごとの乗客人数。 

 ⑥、自家用自動車を持っていない世帯数と人数について。 

 （２）、白老町立病院について。 

 ①、国で調査を行っている年齢別の通院、入院の比率を白老町で当てはめた場合の数値につ

いて。 

 ②、国保加入者の町立病院での特定健診の受診件数と比率について。 
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 ③、通院、入院患者の増加対策と一般会計からの繰出金軽減対策について伺います。 

〇議長（山本浩平君） 戸田町長。 

          〔町長 戸田安彦君登壇〕 

〇町長（戸田安彦君） 町民の暮らしを守るまちづくりについてのご質問であります。 

 １項目めの地域公共交通についてであります。 

 １点目の27年度の乗客数と運賃収入の実績につきましては、乗客数が２万7,463人と前年に比

べ3,262人の減であり、運賃収入は274万4,600円で前年比32万4,900円の減であります。 

 ２点目の28年度の運行経費と補助金額、現在までの乗客数につきましては、運行経費が

2,950万円で、町からの補助金額は2,262万5,000円となっております。７月末現在までの４カ月

間で乗客数は6,550人で、月平均1,638人になっております。 

 ３点目のどのような方々、またどれくらいの方々が必要としていると捉えているかにつきま

しては、主に障がい者や高齢に伴い介護を必要とする方、生活保護の世帯や自家用車を所有し

ていない方などが地域公共交通を必要としていると捉えており、その人数としては6,000人以上

いると推測しております。 

 ４点目の地域公共交通活性化事業の調査、分析業務の委託先と分析結果につきましては、委

託先は札幌の日本データサービス株式会社であり、その調査、分析につきましては地域公共交

通活性化協議会や議会などに中間報告していく予定としております。なお、この業務委託にお

ける分析結果は、３月下旬に提出することとなっております。 

 ５点目の福祉有償運送者、介護タクシーの乗客人数につきましては、福祉有償運送事業の乗

客人数は23年度１万2,240人、24年度１万1,136人、25年度１万1,763人、26年度１万2,290人、

27年度１万2,735人とほぼ横ばい状態となっております。また、介護タクシーの乗客人数は、開

始年度の24年度が1,206人、25年度1,462人、26年度996人、27年度791人と減少傾向にあります。 

 ６点目の自家用車を持っていない世帯数と人数につきましては、白老町の保有車両数は運輸

局資料によると昨年度で１万1,722台であり、同一人物や企業等の登録も考えられますが、単純

に保有車両数と18歳未満の人口を差し引くと4,500人以上の方が自家用車を所有していないと

推測できます。なお、世帯数については把握できません。 

 ２項目めの町立病院についてであります。 

 １点目の白老町の年齢別入院、外来患者数につきましては、厚生労働省の26年度患者調査結

果として人口10万人に対する各年齢別入院及び外来患者数の割合を入院、外来受療率として公

表しており、この受療率を直近の28年７月末、白老町の年齢別人口に乗じて推計した入院及び

外来の患者数でありますが、白老町の人口総数１万7,803人に対し、入院、外来受療率を乗じて

推計した１日当たり患者数は入院が259人、外来が1,237人となります。また、65歳以上74歳以

下の前期高齢者人口3,779人から推計した患者数は入院59人、外来356人であり、75歳以上の後

期高齢者人口3,564人から推計した患者数は入院148人、外来425人となります。 

 ２点目の町立病院での国保加入者の特定健診実施状況につきましては、町立病院の経営改善

計画策定前の24年度では国保加入者6,479人、健診対象者4,540人、受診者は1,337人で、そのう

ち66人が町立病院で受診し、利用率は4.9％でありました。また、直近の27年度では、国保加入
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者5,869人、健診対象者4,252人、受診者は1,364人で、そのうち294人が町立病院で受診してお

り、利用率は21.6％となっております。 

 ３点目の入院、外来患者増加対策と一般会計繰出金軽減対策につきましては、入院、外来患

者の増加対策として早期の病院改築と老朽化の著しい医療機器等の更新など患者に対するアメ

ニティーの確保と向上を図るとともに、苫小牧市を中心とする東胆振医療圏における２次医療

機関との医療連携による急性期経過後の転院患者受け入れや健診業務の拡大による新規患者の

獲得、常勤医師等医療従事者の安定確保及び病院の情報発信拡大などの積極的な取り組みが重

要であるものと捉えております。 

 次に、一般会計からの繰出金軽減対策としては、町立病院経営改善計画に基づく医業収益の

増収対策を着実に実行し、医業損失額の削減を図るなど、病院の自助努力により繰り出し基準

内の繰出金に抑えることが重要であります。また、新病院化に向けては、改築事業に係る初期

費用の抑制に基づく企業債元利償還金の縮減や長期的な維持管理費等のランニングコストを低

減できる病院づくりを目指すことが将来的にも一般会計の繰出金軽減につながるものと考えて

おります。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 公共交通について１番目から６番目までありますけれども、まとめて

質問させていただきたいと思っています。 

 まず、公共交通なのですけれども、ことし８月から追加運行ということで地域循環バス元気

号、これを補正予算456万2,000円でしたものなのですけれども、元気号で許認可の関係で９月

からの予定となりましたということで１カ月遅くなっております。これは、具体的にどのよう

な理由なのか。そして、９月からということになっておりますけれども、実際に利用者という

のはどういう動向になっていますでしょうか。そこをお伺いします。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） 元気号の追加運行についてお答えいたします。 

 これは、補正予算のときにご説明申し上げておりますけれども、道路運送法の21条、臨時的

運行の手続を経て、車両を確保して行ういうことにしておりますが、現在その手続に時間を要

しておりまして、一応運行予定を早期にということを考えておりますので、できれば来週から

開始できるのではないかという予測を立てております。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） では、まだ運行していないということだと思うのですけれども、町民

の方はこうやって広報に載っているから、問い合わせとかはないのですか。どうなっているの

でしょうか、その辺は。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） 病院を発着点にいたしまして石山以西に運ぶということにし

ておりまして、これまでも数人から、病院に来られた方がいつから始まるのでしょうというお
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問い合わせはいただいております。それで、病院のほうに掲示板を出しまして、運行の日にち

が決まり次第ご連絡しますということで、病院のほうの張り出しを行っております。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 今対応はよくわかりましたけれども、でも実際に予定していらっしゃ

る方は病院に来る患者さんなわけですから、その辺はもうちょっと親切にしてあげてほしかっ

たかなと。なぜかというと、もう一つつけ加えさせていただければ、その方のお名前と電話番

号ぐらい聞いて、今度何日から運行になりましたよと、そういうサービスはしてあげてもよか

ったかなと思っております。これがうまく使っていただいて病院に患者さんが来ていただけれ

ば、大変ありがたいかなと思っております。 

 次のところに行かせていただきます。元気号バスなのですけれども、以前いただいた資料を

見ると平成17年に６万7,738人、一番このときに乗っていらっしゃったと。そして、昨年度が２

万7,463人、大体これで見ますと４万人減っているという計算になるのです。単純に元気号だけ

を見ると。でも、実際に福祉有償運送とか介護タクシー、これらを足しますと大体どのくらい

になるかというと、２万7,000足す１万3,000だから４万人くらいになるのです。そうなると、

本当に実質減っているのはどなたかというと、２万7,000人くらい。実際にまだ白老町内には４

万人を超える方々が福祉有償運送とか介護タクシーとか元気号を使っていらっしゃる。 

 ここには載っていないのですけれども、私も質問しませんでしたけれども、例えば買い物バ

ス、スーパーくまがいさんのあの買い物バスで無料だからということで乗っている方もいらっ

しゃると思うのです。例えば単純にですけれども、１日10人、300日、商売やっていらっしゃる

から乗るとしたら3,000人ですよね、20人乗るとしたら6,000人。ですから、単純に計算しても

４万五、六千人以上の方々はこういう地域公共交通というものを非常に大事にしていると、私

はそういうふうに思っているのですけれども、実際に現場の方々はそういうところをきちっと

把握していらっしゃるのかということなのです。その辺の数字のとり方をぜひ考えいただきた

いのですけれども、そのほかに町立病院以外のところで藤田内科クリニックさんとか、生田医

院さん、それから近郊の病院なんかも無料送迎の車両を走らせています。そういう人たちを含

めたら白老町では５万人以上の方々が実際にそういうものを使っているというふうに私は思っ

ているのですけれども、その辺のお考えはどのように思っていらっしゃるのか、まずそこをお

伺いしたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） ただいまの元気号の乗車減少によってそのほかの状況ですけ

れども、今買い物バスというお話が出ましたので、そこをお話ししますと、スーパーくまがい

さんが行われている送迎、それは現在登録は四、五十名いるということなのですが、現在利用

者は減少傾向にあるというお話でした。新規のお客さんがふえないという状況で、ただし大体

どのルートも10名程度ご利用されているということでございました。一方、パセオしらおい、

生協で行っているおまかせ便ですとか、そういうものは増加傾向にあるということで、そのお

まかせ便についてはコープ白老店が全道で３位という状況になっているというお話でした。買
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い物に行けない方が移動販売車なりお取り寄せ等によって賄っている状況があるのではないか

ということは現状ではありますけれども、詳しくは今やっている委託事業の中でさらに調査を

進めようということを考えておりますので、詳細につきましてはさらに時間を要すると思いま

す。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） すごい状況だなと、ちょっとびっくりいたしました。地域公共交通活

性化事業647万円のことについてちょっと出ましたので、そこでお伺いいたします。これは、調

査、分析業務を委託していますけれども、実際に調査項目はどのようなものが入っているのか、

その辺お答え願います。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） 今年度の白老町地域公共交通網形成計画策定業務委託につい

てでございますけれども、これはまず委託業務の内容といたしましては地域の概況整理、それ

から先進事例調査、それから利用実態把握のための調査といたしまして、住民を対象とした、

これはグループヒアリングを予定しておりますが、各地に出向いて調査をすると、それから今

の元気号等の乗降者の調査、それから交通事業者との協議、調査、それを経て元気号の運行の

見直し検討と地域公共交通網形成計画の策定、それから次の改正までに時間がかかりますので、

今の形としましては現在運行している方たちにより運行をわかっていただけるように、パンフ

レットの作成ですとか、あと来年に向けての実証運行の準備を進めるという業務内容になって

おります。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 今住民を対象にしたグループヒアリングとか、また乗っている方々に

アンケートもと、そしていろいろなことをするということなのですけれども、私はぜひ考えて

いただきたいなと思っているのが、元気号バスというか、循環バスとかいろいろなのあります

けれども、福祉有償運送とか、使っている方がいかに便利なのかどうなのかということがやっ

ぱり一番のポイントだと思うのです。お金を払って乗る以上は、その方にとって何のために乗

るのかと、病院に行くのか、買い物に行くのか、美容室に行くのか、何しに行くのかという目

的があるわけで、それに便利にならないと使っている人たちは不便だといって使い勝手が悪い

状態になってくる。そういうところをきちっと理解するためには、まず自家用自動車を保有し

ていない方々に実例とか事例とか何点か挙げて、そういう方々にアンケートをとるべきだなと

思うのです。最後のほうに自家用自動車って書いていますけれども、乗る人というのはほとん

ど自家用車を持っていない家庭の人とか、また家族が持っていても日中仕事とかに行ってしま

って使えない方、車運転できない方々ですから、まずそういう方々を中心にしてアンケートを

とっていただきたいと。そして、自家用車を保有していない世帯というのは、各町内会に遍在

していると思うのです。そこの場所にまとめてある場合もあるし、ばらばらにある場合もある

し、そこの地区、地区ごとによっての特性があるので、町内会ごとでぜひ調査していただきた
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い。白老町の集落というのは、社台とか、白老とか、石山とか、萩野とか、こういうふうに分

かれていますけれども、では実際にどこの地区の何という町内会のところが一番不便なのか、

どういう年齢の人たちがいるのかということをきちっと見ていただきたい。そして、最後に、

老老介護、それと認知症の方が認知症を介護する認認介護、こういうものの実態把握をして、

ぜひこういう方々にアンケートもとっていただきたいなと思うのですけれども、いかがでしょ

うか。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） その調査の内容でございますけれども、自家用車のない方を

中心に町内会ごとにというお話がございました。先ほど申し上げましたように、町内会につい

ては町内会ごとにグループヒアリングを行うということなのですが、加えて高齢者ですとか介

護者、そういう方たちの実態をよくご存じだと思われる民生委員の方に聞き取り調査も予定し

ていこうかなというふうに考えております。実際は、自動車を持っていない方を特定して聞き

に行くということは非常に困難なことでありますので、そこに近い形でなるべく情報を集めて

まいりたいと考えております。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 自動車を持っていない方のところに行くのは非常に困難だと言うけれ

ども、町内会長さんに聞けばすぐわかると思うのです。その辺は、せっかく今地域担当職員制

度とかやっていますし、そういう職員の方々が地域の町内会長さん方と連携とっていますよね。

たしかそこの課ではなかったですか、地域担当職員制度とかやっているの。もしそうだとすれ

ば、そういうものを活用してやっていくべきだと思います。まず１点、そこどうなのかお伺い

します。 

 ２つ目、健康福祉課、高齢者介護課、地域振興課の３課で問題解決のための話し合いを今ま

でしてきましたでしょうか。行政全体でこの実態を知るチャンスというものは、お互いの情報

がきちっとリンクされてこそ初め正しい情報を得れて、そこから問題解決のものが出てくるの

ではないかなと思うのですけれども、どうなのでしょうか。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） まず、町内会長さんに聞けば自動車ない方の把握できるので

はないかということですので、そういう視点でいろいろ町内会のほうに当たってみたいとは思

います。 

 それから、その人力として協力隊とかそういうのを活用してはどうかというお話ですけれど

も、今のところ協力隊もそれぞれの目的趣旨を持って活動しておりますので、こういう違う目

的のためにどんどん何にでも使っていいということにはなっていませんので、その辺は今後こ

ういう目的で募集するとか、そういうことは考えられると思います。 

 当然公共交通のことを考えるに当たって、今までお話にあったように高齢者ですとか障がい

者ですとか、そういう方たちも関係してきますので、私どもとしては先ほど言ったように民生

委員の方とつながったり、それで健康福祉課ですとか、高齢者介護課ですとか、そういうとこ
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ろとも連携しながら進めていくということでは話はされております。ただ、公共交通というも

のは、一般に不特定多数の方が利用する交通機関ということでこれまで日本の公共交通機関の

歴史があります。そこで賄えない状況が出てきたと、今のように高齢者とか、そういう方たち

が既存の公共交通機関では賄えないという状況が出てきていますので、それを補完する形で、

公共交通機関が認めたプラスアルファとして福祉有償運送とか、そういう手法が出てきており

ますので、その辺も配慮しながら進めてまいりたいと思っております。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 福祉有償運送とか介護タクシーとか、私は地域公共交通、元気号とか

いろんなものがミックスされて初めて協力し合って、公共交通というのですか、地域における

そういうものができるのではないかなと思うのです。タクシーだって使っている人方は使って

います。でも、ある程度距離が遠くなってしまうとどうしてももうちょっと安くてと、年金生

活だからとか、自分の生活の範囲の中で使える便利なそういうような交通網が大事だと思いま

す。議会だより156号、28年８月号ですから、ことし８月に載せているのですけれども、当別ふ

れあいバス、コミュニティバスについてということで、白老町議会で視察を行っているのです。

それについて１枚見開きで、一番上のところで載っているのですけれども、これお読みになっ

ていらっしゃいますか、コミュニティバスについて書いているのですけれども。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 

〇地域振興課長（高橋裕明君） 議会だよりは拝見させていただいていますけれども、今手持

ちにはございません。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） ここの中で議会が最後のほうで当別町のことを書いているのですけれ

ども、単にバス事業ではない、まさにまちづくり事業として押さえをしている当別町の事例に

我がまちも見習いつつ、白老になくてはならないバス事業の制度設計、それを支える職員、職

場の意欲喚起が何より重要である。こういうふうに書いているのです。なぜこういうふうに書

いているか、視察に行ったかといいますと、この担当職員の方が、コンサルタントに頼りがち

なのですけれども、まちにお金がないから自分たちでやろうということで、ダイヤ改正の手法

を学ぶために札幌市交通局に１週間通い詰め、そしてつくったと。内製化する、つまり自分た

ちがつくるということは自分たちで責任とらなければならないのだけれども、そこまで責任を

持ってでもつくりたい、そういうところが結局ふれあいバス、コミュニティバスの事業の成功

につながっているという例をここで書いているわけなのですけれども、白老町において、白老

町も細長いまちですから、どうしてもほかの簡単にできるところと比べたらやっぱり条件が難

しいと思うのです。では、実際にそのようなものをそこまで自分たちで考えてやってみる気が

あるのか、ないのか。実際にバス事業の不便さ、利用者不在の実態がないように今度は本当に

改正していただきたいと思うのですけれども、ここをご答弁願いたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 高橋地域振興課長。 
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〇地域振興課長（高橋裕明君） 当別町の取り組みは、すばらしい取り組みだと考えておりま

す。ただ、白老町においては、特徴ある地形を持ったまちで、当別町はある程度一つの固まり

を持ったまちだと考えていますけれども、その中で現在これまでにやってきた交通体系ではな

かなかうまくいかないという結果が最近出てきておりますので、それを総合的に考えていこう

ということで、豊富な情報と知見を持っているコンサルタントを入れてということで考えてお

りますので、決してコンサルタントだけに頼るのではなくて、我々もいろいろな情報とか現場、

町民の声を聞きながら、新たな交通網ということを検討してまいりたいというふうに考えてお

ります。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） コミュニティバスについてはこれで最後にしたいと思います。 

 町長にお伺いいたします。コミュニティバスは、地域公共交通というのは集落対策、北海道

における集落対策の１項目めに載っかっているのです。そして、実際に各市町村でも一生懸命

頑張ってやっています。ところが、実際には失敗しているところも結構今は多く出ております。

今言いました当別町というのも、まち的には２つの拠点があって、そこが離れているので、そ

の２つのまちというか、地域をつなぐための地域コミュニティバスをつくったということなの

ですけれども、それについて、町長自身は今回も予算もつけていらっしゃいますし、町立病院

から500円出して西のほうの石山地区のほうに送迎するような、そういうような仕組みもつくり

ましたけれども、町長のお考えをコミュニティバスについてお伺いしたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 戸田町長。 

〇町長（戸田安彦君） このコミュニティバスは、先ほどの答弁の中にもありましたとおり、

広い意味では弱者のために欠かすことのできない交通網だと思っております。今までいろんな

議論の中で、ダイヤの改正等々もしてきたのですけれども、結果としては利用率が下がってい

るということでありますので、今までの考えでは成り立たないのかなというふうに思っており

ます。その考えが成り立たないという大きな根源は、やはり財政だと思いますので、ことしち

ょっと補正ではやらせていただきましたが、きちんとした予算を確保した中でやっていく、そ

して今出ている課題に対してどういうふうに対応していくのか。よきことと思って、最初のと

きの改正は１日置きを毎日出してくれと、毎日出したら、今度は毎日出したら時間帯が悪いと

か、やっぱり改正するごとにいろんな課題が出てきておりますので、それも今何年かやって、

いろんな課題が出てきているのも把握しております。それとあわせて、先ほど担当課長話した

ように、実はバスにも乗れなくて、便利で移動販売車のところで買い物するというお客様がふ

えている。北海道でも３番目の売り上げだということを考えると、ニーズも当初の福祉バスを

立てたときより変わってきているのかなと思いますので、これは今年度きちんと課題を精査し

て、来年度にまたつなげていきたいというふうに思っております。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） ２点目の町立病院について伺います。 
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 厚生労働省の患者調査結果によりますと、先ほどいただいた推計では１日当たりの入院患者

が白老町で比率で出すと入院が259人、外来が1,237人、こういうふうに出ております。65歳以

上の方々だと入院が59人、外来が356人、75歳以上だと入院が148人で外来が425人。非常に大き

な数字になっているのかなと思っております。ただ、27年度の白老町立病院での実際の数字は、

決算書をきのうちょっと調べてきましたら、入院が31.5人、外来が123.2人。正直言ってかなり

数字的に低いと思うのですけれども、まだまだ町立病院の入院患者さんをふやせる余地がある

し、実際に入院患者さん、外来患者さんを年齢層別でこういうふうに分析して、そしてそうい

う方々に対応するような病院づくりをしていらっしゃるのかどうなのか、その辺をお伺いしま

す。 

〇議長（山本浩平君） 野宮病院事務長。 

〇病院事務長（野宮淳史君） まず、言われますように患者を入院患者、外来患者数をふやす

という施策が一番大事なのですけれども、その中で病院の経営改善計画の中で、１日平均患者

数30名以上、外来患者数125名以上という目標値を一応掲げてございまして、先ほど議員言われ

ますように、27年度の数字につきましては31.5人と、外来につきましては123.2人ということで、

ほぼ目標値はクリアしているところなのですけれども、今後外来患者、入院患者等をふやすに

は、町広報紙等によります病院の情報発信の拡大だとか、それとかあとは経営改善計画に基づ

きました受け付け時間の延長だとか、あとはインフルエンザ等の予防接種の接種を拡大したと

か、時間を拡大したとか、そういうところがまずございます。それと、全職員によります患者

さんへの迅速、丁寧、親切な声かけだとか挨拶運動の徹底等のホスピタリティーの精神という

のが必要かと、そういうものに努力する中で、病院の変わったというところを見ていただくと

いうのが必要だと考えてございます。そういう中で、だんだん患者数につきましてはふえてき

ている状況ではございますので、今後それを全職員取り組みの中でさらに患者数をふやすとい

うか、そういう努力をしていきたいと考えてございます。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 目標がこういう数字になっているのですけれども、実際に厚生労働省

の患者動向調査によると、この調査結果を見ると町立病院は昨年度は31.5人だから、先ほどの

数字で計算していくと入院は約8.2％、外来が10％、これはすごく少ない数字と思うのです。こ

の辺を改善する。数字として努力目標をきちっとぜひ挙げてほしいなと思います。 

 ２点目のところに行かせていただきます。町立病院での国保加入者の特定健診状況とかとい

うのを聞かせていただいて、非常に町立病院も受診率低いし、白老町民自体も国保の受診率が

非常に低いのです。そして、これは北海道町村議会議員研修会でいただいてくる毎年の資料な

のですけれども、平成26年度国民健康保険料１人当たりの調定額、これ白老町なのですけれど

も、144町村のうちの117番目なのです。非常に安いのです。そして、税収、収納率、これも119位

なのです。非常に収納率も悪い。そして、反対に１人当たりの医療費、療養費ですね、道内順

位表、これで見ますと13位ですか。１人当たり年間42万5,776円、非常に高いのです。白老町は、

簡単に言ってしまうと、安い保険料で、そしてたくさん病院に行ってお金を使っていると、そ



－ 129 － 

して税金というか、保険料も余り払わない、そういう悪循環が繰り返されているとこの調査の

中から読み取れるのです。こういうことをやっていては、本当に平成30年度の統合まで間に合

わないのではないかなとちょっと思っております。 

 そこで、国保の加入者が特定健診をたくさん受診することにより医療費の抑制が図れると思

うのですけれども、道内レベルでの白老町は実際どういう位置にあるのか。また、これは特定

検診すると国から支援があると聞いていますけれども、この辺はどのようになっていますでし

ょうか。 

〇議長（山本浩平君） 畑田町民課長。 

〇町民課長（畑田正明君） 国民健康保険の加入者の特定健診の件でお答えいたします。 

 まず、ここにも書いてありますが、24年と27年、答弁書の中にも書いてございますが、24年

と27年比較しますと率にしても結構上がっているのですが、まず全道的に見ますと全道の受診

率というのが例えば24年度の場合ですと24％が全道平均受診率です。そして、27年度について

はまだ数字がまとまっておりませんので、まだわかりませんが、24年度のときは全道平均で

24％、白老町の受診率でいきますと29.4％ですので、このときは全道の中では101位というよう

な順位になっております。27年度につきましては一応、まだ確定ではありませんが、受診率に

ついては32.2％というふうに押さえております。ですから、24年から比べると大分、８ポイン

トぐらいですか、上がると、上昇したというようなことになろうかと思っております。 

 それで、この受診率が上がった場合、国のほうで努力支援制度といいまして、各保険者受診

率上げるために努力したということで、本当は平成30年度からの広域化と同時にこの努力支援

制度ということを開始する予定でしたが、今般前倒しで28年度から、受診率とか、あと受診後

の保険者の指導率、こういうものを挙げた場合は、一応基準あるのですが、それをクリアした

場合、例えば25年度と26年度というふうな今回の対比になる予定です。25年度より１％受診率

上げた場合には、額はまだわからないのですが、幾らかの努力したということで支援しますよ

と。あと、保険者指導率につきましても、60％かな、以上上げた場合は努力したということを

認めて国のほうから支援しますよという制度が前倒しで今年度28年度から実施される予定で

す。今現在白老町はどの項目に当てはまっているかというと、受診率については25と26比較し

ますとちょっと26のほうが落ちたのです。なので、１％上昇したところに当たるというような

項目には該当しないのですが、保健指導率、これについては国で示している60％をクリアして

いますので、これについては幾らかの助成というか、支援があるというふうに見ております。 

 以上です。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 国保の受診率のことを聞いたのは、町立病院で受診するということは

それだけ患者さんがふえるということなので、最終的には町立病院も利益上がる。そして、国

保のほうもそうやってポイントがもらえる。これはすごく私はいいことだなと思っていますの

で、ぜひ頑張っていただきたいなと思っていたのですけれども、そうしましたら由仁町では総

合健診、夏、秋、冬のひまわり健診、交通手段のない方に送迎サービスを行います。健診率を
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高めましょう、こういうふうにホームページで書いているのです。つまり高齢者の方、先ほど

から話ししている足のない方々、こういう方々に、役場に電話するとお迎えしてくださる。こ

れはすごい。健診率がばがば上がると思うのです。ここまでやるかというくらいなのです。そ

して、もう一つ、由仁町は、平成20年から由仁町立病院は65歳以上の方々でそういう方々、無

料送迎バス行っております。これは、はっきり言って総合健診の無料送迎とか、町立病院の無

料送迎、こういうものは町立病院単独で考える話ではなくて、財政、こちらの行政側が判断す

る問題だと思うのですけれども、こういうことをやっていかなければ、結局は患者さんが白老

町に住めなくなってしまう。そして、諦めて病院の近いところに引っ越していってしまう。そ

したら、白老町から人もいなくなるし、税金も上がってこない、経済も回っていかない、そう

いう悪循環になっていくと思うのですけれども、こういうようなことはなるべくならではなく

て、ぜひとも考えていただきたいなと思うのですけれども、その辺は理事者側のほうどのよう

な判断されますでしょうか、お伺いさせてください。 

〇議長（山本浩平君） 古俣副町長。 

〇副町長（古俣博之君） 健診率を上げるというところの方法論として、今議員のほうから出

されたような一つの方法ということがあることは重々認識しております。うちの中においても、

個人病院で健診受けた部分も含めて、その辺のところの今体制づくりはしっかりしていくよう

なことは、健診率を上げるという部分においては試みとしてはしていっているのです。ただ、

なかなか急激に上がっていかないという部分があるということは、やはりまだまだその周知も

含めて、それから町立病院に全て集めて健診をというふうなことだけではなくて、ほかの医療

機関も含めて健診率を上げることによって今後の病気に対する対応ができていくということ

は、医療費の削減にもつながっていく対応はしていかなければ、まちの今の状況の中ではしっ

かりと進めていかなければならないということは重々押さえた対応をしていくように今後考え

ていきたいと思っております。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 健診率を上げるということは、私はほかの病院と整合性をとる必要は

ないと思っているのです。実際に白老町は、はっきり言って健診率低いのです。さっき全道の

中で101位、こう言っていましたよね。どんどんやらなければいけない。そういう努力をして、

白老町が例えば国民健康保険、そういうようなものを扱っているようなところありますよね、

事業所の方々、例えば商工会とか、それとか漁組さんとか、農協関係の方とか、また漁業関係

ばかりではなくておか回りしている方々とか、高齢者大学だとか、国民健康保険を使っている

人たちのところにいかに行ってＰＲするかということだと思うのです。そして、その人たちが

町立病院に来てもらう、ほかのところにも行ってもらう。申しわけないですけれども、29.4％、

30％って言いましたっけ、先ほど課長、それが倍の60％を超えるというふうになったら、私は

医療費もぐんと下がると思うのです、白老町の。町立病院も、そしてほかの医療機関も、申し

わけないですけれども、そういう難しい患者さんではなくて、本当に健康な患者さんと言った

ら変な言い方ですけれども、そういうようなまちづくりができるのではないかなと私は思うの
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です。健診のことについては、もうちょっと積極的な努力を、病院はもちろんそうなのですけ

れども、健康福祉課、高齢者介護課、またそういうところも含めて、そして町民課、そういう

ところと連携を組んでぜひやっていただきたいと思うのですけれども、それでここの質問をこ

れで終わります。 

〇議長（山本浩平君） 畑田町民課長。 

〇町民課長（畑田正明君） 健診率の向上の関係なのですが、確かに今西田議員おっしゃった

とおり、向上するための一番いい方法といえば未受診者の方の自宅を訪問して勧奨するという

方法が効果があるのかなというふうに私どもも認識しております。現在未受診者にどういう対

策とっているのかといいますと、そんな大きな対策とは言えないかもしれませんけれども、27年

度から対象者40歳以上になりますので、40歳以上５歳刻みで、通常は1,300円かかるところを無

料にしているとか、40歳、45歳、50歳とか、最後70歳までを無料化しているとかというような

ことを昨年度から、今年度もやっているのですが、やり始めております。あと、当然文書でも

受診の勧奨をしておりますし、あるいは電話、文書とか電話での勧奨も現在やっております。 

 その中で、最近データ受領、実際には特定健診のために行くのではなくて、通常通院してい

るときの特定健診の項目を、本人の了解を得てそれを特定健診をしたという形でみなすという

ようなのがデータ受領という形になっているのですけれども、そういうものも今町内の４医療

機関で全て、当然町立でもやっていますけれども、ほかの３医療機関でも実際やっております。

そういうことを含めて、受診率の向上については今後継続していきたいと思っていますし、こ

れは当然町民課だけの問題ではなくて、ご存じのように３連携という形で医療、福祉というよ

うな形にもなってきますので、私どもも年１回ですけれども、３連携の会議も設けて、特定健

診の状況とか、今後の受診率の向上を議論しているところでありますので、今後もその３連携

の枠組みの中で受診率の向上に努めていきたいと思いますので、ご理解願いたいと思います。 

 以上です。 

〇議長（山本浩平君） 下河健康福祉課長。 

〇健康福祉課長（下河勇生君） 特定健診、特定保健指導は健康福祉課のほうが担当しており

ますので、今町民課長がお話ありましたとおり、特定健診受けるのもそうなのですけれども、

そういうデータ受領しながら、保健指導して重症化を防止するのがうちの課と思っております

ので、その体制づくりに努めてまいりたいと思っております。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 次に行かせていただきます。 

 ２番目、子供の健やかな成長を支えるまちづくりについて。子供の健やかな成長を支えると

いうことでＯＥＣＤ、経済協力開発機構が調査している子供の貧困率は、先進国加盟34カ国の

うち16.3％と高い数字を発表されました。そこで、平成26年、子どもの貧困対策推進法が施行

され、同年６月、子どもの貧困対策に関する大綱が策定され、子供の貧困の解決に向けた取り

組みが進められております。北海道の貧困率は、47都道府県中、下から５番目です。また、平

成26年度の全道の平均所得は275万9,000円ですが、白老町は233万6,000円で、42万3,000円少な
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くなっております。また、このようなことから、子供の貧困、そしてそれから虐待、ＤＶ、い

じめまで連鎖が続くのではないかと思っております。このような課題認識と対策についてお伺

いしたいと思います。 

 ①、生活保護受給者世帯数と人数、生活困窮者世帯数と人数について。また、そのうち高校

生以下の子供がいる生活保護受給者世帯数と人数、生活困窮者世帯数と人数について。 

 ②、過去10年間の就学援助と児童扶養手当受給者の推移について。 

 ③、子供の貧困率をＯＥＣＤの算出基準に基づき算出した場合の白老町の数値について。 

 ④、生活困窮者の背景と実情をどう捉え、どのような観点から対応し、どのように解決する

のか、まちの考え方について。 

 ⑤、児童虐待の背景と実情、対応策と課題について。 

 ⑥、室蘭児童相談所と対応した案件の実情と課題について。 

 ⑦、ＤＶの実情、防止策と課題について。 

 ⑧、白老町の小中学校におけるいじめに関する校内調査について。 

 ⑨、スクールソーシャルワーカーの配置状況と年間の対応件数、人数についてお伺いいたし

ます。 

〇議長（山本浩平君） 戸田町長。 

          〔町長 戸田安彦君登壇〕 

〇町長（戸田安彦君） 子供の貧困、虐待、ＤＶ、いじめについてのご質問であります。 

 １項目めの生活保護受給者及び生活困窮者の世帯数と人数についてであります。平成28年７

月現在の速報値では、本町の生活保護受給世帯数は353世帯で、被保護人員は469人であります。

そのうち高校生以下の子供がいる世帯は28世帯、49人となっております。なお、生活困窮者世

帯については、特定の世帯ごとの所得状況の把握は困難であるため、世帯数及び人員の把握は

しておりません。 

 ２項目めの過去10年間の就学援助と児童扶養手当受給者の推移についてであります。就学援

助者については、18年度で小学生194人、中学生117人、合計311人、認定率19.9％、27年度では

小学生164人、中学生106人、合計270人、認定率は26.6％となっております。児童扶養手当受給

者の推移につきましては、10年前の18年度では受給者数が221人で、その後23年度までは増加傾

向にあり、23年度は過去10年間で最高の260人に達しましたが、24年度以降減少傾向となり、27年

度においては215人という状況であります。 

 ３項目めのＯＥＣＤの基準に基づく白老町の現状についてであります。子供の貧困率につき

ましては、厚生労働省が実施している国民生活基礎調査結果をもとに、その統計数値を活用し、

ＯＥＣＤ作成基準に基づき算出されているものであります。世帯ごとの所得や人員等など貧困

率を算出するために必要な情報の把握が容易ではないため、本町における貧困率は算出してお

りません。 

 ４項目めの生活困窮者の背景と実情、対応と解決策についてであります。本町においては貧

困率を算定しておりませんので、保育料算定区分の非課税世帯及び就学援助に係る要保護、準

要保護世帯に属する子を生活困窮世帯の子と捉えると、保育園の入園者296人のうち、非課税世
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帯以下が59人で18.0％、そのうちひとり親家庭が38人で73.0％、要保護、準要保護児童生徒数

の認定割合は270人で26.6％と経済的に厳しい家庭が多い状況にあります。子供の貧困に対する

支援としては、所得に応じた保育料の軽減実施、ひとり親家庭への経済的支援などさまざまな

支援はしておりますが、制度の活用がされるよう周知を徹底していくことが必要です。子供の

将来が生まれ育った環境によって左右されることなく、また貧困が世代を超えて連鎖すること

のないよう、成長段階に応じた切れ目のない子供の生育環境や保育、教育などの支援を今後も

図ってまいります。 

 ５項目めの児童虐待の背景と実情、対応策と課題についてであります。本町における27年度

の児童相談対象数は、身体的が３世帯３人、ネグレクトが10世帯25人、心理的が５世帯６人の

合計18世帯34人となっており、近隣市町村との比較においては決して少ない数ではない傾向に

あります。児童虐待が起こる背景には、家庭の養育環境や子供の心身の発達状況、親の心身の

状況などさまざまな要因が複雑に絡んでいると考えられます。また、対応策としましては、発

生予防、早期発見、早期対応、保護、支援のいずれも重要でありますが、子供を養育すること

に困難さを感じている家庭や虐待のおそれがある家庭などを早期に発見し、支援をしていくこ

とが重要であり、子育て支援室を中心に関係機関と連携を図りながら未然防止に努めてまいり

ます。 

 ６項目めの室蘭児童相談所と対応した案件についてであります。27年度においては、ネグレ

クト傾向から身体的虐待に発展し、児童相談所との連携による対応が必要となるケースがあり

ました。養育者はひとり親や親族の支援が得られていないなどの傾向にあり、関係機関が連携

して支援体制をとっておりますが、このように支援が必要とされる家庭が支援を受け入れない

で孤立化することを防ぐため、今後どのようにアプローチをしていき、寄り添いながら支援し

ていけるのかが課題であると認識しております。 

 ７項目めのＤＶの実情、防止策と課題についてであります。ＤＶの実情ですが、相談件数は

24年度で２件、25年度が１件、26年度が４件、27年度はゼロ件となっており、相談者は全て女

性で、家族構成は子供がいる世帯が３世帯、夫婦のみが４世帯となっております。防止策とし

ては、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律に定められているとおり、配

偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することであると考えてお

ります。課題につきましては、ＤＶを受けている被害者の状況を的確に把握し、それぞれの被

害者に合った対応をするため、今後とも北海道などの関係機関との連携を強化していく必要が

あります。 

 ８項目めの小中学校におけるいじめに関する校内調査についてであります。町内の小中学校

においては、白老町いじめ防止基本方針及び各校のいじめ防止基本方針に基づき、毎年５月と

11月の２回、全町的にいじめ調査を行い、子供たちの悩みや人間関係を把握し、いじめゼロの

学校づくりに取り組んでおります。また、これ以外にも実情に応じて複数回実施している学校

もあります。 

 ９項目めのスクールソーシャルワーカーの配置状況と対応件数、人数についてであります。

本町では、20年度から国の活用事業としてスクールソーシャルワーカー１名を教育委員会に配
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置し、いじめや不登校等の問題行動への対応に当たっています。27年度の対応件数、人数につ

きましては、不登校児童生徒への対応を中心に、小学生２名、中学生６名、計８名の児童生徒

へ対応するため、家庭訪問140回、関係機関とのケース会議を６回開催しております。 

〇議長（山本浩平君） ここで一旦暫時休憩をいたします。 

          休憩 午後 ２時０６分 

                                         

          再開 午後 ２時１５分 

〇議長（山本浩平君） それでは、休憩を閉じて会議を再開いたします。 

 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 子供の健やかな成長を支えるまちづくりについて、まず貧困について

１から４までまとめてお伺いします。 

 東京都足立区は、小学校１年生の全世帯に協力を求めて貧困の実態調査を行い、その結果を

報告しています。調査対象者は69校、5,355人、保護者の所得、学歴、公共料金の支払い状況、

虫歯の有無など、子供の健康状態や食生活など詳しく調べ、国立育成医療研究センターに分析

を依頼し、フィードバックし、課題を明確化し、早急に反映するようにしました。自治体が個

人のプライバシーにまで踏み込んだ検査を行うのは非常に珍しいと思いますけれども、子供の

貧困を見える化にした取り組みについてさまざまなところで評価されております。白老町では

これをどのようにお考えでしょうか、まずそこをお伺いいたします。 

〇議長（山本浩平君） 下河健康福祉課長。 

〇健康福祉課長（下河勇生君） 生活困窮ということで全体的なお話かと思います。先ほど町

長のほうよりご答弁させていただきましたが、現況におきましては課税状況というのが個人ご

とということで、そこを世帯ごとにするためには労力がかかるということで、現状は行ってい

ないという状況でございます。その中で、今議員がおっしゃられた取り組み、そこをどういう

ことかということになろうかと思いますけれども、現段階では健康福祉課のほうで生活、就労

といいますか、そういうところを担っているものなのですけれども、その部分に関しましては

今の段階では取り組むという考えではないということをまずお話しさせていただきたいと思い

ます。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） それでは、取り組まないということで、それはそれで結構だと思いま

す。それはそちらの方針でしょうから、そこで今議論するつもりはないのですけれども、苫小

牧市がことし６月議会で子供の貧困率が最大で24.1％、対策に力を入れるというふうに報道さ

れています。全国平均的世帯の所得の半分、貧困ラインと言われている方々、未婚の家庭で暮

らす子供の割合、これは苫小牧市では算出しましたけれども、白老町では先ほどの答弁では必

要な情報の把握が容易でないため本町における貧困率は算出しておりませんとなっております

けれども、必要な情報の把握が容易でないというのはどういう意味でしょうか。 
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〇議長（山本浩平君） 下河健康福祉課長。 

〇健康福祉課長（下河勇生君） 先ほどもちょっとお話しさせていただいたのですけれども、

今現状としてデータを持っているのは個人の課税情報というところですので、ここを世帯ごと

に集約するためには労力と時間がかかるということで、現在においてはそこは数字的に把握し

ていないという状況で答弁になっています。 

          〔「時間がかかる」と呼ぶ者あり〕 

〇健康福祉課長（下河勇生君） そうです。時間と労力がかかるということで、現在は押さえ

ていないという状況です。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 私は、時間がかかるから押さえていないという考え方ではないと思う

のです。そこは所得なので、税務課のほうの協力を得られれば、当然ほかの市町村も全てこう

いうものを計算するときにはそこの自治体の税務課と連携し、情報を共有してこういう実態と

いうものをちゃんと調べていると思うのです。これは、担当課の健康福祉課もそうですけれど

も、税務課のほうではそういうことはできないのでしょうか、その辺をお伺いしてみたいと思

います。 

〇議長（山本浩平君） 渡邊子育て支援室長。 

〇健康福祉課子育て支援室長（渡邊博子君） なかなか子供の貧困率を出すのは、今健康福祉

課長も申し上げましたとおり世帯ごとの所得を調べたりとか、人数を調べたりとかということ

で時間を要する作業でございます。そこら辺につきましては、今後税務課とも相談しながら、

本当に出せないものかどうかというのは検討していきたいと思います。また、道で今後子供の

家庭環境調査を実施するということが報道されております。道の調査の結果も踏まえながらで

すが、今後本町における貧困の状況を把握してまいりたいとは考えております。 

 以上です。 

〇議長（山本浩平君） 久保税務課長。 

〇税務課長（久保雅計君） 世帯の中での課税状況につきましては、先ほど健康福祉課長が申

し上げたとおり、世帯の状況を把握するのに、世帯数九千数百世帯ございまして、そのうち子

供のいらっしゃる家庭をまたピックアップして抽出するということでございますので、先ほど

申し上げたように時間がかかることは間違いないです。ただ、協力を求められれば、税務課と

してはできる範囲で協力のほうをデータの提供を含めさせていただきたいと思います。ただ、

個人情報の問題もございますので、その辺しっかりと内部で確認しながらということになりま

すが、そのようなことでございます。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） ぜひ協力してやっていただきたいなと思います。これは、白老町の貧

困率が一体どうなっているのかということばかりではなくて、お一人お一人のお子さんたち、

子供たちの生活の実態というものをきちっと把握するということがこれを調査することによっ
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てできるのではないかなと思います。先ほども言いましたけれども、ことし零歳児の子供66人

です。本当にそんなにたくさんいるわけではないのです。15歳未満の子供全部で1,440名ほどで

すから、本当に調べようと思ったら、大きなまちと違って小さなまちなので、調べることは可

能だと思いますので、ぜひ調べて、一人一人の子供たちの貧困というものがどういうふうな状

況になっているのか、ぜひそういうものを情報を共有し、その子たちの貧困を解消するべくい

ろいろやっていただければと思って、まずお願いしたいと思います。 

 次に、ことし２月、政府が子供の貧困解消に新たな交付金として報道された創設したものが

ありました。地域子どもの未来応援交付金、住民や学校などを通じて支援のニーズを調査し、

支援計画をつくった上で地域とのネットワークをつくることが交付の条件となっております。

補助は事業の２分の１、上限は400万円、計画策定費用に４分の３で上限は225万円、ネットワ

ークづくりの費用が２分の１、上限が150万円、合計最大で775万円の補助がいただけるという、

こういう事業なのですけれども、これの手を白老町では挙げているのでしょうか。これたしか

平成27年度の補正だと思いますけれども、どうでしょうか。 

〇議長（山本浩平君） 渡邊子育て支援室長。 

〇健康福祉課子育て支援室長（渡邊博子君） その交付金につきましては、特に白老町で手を

挙げているということは今のところございません。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 次に、政府のほうでは経済的に厳しいひとり親家庭、たくさんの子供

いる世帯など、自立支援策及び児童虐待防止対策の施策の方向性を取りまとめ、年末をめどに

財源確保も含めた政策パッケージを策定する予定でおります。白老町は、その準備はできてお

りますでしょうか。 

〇議長（山本浩平君） 渡邊子育て支援室長。 

〇健康福祉課子育て支援室長（渡邊博子君） まず、子供の貧困対策については、現状把握す

ることがまず一番大事なことだと思っております。まだ現状把握というのは正確にはされてい

ないところがございますので、まずその現状把握を行った上で、どういう支援が必要なのかと

いうことを検討した上でそういう取り組みを進めていきたいと思っております。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） そのとおりだと思います。先ほど質問しましたように、子供の貧困率

というものを各課と連携してその実態をつかんで初めて計画とかいろいろなものができるもの

だと思っておりますので、北海道でつくっている北海道子どもの貧困対策推進計画、これ27年

から31年までの中でどのようなことをやるか、これ市町村と北海道と国と協力体制を持ってつ

くってやっていくと、そうした実効性を国は非常に求めていますので、ぜひ早急に実態調査を

して計画をつくっていただきたいなと思います。 

 その上で、昨日も議論がされました。吉田議員の質問の中でありましたけれども、経済的に

厳しい人たちに食品ロスを活用したフードバンクや地域の子供食堂、こういうものが議論され
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ました。生活環境課長は、福祉サイドと連携、協力しながら今後研究したいと前向きな答弁を

されておりましたけれども、私はすぐにでもできる有効な施策だと思っております。地域の子

どもの未来応援交付金の対象にもなり得る事業計画だと思いますけれども、健康福祉課、高齢

者介護課、子育て支援室ではどのようにお考えなのか。まず、地域子供食堂といいますけれど

も、実際に子供ばかりが食べるわけではないのです。福祉、高齢の方とか障がい持っている方々、

今実際に白老町でやっている、はぁもにぃさんでやっている月１回の地域食堂、ああいうもの

を活用して子供の食堂とか、それから昨日も話が出ましたけれども、企業の方々と連携して、

ＣＳＲというのですか、そういうものを活用して環境問題としてそういうものを扱っていく、

これは白老のまちの中でもできる対策だなと思うのですけれども、この辺についてのお考えを

伺いたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 渡邊子育て支援室長。 

〇健康福祉課子育て支援室長（渡邊博子君） 子供の貧困の問題を含めまして、生活困窮者の

食の確保の問題だと思いますけれども、ことしになりまして子供食堂やフードバンクの取り組

みが全国的に広がっているのは認識しております。道内においても、生活支援に取り組むＮＰ

Ｏ法人などが実際に事業を実施しております。まずは、先ほども申しました本当に今白老では

何が必要になっているのか、そのような検証をした中で、必要に応じて支援を関係課、また関

係団体とも連携して実施するかどうか検討していきたいとは思っております。 

〇議長（山本浩平君） 下河健康福祉課長。 

〇健康福祉課長（下河勇生君） 生活困窮者対策としてのフードバンクかと思います。昨日生

活環境課長のほうから答弁ありました。受け取る側、企業、行政ということで、食品ロスの観

点から必要かという答弁だったと思います。生活困窮の立場としましては、現在例えば道のほ

うの事業であるのですけれども、生活相談受けた場合に緊急に要する場合ではフードバンクを

使った中で食品を提供するような形になっておりますので、それはそれとして、今子育て支援

室長が言いましたその分は研究課題として考えていきたいと考えております。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 次に、児童の虐待について伺います。要保護児童対策地域協議会を市

町村のネットワークとして位置づけ、全市町村への設置と積極的、効果的な活用を期待してい

るとされていますけれども、白老町の協議会の関係者とはどのような会議を年間どの程度開催

されていますか。また、法務省の人権擁護委員の方々の役割はどのようなものがあるでしょう

か。 

〇議長（山本浩平君） 渡邊子育て支援室長。 

〇健康福祉課子育て支援室長（渡邊博子君） 要保護児童への適切な保護を行うために、白老

町でも要保護児童対策地域協議会というものを設置しております。構成メンバーとしましては、

児童相談所や保健、医療関係、あと教育関係、警察、法務局や人権擁護委員の方がなっており

ます。その中で人権擁護委員につきましては、例えば今家庭や学校で困っているときに出す子

どもの人権ＳＯＳミニレターとか、専用の相談電話なんかを設置して、直接虐待を受けた子供
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たちが相談できる機関の一つとして機能しております。その機能もいろいろ活用しまして、関

係機関とも連携しまして今後も児童虐待には対応してまいりたいと思っております。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） この協議会の年間どのような回数というのがちょっとなかったのです

けれども。 

〇議長（山本浩平君） 渡邊子育て支援室長。 

〇健康福祉課子育て支援室長（渡邊博子君） 申しわけございません。 

 要保護児童対策地域協議会ですが、代表者会議としまして年１回開いております。また、必

要に応じてケース会議というものを随時行っております。 

 以上でございます。 

          〔「年間どのぐらい」と呼ぶ者あり〕 

〇健康福祉課子育て支援室長（渡邊博子君） 代表者会議は年間１回、ケース会議はその都度

必要に応じてということです。それで、昨年度の実績でいいますと15回行っております。 

 以上です。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 児童虐待についての保護者支援プログラムには、コモンセンスペアレ

ンティング、またはペアレントトレーニングと、何か口の回らないこういうのが非常に有効的

だというふうにされているのですけれども、ただ、この専門的な指導員が日本の国ではまだ少

ないし、北海道でもなかなか、大きな町村に行ったら結構いらっしゃるけれども、そうでもな

いと。ただ、白老にはたまたまお助けネットの子育て講座とかしてくださる、そういうすばら

しい人材がいらっしゃるのですけれども、コモンセンスペアレンティングとか、また子育て講

座とか、こういうものはどういうふうに活用されていらっしゃるのか、もし具体的な例があっ

たらお伺いしたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 渡邊子育て支援室長。 

〇健康福祉課子育て支援室長（渡邊博子君） コモンセンスペアレンティングにつきましては、

まだ具体的な取り組みというのはされていないかと思います。子育て講座につきましては、年

２回、子育て講座というものは実施しております。そのほかに、例えば就学時の知能検査の日

に保護者を集めて家庭教育講話を行ったりとか、あとはその都度要請があれば家庭教育支援チ

ームのメンバーが出向いて講座を行ったりとかということをしております。 

 以上です。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 児童の虐待についてはこれで終わりたいと思います。私は、町長、白

老町は数的にはそんなに少ないと言えないと思っております。子育て講座とか予防対策のため

のこういう勉強会、もうちょっと回数をふやしていただいて、一度だめになってしまった親子
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関係を修復していくための勉強も必要ですし、その前の予防策ということに対してももう少し

力入れていただくと、今度学校に行ってからというのですか、就学してから子供たちが落ちつ

いて暮らしていける。それが結局学力の向上にもつながっていくしと私は思っているのですけ

れども、その辺をぜひお願いしたいなと思いますけれども、いかがでしょうか。 

〇議長（山本浩平君） 古俣副町長。 

〇副町長（古俣博之君） 本町における今さまざまな貧困の関係だとか、それから虐待の関係

だとか、そういうふうな実態の中では、決して楽観視できない部分というのは多分にある状況

だというふうには認識をしております。そういう中で、ではその対策が薄いのかということか

らいえば、決してその点から見て私はそんなに手だてが、対策がおくれているだとか、それか

ら足りないだとかというふうなことはないだろうというふうに認識しています。それが十分か、

十分でないかというふうな捉え方はあるかと思いますけれども、子育て支援の部分については

さまざまな面でのメンテナンスというか、対応はしてきているのではないかというふうに押さ

えています。そういう中にあって、さらに最初に言ったように子育て環境をもっともっとしっ

かりとつくり出していかなければならない。これは、今後の人口減の対策も含めて十分そこに

かかわってくるわけですから、それはしっかりやっていかなければならない。そのために、今

議員のほうからご提案をいただいたような子育て講座含めて、親力というか、子育て力、また

親だけではなくて子供自身がみずから育っていく、その子供力というものも十分育てていかな

ければならない。そういう対応は各段階ごと、各機関、そういうものを利用しながら十分対応

は図っていきたいと思っております。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 副町長、力強い答弁ありがとうございます。ぜひ期待しておりますの

で、お願いいたします。 

 次に、ＤＶの実情について伺います。配偶者からの暴力は、それを見て育った子供にも影響

を与えると言われております。教育現場ではそれをどのように対処されていらっしゃるのか。 

 ２点目に、苫小牧において来年度日本女性会議が開催され、苫小牧市男女平等参画基本計画

の第３次計画策定に配偶者からの暴力防止を織り込む予定になっております。白老町としては、

この日本女性会議開催されるに当たってどのように白老町として対応されるのか、どのような

お考えを持っているのか。 

 この２点をお伺いします。 

〇議長（山本浩平君） 岩本学校教育課長。 

〇学校教育課長（岩本寿彦君） 配偶者のＤＶでの教育現場での対応といいますか、そちらの

ほうでございますが、配偶者のＤＶというよりは、むしろデートＤＶということで、毎年中学

校２年生を対象に性に関する講演会といったものを実施しております。その中で、性に関する

講話ということなのですけれども、その中で一部デートＤＶといったものについては話として

触れていただいて、生徒のほうに講演をいただいているというような状況でございます。 

〇議長（山本浩平君） 安藤教育長。 



－ 140 － 

〇教育長（安藤尚志君） ＤＶという概念自体は、保護者が配偶者にという保護者同士の間の

ことになろうかなというふうに思います。今特に子供とのかかわりでいえば、親が保護者同士

で父親が母親に暴力を振るうという、その現場に子供が立ち会うことでさまざまな精神的な傷

を負う、そういうのは虐待の部分で心理的な虐待というようなくくりの中で学校では押さえて

おりますし、また親が直接子供に暴力を振るうというような場面においては、ＤＶではなくて、

これは身体的虐待というようなくくりで捉えておりますので、直接的に学校においてＤＶにか

かわって子供がどうだ、こうだということではございません。間接的に受ける影響、あるいは

身体的な部分については先ほど申し上げたようにＤＶというくくりではなくて身体的虐待とい

う押さえてございます。 

 以上です。 

〇議長（山本浩平君） 山本生活環境課長。 

〇生活環境課長（山本康正君） 苫小牧市で開催されます日本女性会議の関係でございます。

これにつきましては、当然ながら日本全国から男女共同参画の件で苫小牧市に集まるというこ

とで、隣町ということで、いろんな部分で会議等も開かれて、うちもそれについての会議につ

いて参加しているところもございます。それで、今後具体的に日程が詰まってきたら、協力で

きるところについては隣町ということもありますので、協力もしていきたいというふうに考え

てございます。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 日本女性会議についてなのですけれども、すぐ隣ですから、町民の方々

も関心を持っていただくように私はするべきだなと思うのです。今何だかんだ言っても、一億

総活躍だとか女性が輝くとかって、テレビでは聞くのですけれども、実際に自分たちが肌で感

じるということは少ない。こういう機会に町民の方々も触れ合って、意識啓蒙を図っていただ

ければありがたいなと思いますので、ぜひ町民にもＰＲしてそういう意識啓蒙に頑張っていた

だければと思います。 

 最後になりますけれども、いじめについて伺います。いじめの調査は具体的にされていると

思うのですけれども、小学校、中学校、地域ごと、もし特徴とか傾向とかあれば、それをお伺

いしたいと思います。 

 ２点目、スクールソーシャルワーカーのことなのですけれども、スクールソーシャルワーカ

ー、先ほど聞きましたら１名を教育委員会に配置と書いているのですけれども、27年度は不登

校児、小学生２名に中学生６名、８名に対して児童生徒への対応に家庭訪問が140回、関係機関

とのケース会議を６回、こういうふうに書いております。しかしながら、平成27年度の予算で

は29万9,640円、これ１日５時間、59日、295時間、これは決算書に書いてあった数字なのです

けれども、これが計算されていないです。そして、140回の家庭訪問と６回のケース会議をしま

すと１回に約２時間程度、そうなってくると報告書の作成とか考えるとスクールソーシャルワ

ーカーの方が本当にこれで十分なのかどうなのか、非常に私は疑問を感じるのですけれども、

これについてはもっときちっとスクールソーシャルワーカーの方を配置する必要があるのでは
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ないかと私は思います。これは最後になりますので、学校の先生方がいじめの問題とか、今ま

で出てきた問題全部ありますよね、貧困から始まって、虐待、家庭の問題、そういうもの全部

含めて先生方が本当に忙しい中でコミュニティ・スクールも来年度から始まる、そして学校を

プラットホーム化すると、そういう中で実際にスクールソーシャルワーカーの方にしっかり仕

事していただいて、学校の先生は学校の先生できちっと子供たちの教育に力を注いでいただき

たい、私はそう思うのですけれども、ここにスクールソーシャルワーカーの方もうちょっと予

算をつけて、来年度の予算ですけれども、町長、ぜひふやして先生方がしっかり子供たちに教

育をできる環境づくりをしていただきたいと思います。 

 私の最後の質問とさせていただきます。 

〇議長（山本浩平君） 岩本学校教育課長。 

〇学校教育課長（岩本寿彦君） まず、いじめの状況についてでございます。昨年度平成27年

度のいじめの認知件数といたしましては、まず小学校で13件、中学校で10件、合計23件という

ふうに認知してございます。それで、傾向といたしましては、まず小学校のほうではやはり仲

間外れ、それと友達から無視をされたというようなことで、また中学校のほうではネット等に

よる悪口などの書き込みといったものでのいじめというような傾向がございます。 

 それと、スクールソーシャルワーカーの件でございますが、確かに家庭訪問140回ということ

でございますが、こちらにつきましては基本的に週２回勤務をいただいております。それと、

家庭訪問140回の中には、実は課題のある家庭のほうに訪問するということで事前に連絡をして

から家庭のほうに訪問するのですけれども、行ったら誰も不在だったというものも件数として

数えておりますので、140回ということでちょっと件数が多くなってございます。こちらのほう

につきましては、集計の仕方というものはちょっと見直しをかけているというような状況でご

ざいますが、実態としてはそういう状況でございます。 

 以上です。 

          〔「１回は１回だと思います」と呼ぶ者あり〕 

〇議長（山本浩平君） 古俣副町長。 

〇副町長（古俣博之君） スクールソーシャルワーカー、ＳＳＷというふうなことで言うので

すけれども、今課長のほうから学校での実態というか、教育委員会の中における実態について

は話されました。今実際的にいじめそのものの対応をＳＳＷがしていくかということよりも、

その家庭が持っている困り感というか、そういうものをどうするかというふうなあたりでの対

応が主たるものなのです。ですから、そういう意味では、ここにその対象の人数が出ています

けれども、対象の人数はある程度限られてくる人数でありますので、十分その中での対応は、

確かにもっと人がいればもっともっと違った意味での対応の仕方があるのだろうと思うのです

けれども、それが満足いかないような対応になっているかというと、そういうふうなことでは

ないというふうに見ております。ですから、今国からの補助をもらいながらやっている一つの

事業というふうなことなのですけれども、十分関係機関との連携を図っていく、地域の民生委

員児童委員との対応も含め、それからもちろん学校との対応も含めてなのですけれども、そう

いう連携を図っていくことによって子供たちとの関係、それから家庭との関係の改善というふ
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うなことは図られていくというふうに、今まで見てきてそういうふうに思っております。です

から、今急にこれにプラスアルファ、もう一人だとか、もう二人だとかというふうなことは今

の段階ではちょっと待ってもらってもいいのではないかなというふうな認識でおります。 

〇議長（山本浩平君） 11番、西田祐子議員。 

          〔11番 西田祐子君登壇〕 

〇11番（西田祐子君） 私はもうちょっとふやしてほしいなと思った理由の一つに、先ほど言

いましたけれども、行ったらいなかったと、そういう部分って多分そういう人だから問題が生

じるのだろうと思うのです。それが結局ソーシャルワーカーの人たちにとってももうちょっと

時間を、ゆっくり話を聞いてやれる、帰ってくるまで待ってあげられる、そういう時間もあっ

てもいいのではないかなと思ったので、私はもうちょっとと、そういう意味です。ですから、

そのソーシャルワーカーの方が忙しくてできないとか、そんなのではなくて、相手がそうなの

で、それを待ってあげられる、寄り添ってあげられる。甘やかしてはいけないのかもしれない

けれども、でもそういうようなものがあってほしいなと思ったので、そういうふうに言わせて

いただきました。 

 以上でございます。 

 では、終わります。 

〇議長（山本浩平君） 回答はよろしいですね。 

〇11番（西田祐子君） はい、結構です。 

〇議長（山本浩平君） 以上をもちまして11番、西田祐子議員の一般質問を終了いたします。 

 引き続き、一般質問を続行いたしたいと思います。 

                                         

          ◇ 本 間 広 朗 君 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員、登壇願います。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 10番、本間です。地域振興について６項目、町長に伺います。 

 １つ目、農林水産業の振興について。 

①、農林水産業の担い手の現状について。 

②、新規就農者と町内農地の現状について。 

③、マツカワ、ウニ、ナマコ等の栽培漁業による漁獲量及び漁獲高の推移と今後の展望につ

いて。 

 ２つ目、６次産業化への新規参入と特産品開発の現状について。 

 ３つ目、しらおいブランド認定制度の進捗状況について。 

 ４つ目、町内ホテル、旅館等の閉鎖、休業の状況と今後の見通しについて。 

 ５つ目、商店街の活性化が課題になっているが、活性化に向けた方策について。 

 ６つ目、道の駅構想の進捗状況について伺います。 

〇議長（山本浩平君） 戸田町長。 

          〔町長 戸田安彦君登壇〕 
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〇町長（戸田安彦君） 地域振興についてのご質問であります。 

 １項目めの農林水産業の振興についてであります。 

 １点目の農林水産業の担い手の現状についてですが、農業分野ではとまこまい広域農業協同

組合の取りまとめで申し上げますと、後継者がいる農家は約３割となっており、水産分野では

いぶり中央漁業協同組合の組合員総数から青年部員数の比率で申し上げますと漁家は約２割と

なっている状況であり、各分野の実態として担い手対策が必要と捉えております。なお、林業

分野においては、正確な数値等の把握ができておりません。 

 ２点目の新規就農者と町内農地の現状についてですが、新規就農者は平成23年度より畑作で

４名、畜産では24年度より１名となっており、町内農地の現状ではこれまで畜産業が中心であ

り、ほとんどの農地が採草放牧地であります。近年畑作農業が進出し、本町では新たな取り組

みが展開されたことから、今後の離農者が発生するなどの対策において有効な手段として捉え

ております。 

 ３点目の栽培漁業による漁獲量及び漁獲高の推移と今後の展望についてですが、マツカワは

18年度から放流事業を実施しており、順調に回復して27年度では約13トンの漁獲量を記録した

ところであります。ウニ及びナマコなどの潜水漁につきましては、スケソウ漁やホッキ漁など

の合間に行うことから漁獲量に差が生じ、ウニにつきましては過去５年間で約５トンから９ト

ンの範囲で推移し、ナマコは約１トンから2.7トンの範囲で推移しており、今後も関係機関と協

議しながら継続して取り組んでまいります。 

 ２項目めの６次産業化への新規参入と特産品開発の現状についてであります。昨年度の実績

として、国の交付金を活用した青年畜産農家創業支援事業で若手農業者が主体となり会社法人

を設立し、東川町などの道内自治体や専門機関と連携し、白老牛を活用した特産品開発に取り

組んでおり、ハンバーグやホルモンなどが商品化されたところであります。今後も白老牛など

の農産物や水産資源を活用した特産品開発については町内生産者や販売加工業者等で取り組ま

れていることから、町として可能な支援を検討してまいります。 

 ３項目めのしらおいブランド認定制度の進捗状況についてであります。現在制度構築に向け

て専門家のアドバイスをいただくため、委託業務の発注準備を進めております。今後は、関係

団体等の意見をいただきながら、地場産品のブランド力強化と消費拡大が図られる制度となる

よう取り組んでまいります。 

 ４項目めの町内のホテル、旅館等の閉鎖の状況と今後の見通しについてであります。近年閉

鎖した主要なホテルとしましては、虎杖浜、竹浦地区に２件、白老地区１件と捉えております。

再開などに向けた今後の見通しにつきましては３件とも未定でありますが、引き続き関係者か

らの情報収集等に努めてまいりたいと考えております。 

 ５項目めの商店街の活性化が課題になっているが、活性化に向けた方策についてであります。

大町商店街を初め、全町的に閉店、廃業する商店がふえており、その要因としては店主の高齢

化、後継者不足、景気の低迷などと捉えております。そのため、町内の消費喚起を図るプレミ

アムつき商品券発行事業や昨年度から空き店舗活用・創業支援事業を実施したところでありま

す。 
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 ６項目めの道の駅についてであります。進捗状況としましては、民間関係団体において道の

駅の設置に関する開設検討準備会を設け、町への提案に向けてアンケート調査や勉強会を実施

し、今月中に準備会としての提案書をまとめたいとの意向を伺っております。このことから、

この提案書の内容を踏まえた中で、地域産業の振興の観点からその必要性や設置の可能性、実

効性について検討したいと考えております。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 本間です。農業、林業もそうなのですが、水産業の振興を進めること

により経営の安定化、収入の増、事業の拡大、そして従事する方がふえることにより地域の活

性化と人口減少に歯どめをかけることにつながる大切な産業でもあると思います。１次産業は

まちの基幹産業だということは言うまでもありませんが、担い手不足により１次産業が衰退す

ることはあってはならないと思います。そこで、担い手を安定的に確保しなければならないと

思いますが、農業、水産共通の課題は何か。農業と漁業の違いはあるのか。今後担い手、当然

高齢化、人口減少、経営悪化も考えられると思いますが、担い手の確保は今後難しくなると思

いますが、まちの認識と担い手確保の方策、わかればお願いします。 

〇議長（山本浩平君） 本間農林水産課長。 

〇農林水産課長（本間 力君） 担い手対策の全般ということでございます。まず、共通の課

題という捉えでいきますと、まずは人口減少から後継者がいないというような共通な課題では

あるのですが、それぞれの農業、水産業の上ではいろんな角度で取り組むべき対策というもの

は違うかなと。当然それぞれの関係機関の中、強いて言いますと漁業でいけば漁組さん、それ

から農業でいけば農協さん、それぞれ広域化もしておりますし、白老町、虎杖浜地区、または

農業に関しましては白老エリアの中、または胆振管内というような取り組みもありますので、

いろんな角度で実態把握も努めてやっていかなければいけないと思います。 

 今時点で取り組んでいる状況のお話しすれば、まずは１つには地域おこし協力隊という取り

組みが１つ言えるのかなと思います。ただ、まだことし始めたばかりの畑作でございますし、

昨日の質問の中にもございましたが、もっともっと１次産業分野でこの３年という期間の中で

そういった起業、または仕事に従事できるかどうかという見きわめを含めて取り組むべきとい

うふうには思っております。また、この担い手という部分でいけば、胆振管内、農業でいきま

すと広域農業の中で農業振興対策会議というものを設置しております。各自治体でも担い手と

いう部分ではそれぞれの事情を持った中で問題意識されていますが、その自治体ごとでの諸事

情もございますので、ことしも重点項目として取り組んでおります。ただ、どういうふうにこ

れから持っていくかというのはまだまだまとまって一堂に会してということはないのですが、

例えばそういった担い手フェアというものが首都圏で開催されているものがあります。そうい

うところに出れるかどうか、出る意識もあれば、またそこはまだまだいろいろと予算もかかり

ますのでというところもありまして、実現はまだまだ遠いかもしれませんが、そういったとこ

ろだとか、あとは大きくは本町の今取り組みでいきます酪農学園大学の研修の受け入れを行っ

ております。大きいところでは、北海道の農業従事者をもっともっと育てるという意味で、そ
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れが１つには地元にリターンするような、白老町に定着するような期待は持てるかなと思って

います。これは、実現する上では非常に時間もかかるところなのですが、１つには即効性ある

もの、または時間かけて取り組むべきものという捉えで今後とも検討してまいりたいと考えて

おります。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 本間です。切れない担い手、持続可能な担い手を進めるというか、ぜ

ひ取り組んでいただきたいと思います。 

 ちょっと町長の答弁で気になったところがあるのですが、林業分野、これ何か正確な数値押

さえていないというような答弁がありましたが、林業に関して余り、答弁というか、余り考え

ていなかったのですか、このところお知らせお願いします。 

〇議長（山本浩平君） 本間農林水産課長。 

〇農林水産課長（本間 力君） 林家という捉えでいきますと、2010年だったと思うのですけ

れども、経済センサスの中で百何戸というような抑えはあるのですが、その数というのは実際

林業に従事しているというよりかは山林を所有している方で、主たる生計を主に行っている方

という捉えではないところもございます。林業従事となりますと町内でいきますと企業さんが

中心でございますので、その中できちっとした林業分野の中で企業さんの中、またきのうも申

し上げましたけれども、森林組合さんなどで取り組まれる部分の従事、技術者の確保だとか、

そういった観点での林産業分野、また特用林産というキノコ栽培がここは大きく生産単価が高

いところありますが、林業分野の中でも水産業、農業という分野でいきますとなかなか捉えづ

らいところがありまして、町長さっき答弁で申し上げたとおり、なかなか把握ができていない

という現状でございます。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 本間です。実は、林業について後でちょっと言おうかなと思ったので

すが、先月の末ころ、林業施業の勉強会というのに行ってきました。８月の末です。これ胆振

の振興局の森林部というか、森林室の方が見えまして、いろいろ白老のというか、虎杖浜とか

白老含めてそういう勉強会があるということで参加したのですけれども、確かに今言われたよ

うに、山は持っているけれども、植林とか森の更新とか、そういうのは全く行われていないと。

道は、そういうような森をちゃんと植林をして再生して、題目は未来につなげる森林というよ

うな言い方していますけれども、そういうようなことでぜひここでできないかというようなこ

とをいろいろ、講演ではないのですけれども、お互い自由にしゃべれる場だったので、お聞き

しました。そうすると、白老町内、来る方がほとんどいなかったのです。忙しいというのもあ

りますけれども。今言ったように林業専門にやっている人はどのくらいいるのかなと僕も思っ

たのですけれども、ここで今正確な数字わかっていないよと。 

 ただ、振興局の人たちは、もちろん国有林、町有林、民有林というか、企業の持っていると

ころもあるのですけれども、今言った個人の人たちに向けて山をもっと植林をしてやりません
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か、補助率幾らですよとか、そういうお話だったのです。ですから、例えば小さい山しか持っ

ていない、ちょっと話あれですけれども、小さい山を持っていても共同でその山を管理という

か、植林とか何かそういう事業をやろうとしたら、それも可能なのですよとか、いろんなでき

やすい方向で山を育てていくというか、そういうお話だったのです。すごくいい話だなと思っ

て僕も聞いていたのですけれども、ただ町内の人たちの森に対する意識が低いというか、たま

たま先祖から受け継いだものをそのまんま吹っ飛ばしておくとか、そういう感じだったので、

本当にこれから植林、造林して、白老の森林業というか、携わる人はいない。やらないという

か、それも個人で１人、例えばサラリーマンやっていて、植林、植えたから林業やりますとい

うのならいいのですけれども、そうではなくて、補助を利用して植林して、雇って、そういう

事業費とか植林したときの費用は九十何％とか、そういうのがいろいろあるので、そういう補

助を使って例えば個人で持っている山の人たちが植林、今例えば私が植えたとしたら子供たち

とか孫とかに受け継がれていくのであって、当然収入にもなると。その補助を利用すれば、例

えば木を切ったお金で補助金の少ない分を補って、余りお金がかからないように、大規模にな

ったら当然融資というのは必要になりますけれども、そういったやり方もあるのだという。必

ずしもトドマツ、エゾマツ、カラマツ、そんなのでなくても、そんなのと言ったらあれだけれ

ども、そういうのでなくてもいろんな木、植える木によっても補助率違うけれども、そういう

いろんな木植えれるのだよという、そういう講演を聞いてきたので、まちも林業、これから確

かに国有林、民有林というか、そういうところも必要かもしれないですけれども、近くという

か、山をきれいにと言ったらあれだけれども、山が荒れるというか、荒れてくるに任せるので

はなくて、そういう意識のある方、そういう方にまちとしても動いて、植林というか、森林業、

そういうことを訴えていってもいい時期なのではないかなと思って、その辺のところもし押さ

えがあれば伺いたいと思いますけれども。 

〇議長（山本浩平君） 本間農林水産課長。 

〇農林水産課長（本間 力君） 確かに民有林問わず、町有林も含めて更新事業というものは、

水の涵養であったり、災害等の対策、または動物等、そういった部分のもの、そういった環境

整備していくことは重要というふうに捉えております。担い手の部分で先ほど来から申し上げ

ているとおり、補助金という一つのメニューとすれば、先ほど本間議員がお話ししたとおり、

７割程度、若干これは年々減っているという現象もあるのですが、そういった部分を用いて間

伐等を行った中で、木の売り払い、これが補助金を充当しなければ採算ベースがとれていない

というここ近年の現状でございます。そういった部分でいけば、個人で山林を所有している方

でいけば、地元森林組合さんのお力をかりて山林所有者と密に更新事業の取り組みを今後中長

期的に図りながらそういった取り組みがなされていくことは重要だと思います。町としても、

そういったところにきちっと情報収集、情報共有しながら必要な措置を講じていきたい、また

は、支援があれば取り組んでいきたい。私も４月から来たばかりということで、済みません、

全体把握がまだまだなのですが、森林の更新事業は10年、20年、100年単位の中で定期的にやっ

ていかなければいけないと、その中で町としてもその取り組みをきちっと前進できるように対

応を考えていきたいと考えております。 
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〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 本間です。新規就農、町内農地の現状なのですが、新規就農、新規参

入、いろいろ23年度で畑作４名、これふえつつあります。今後もいろいろ農地の整備等々をす

ることにより、畑作含めていろんな農家がふえていくと思いますが、今まで白老、産業厚生常

任委員会でもビニールハウスで農家を始めたところとかいろいろ視察してきましたが、そのほ

かと言ったらあれですけれども、現在までにというか、それ以降相談件数というか、ここで農

業をやりたいのだとか、例えば畑作、畜産でもいいのですけれども、そういうような相談があ

ったかどうか。本当に新規就農というか、新規参入まで考えているというか、そういう相談を

受けたかどうかお聞きします。 

〇議長（山本浩平君） 本間農林水産課長。 

〇農林水産課長（本間 力君） 実現には至ってございませんが、産業厚生常任委員会で視察

等をいただいた部分が実績としてなるのですが、相談件数に関しましては、済みません、細か

い数字は押さえ切れていないのですが、ことしは大きく時間をかけて畑作等の候補地を探して、

数週間かけて町と関係者で対応した件数でいけば大きくは１件と。細かい話でいきますと、畜

産業をちょっとやりたいということで、全く素人の方なのですが、地元の生産者の方に畜産、

牛の生産者の方にお願いして従事をさせていただいて、今後就農ということで検討していただ

いた方とかいらっしゃるのは事実です。残念ながら今後の展開としてはまだまだ実現には至っ

ていないという状況でございます。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 農業経営基盤強化促進基本構想というのが24年、そして近々に26年に

出ているのですけれども、24年度版には新規就農は出ているのですけれども、具体的には書い

ていない。26年度の構想には新規就農の目標値が出ているのです、２名。これはやっぱり画期

的なこと。毎年２名を目標にすると出ているのです。今聞くと、なかなかそこまでに至らない

と。では、この２名を目標に向かって獲得するには、今の状態ではなかなか来てもらえないと

いうか、当然そのためには農地の整備、昨日もありましたけれども、いろんな暗渠とか入れて

どうのこうの、農地の整備しなければならないと思いますけれども、当然そのためには予算も

出てきます。恐らくって、聞けばいいのですけれども、支援体制がどこまでやれるのか、当然

お金のかかることですから、全部補助金でできるとは限らない。その辺お金というか、資金も

要ると思いますので、その辺のところをまちとしてどのように、農地の現状とどのように考え

ているのかお聞きします。 

〇議長（山本浩平君） 本間農林水産課長。 

〇農林水産課長（本間 力君） まず、議員のお話しされていました農業経営基盤強化促進基

本構想、26年４月に改定させていただいています。これは、ご承知のとおり、国の法律、指針

に基づきまして我々まちとして定めているものでございます。基本お話しいただいたように、

支援体制という意味での一つの手段といいますか、メニューとしまして国が今一番大きく捉え



－ 148 － 

ているのは、やっぱりＴＰＰ関連の対策事業として農林水産省がメニューを受けている。これ

がある程度この基本構想の中で取り組みメニューというふうに位置づけられると思いますが、

１つにはこの構想の中で目標設定も１つなのですけれども、農業の適正な経営、農地の状態だ

とかを踏まえた中で就農に当たるまでの設備投資のくくりだとか、そういったものを定めさせ

ていただいています。そういった部分をきちっと適正にチェック等をしまして就農いただくの

ですが、実際そこの部分が１つには大きく国の予算ありきというふうにはなってしまいますけ

れども、これを中心に取り組む形で担当課としても考えております。また、認定農業者という

位置づけになれば、スーパーＬ資金等の融資を受けられる制度であったり、いろいろな入り口

の段階では普及センターに営農計画を立てていただくような流れだとか、または先ほど来出て

いる担い手の部分でいけば農業公社等でも担い手センターを受けております。そういった入り

口の中で、本町としてもいろんな角度で支援等を考えていきたいと考えております。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 本間です。新規就農、町内農地、大体理解しました。 

 それで、大変申しわけないのですが、農業経営基盤強化、この一番最初にちょっと気になっ

た文言があったので、言っていいかどうかあれなのですけれども、この地域の特徴として、気

候面では通年温暖な海洋性気候ではあるが、雨量が多く、夏には海霧が発生して、開花作物に

は不適である。土壌は有珠山系火山灰であるため畑作に適さず、畜産が主体であるとなってい

るものです。これから畑作来て、多少気候によってはその年違うかもしれませんが、これから

畑作やろうとして、畑作に向かないとか、そういう文言は何かもうちょっと整理して、白老の

商業・観光振興計画ですか、あれには畑作何件で今頑張っているよというような言い方してい

るのですけれども、国のあれだからといっても、どこかのまちの文言と同じようなものをかり

てきてやるのではなくて、白老らしい農業のあり方というか、そういう文言を考えて、もう少

し希望の持てる文言に変えていただければと言ったらあれですけれども、ぜひお願いしたいと

思いますけれども、まずその辺。 

〇議長（山本浩平君） 本間農林水産課長。 

〇農林水産課長（本間 力君） 済みません、農業分野の中で26年９月の段階で更新した中で

すけれども、いずれにしましても当時火山灰地の中、水抜けはいいのですが、やはり土壌的に

は作物の非適というようなイメージがあったものが従前から続いていたということでございま

すので、その辺は実績として今徐々にですが、ふえておりますので、ちょっと前向きな形の表

現で次回の更新には入れさせていただきたいと思いますので、ご理解ください。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 済みません、余計なあれですけれども。 

 マツカワ、ウニ、ナマコの栽培漁業に関してですが、この栽培漁業の振興は今後国立アイヌ

民族博物館の開設に伴い、交流人口がふえ、ホテル、旅館、レストランでの需要が見込まれま

す。マツカワ、ウニ、ナマコは高級魚、珍味などで重宝され、今後さらに需要が見込まれ、そ
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れらに対応できる漁獲量を確保できる事業にしなければならないと思います。ほかにアワビ、

ホッキの放流により町内沿岸部に豊かな漁業資源をつくり、漁家経営の安定に向けて取り組ま

なければならない事業であると思います。それで、この事業に対してまちは強力に支援を進め

ていただきたいと思います。 

 これは答えはいいのですが、まず１つ懸念するというか、今後のことなのですけれども、マ

ツカワの価格が、平成18年に放流したということになっていますが、当初は3,000円くらいだと

いうお話を聞いていました。今恐らく３分の１というか、1,000円ぐらいになっています。これ

僕よくヒラメと比較するのですが、本当にヒラメに劣らないというか、同じくらいの価値のあ

るものだと思っております。そこで、今価格どういうふうになっているのか。水揚げは今聞き

ましたけれども、水揚げと価格、水揚げはいいのですけれども、価格がどうなっているのか、

まずお聞きしたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 本間農林水産課長。 

〇農林水産課長（本間 力君） 昨年の平均単価でいきますと白老、虎杖浜、白老地区の平均

でございますが、1,163円ということで、平均値でいきますと過去やはり下がっております。た

だ、議員もご承知だと思うのですが、マツカワの産卵時期等の春先のお値段とこれから冬場に

かけての身の締まり方というのですか、そういう意味で比較的量のとれる、とれないのバラン

スもあるのですが、どうしても通年の中で単価が変わってくる傾向あるのです。全体量で想定

した場合には1,163円ということで、時期的な部分でいけば2,000円以上に高くなるケースもご

ざいますので、その辺はご理解いただきたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） マツカワに関しては、えりも以西、王鰈としてブランド化されている

と思いますが、まちのＰＲというか、ＰＲで値段が高くなるかどうかはわかりませんが、なぜ

上がらないのかというか、上げるにはどうしたらいいか。ＰＲも兼ねて、ＰＲ方法どうなって

いるのか。えりも以西ずっとなので、水揚げしていると思うのです。そこで、ほかの地域、ブ

ランド化されている。組合でもちゃんと王鰈としてポスターにもなって、こういう魚ですよと

紹介していますよね。そういう魚を、せめて今の値段で下がるのならいいのですけれども、上

がる場合もあるけれども、下がる場合もありますよね。ではなくて、高級魚のイメージとして

どうやって売っていくかということ、そのところをまちももう少し考えてＰＲ、こんなにおい

しい魚だよというのを、当然まちの人にも食べてもらう。いろいろそういう事業もやりました

よね、何か試食というか。そういうことをもっともっとやらないと、1,163円、今なっています

けれども、上げるということは当然漁家というか、漁業を経営している方の少しでも潤いとい

うか、になっていきますので、少しずつの積み重ねで高級魚としてこれから、象徴空間もこれ

からありますから、いろんな人に食べてもらうためには高級魚のイメージを植えつけてと言っ

たらあれですけれども、そういうようなイメージで食べてもらうということがやっぱり一番だ

と思いますので、その辺のところ先ほど言いましたようにほかの地域とＰＲどうなっているか

お伺いします。 
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〇議長（山本浩平君） 本間農林水産課長。 

〇農林水産課長（本間 力君） 高級魚としての位置づけでいけばまだまだ、認知度という捉

えでいきますともっともっと向上すべきところでございますし、マツカワの優位性はやっぱり

鮮度、活でお店でお客さんに提供するということの追求も大事かなと思っております。えりも

以西協議会、大きくは５ブロック、ご承知だと思うのですけれども、本町の部分でいけば登別、

苫小牧の中で胆振太平洋協議会という組織させていただいております。その中でと、それから

えりも以西協全体、５ブロックの中で全体でいろいろＰＲ事業は取り組ませていただいていま

すが、大きくは全体で「北海道じゃらん」さんの紙面を活用させていただいて、各地域に最低

１店舗というところで、活用したものを期間を設けまして広告を打っていくこととか、昨年で

いきますと札幌エリアの高級店に活締めと野締め、野締めはそのままの状態でございますが、

そういったものを持ち込みまして、いろいろアンケート調査をさせていただいております。締

めたものの扱いのメニュー構成、または野締めの部分の構成だとか、優位性だとか、好評いた

だいている部分。 

 また、ことしはちょっと新たな取り組みとして、札幌に札幌ベルエポック製菓調理専門学校

というのがあるのですけれども、これから調理師を目指す、料理人を目指す方々にマツカワ、

ヒラメは使ったことあるのですけれども、ヒラメでさえ調理をしたことがないという、その機

会を学校側と我々のほうでマッチングさせていただきまして、将来そういった魚をどう扱うか

というような、そういった授業の中で取り組ませていただいたと。多面的にいえばそういう取

り組みを効果的にやっていくことが今後マツカワの取り組みという部分でいけば向上していく

かなと思いますが、いかんせん広域でございますので、道南側、函館方面からえりもまでの各

自治体のことですから、いろいろと出ているように尾ひれがついていますので、水揚げも変わ

ります。または、漁のそれぞれの意識と言ったらちょっと語弊があるかもしれないのですが、

その気概という部分でも広域がゆえに統一感をもっともっとやっていかなければいけないと思

っておりますので、我々としても、地元漁組さんは力入れていただいておりますので、町とし

てもこの取り組みを継続し、放流事業も先日白老地区、来週に虎杖浜地区、合わせて６万8,000尾

行いますけれども、継続的にマツカワ放流事業のほうは進めていきたいと考えております。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 本間です。昨日ナマコの件にもちょっと同僚議員が触れていましたの

で、ナマコに関してもちょっとお聞きしたいと思います。ナマコも当然課長ご存じのように、

中国ではすごい高級珍味というのですか、として扱われていますよね。これから加工業者、例

えばたくさん水揚げできたら、どこかに出すのではなくて当然地元で、加工業者でそれを売っ

て、６次までいくかどうかわかりませんが、６次はちょっと後になりますけれども、そういう

ことも考えられると思います。昨日ナマコについてちょっと課長も触れていましたが、今種苗

を育てて放流しているというやり方、これが大変だというお話をしていましたよね。恐らく買

ったほうが早いのでないかというお話ししていたか、正確ではないのですけれども、これが本

当に大変だったり、少ないお金である程度の、ある程度と言ったらあれですけれども、数は正
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確にはあれですけれども、今まで放流していただけの数が確保できるのならいいのですけれど

も、同じ金額で種苗を買って放流したほうがいいというか、例えばそのお金でまた別な事業と

いうか、栽培漁業の別な事業にさらに上乗せしてやっていくというようなことも考えられると

思いますが、もう一度ちょっとお聞きしたいと思いますけれども、ナマコの現状、放流という

か、どうなっているのか、どういうところに放流していくのかお聞きしたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 本間農林水産課長。 

〇農林水産課長（本間 力君） 端的に言えば、手っ取り早いという言葉は適切ではないので

すが、今の自前でつくって出すという大変なリスクというところがあって、生息状態も悪いと

いうこともあり、きのうのお話の中でいきますと、これから経費の面だとか費用対効果、そう

いった部分をもう少しかけた中で、これは最終的に内部の町としての方向になるかなと思うの

ですが、ナマコの購入も検討していかなければいけないという状況で押さえております。 

 今の段階では白老地区が中心でございますが、虎杖浜、登別漁港のほうですけれども、虎杖

浜地区のほうも検討に入っております。今後の話でございますけれども、まずは白老中心でご

ざいますし、今の市場でいきますと大体5,000円前後、高いときは6,000円以上、地方では8,000円

ぐらいの値段もついているという浜値もございますので、１つには単価の高いところ、これを

量がきちっと稼げれば、今の状態で放流しているよりかは購入し、着実に生育されて水揚げに

なるということでいけば、今の相場が継続していくことでいけば、実際今海外のアジア圏中心

ですけれども、スケソウのほうもなかなか量のほうがいかなくなっている部分もありますし、

そういった補完、少しでも補完になる捉えも必要だと思いますので、幾つかの栽培漁業の中で

も今既存で水産試験場なり専門機関といろいろと協議した中でいけば、まず最優先とすればナ

マコというところで考えております。 

 それと、冒頭言いました６次化の部分でございますけれども、中華料理と言っていいのでし

ょうか、そういった部分の需要というものが恐らく大半でありまして、加工に扱う部分はまだ

まだ可能性というのはあるのかもしれませんが、固定観念とすればそういったものの食材とい

うのが大半だと思います。これができれば、市場から海外、外に出すというよりかは、何か地

元の可能性というものはできれば考えていきたいという部分、これは漁組さんなり漁師さんが

なかなか考えるということが難しいようであれば、虎杖浜地区では水産加工業やられている方

もたくさんいらっしゃいますので、いろんな角度でその可能性は考えていきたいなというとこ

ろで、まずはちょっと検討に入り始めたという段階でございますので、ご理解いただきたいと

思います。 

〇議長（山本浩平君） 一旦ここで暫時休憩いたします。 

          休憩 午後 ３時３３分 

                                         

          再開 午後 ３時４５分 

〇議長（山本浩平君） それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 
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〇10番（本間広朗君） 本間です。こういった事業、当然これから、先ほどから言っているの

ですけれども、需要が高まってくると思います。今ある事業、そのほかに先ほど言いましたよ

うにアワビ、ホッキの放流事業、これもやっぱり視野に入れていかないとだめだと思います。

あれもこれもではないのですけれども、例えば２つ入れたとしても予算かかってくると思いま

す。余り海のものだけに予算をかけてはいられないと思いますけれども、昨日来いろいろ議論

もありましたけれども、今資源管理型栽培漁業ですか、26万何ぼの予算つけておりますけれど

も、マツカワだけに限ったら50万円ですけれども、放流事業。これふるさと納税とか、そうい

うのを利用してもっともっと、水産の振興と言ったらあれですけれども、そういうのに使って、

ただふるさと納税を充当するのではなくて、もっともっと今後アワビ、ホッキ、まだまだある

と思います。そういうところに使っていくと。行く行くは、当然ふるさと納税ですから、返礼

というか、そういう方々が加工して返礼品として扱うことができると。返礼品もできて、町内

で扱われたり、町内外で扱われて、先ほど言うように需要も多くなってくると思います。とこ

ろで、一般財源、補助金でもいいのですけれども、今あるふるさと納税というのもいいと思い

ます。漁業に使ってくださいとか、何かそういうのがあったら、これだけではないですけれど

も、そういうものも活用していろいろ事業を進めるということは考えられないのかどうか。昨

日と同じような質問かもしれませんけれども、よろしくお願いしたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 大黒財政課長。 

〇財政課長（大黒克巳君） ただいまのふるさと納税の財源の関係で私のほうからお答えをさ

せていただきますが、ふるさと納税の寄付金の活用という部分で、その中にふるさとの味を伝

える１次産業、食材王国づくり、地域産業の振興のためにという指定寄付の枠がございまして、

27年度の金額につきましては先ほど出ております年間約１億2,900万円のうちの約820万円がこ

ちらの地域産業の振興のためにという部分の寄付をいただいているということでございます。

これらの中から今年度の28年度の当初予算で基金に積まれた部分で今回１次産業にかかわる部

分といたしましては、例えば町有林の事業ですとか、あるいは食材王国のブランド強化だとか

という部分もあるのですけれども、栽培資源管理型漁業推進事業、マツカワ、ヒトデあるいは

ビノスガイ、これにも実際充当しておりまして、この辺につきましてはうまくふるさと納税の

金額の活用を図っているのかなと思っておりますが、今後ふえるとの見込みであるふるさと納

税の財源をどのような形で充てていくかという部分については、もちろん寄付者の意向にも沿

った形でということになりますので、今後の28年度の予算編成の中での協議になりますけれど

も、実際原課のほうから新たな事業展開の予算要求が上がってきて、その財源としてふるさと

納税を活用するということも今後あわせて検討していかなければならないというふうには考え

てございます。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 漁業者が、今まで担い手とかそういうことで議論してきたのですが、

いろいろな海のものを収穫する、いろんな選択肢ができるということは漁家経営の安定につな

がるものなので、全部の漁業者ではないのですが、今漁業者も減る傾向にあると思うのです。
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というのも、以前はスケソウがよければ夏場はちょぼちょぼとやっていた。近年は夏はエビ、

カニなのですけれども、それは当然権利があることなのです。権利がないと沖に出られない。

カニは共同でやっているのですけれども。そういうことで、例えば私虎杖浜だったのですけれ

ども、夏場はやっても赤字なのです。夏場は昆布やったってそんなに収益上がらない。そうす

ると、こういったいろいろな沿岸の漁業資源を使ってそういう方々が漁をすると。それと、一

番私がやってほしいのは、新しい漁業、漁業青年と言ったらあれだけれども、新しい方がそこ

に来て、漁業資源がたくさんあるというのを聞いたらそこで漁業をするという方も出てくるか

もしれません。ということで私は沿岸の漁業資源をもっと豊富にしてはどうかという質問の趣

旨だったのですが、ぜひふるさと納税も使って、今後あらゆる可能性のあるものにはもう少し

使っていただけるような方策というか、いろいろ協議していただければと思います。これはこ

れで終わります。 

 ６次産業化についてですが、一貫して、例えば畜産でもいいのですが、畑作から販売までと

いう、なかなかこれ難しいのかなと私は思います。当然資金も要ると思います。町長も以前か

ら６次産業化というのはやるべきだと訴えていましたが、そのベースになるというか、畑作な

ら畑作しっかりしていないと、漁業もそうですけれども、しっかりしていないと加工までいか

ないですよね。ですから、そこの部分でまちはどうしたらいいかというのを考える。当然経営

者も考えなければならないのですが、今まちで低利融資制度、これに限らないけれども、中小

企業もそうなのですけれども、当然産加工も対象になろうかと思いますけれども、低利融資制

度の現状というか、どの程度借りてどういうような、水産に限らなくてもいいのですが、どの

程度借り入れしてやっている業者がいるのかどうかわかりますか。 

〇議長（山本浩平君） 森経済振興課長。 

〇経済振興課長（森 玉樹君） 本年４月から開始しております経営安定化支援事業の低利融

資制度についてでございます。町内３つの金融機関と契約しまして、４月から実施してござい

ます。８月末現在での借り入れの状況でございますけれども、８月末現在での融資残高につき

ましては、合わせて11件で4,861万9,000円の借り入れがされている状況でございます。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 本間です。本来であればもっともっとお金を借りて設備投資して、い

ろいろと新しいものとか、そういうものに使って、当然経営面でいろいろ使う方もいるかと思

いますけれども、たしかこれ１億円ぐらいの枠というか、あったような気もするのですが、１

年間のあれなのかどうかわからないのですけれども、まちがこの低利融資制度に関して中小企

業の方にどのような、ある程度公に広報というか、公に発信して、来てもらっているのか。ま

ちは、１件１件歩くといったらあれですけれども、困っているかどうかわからないですけれど

も、設備投資したいのだという人のところに行くのか。私は、そうではなくて、せっかくこう

いう制度を設けているのだったら、経済振興もそうだと思うし、農水もそうですけれども、い

ろいろ足で歩いているところというのはあると思うのです。そういうようなところに行って、

責任がそこでどうのこうのという話になるかもしれないのですけれども、可能性というか、希
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望のある企業とかにはもっとプッシュして、今までに畑作でも漁業でもそういうベースとなる

ものができているかどうかというのは疑問なのですけれども、そういうようなところにもっと

もっとプッシュしていかなければならないと思うのですけれども、その辺の現状というのは、

低利融資制度に限ってのことだと思いますけれども、どうでしょうか、わかれば。 

〇議長（山本浩平君） 森経済振興課長。 

〇経済振興課長（森 玉樹君） 今のお話、非常に大切なことだと思います。ただ、事業所さ

んが融資必要だですとか、そういった情報を一番持っているところというのはやっぱり金融機

関さんだと思います。今現在も金融機関さんのほうで、白老町のほうでこういう制度あるので、

どうだといったような仕組みで、流れで今のところは活用されているという状況でございます。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） ６次産業化、本当の白老型農業というのを、水産もそうですけれども、

何か特徴のある産業にしていただきたいなと思いながら、次の質問に行きたいと思います。 

 しらおいブランド認定制度、これまだこれからのことだというお話もありましたので、今ま

での議論の中でブランド化していくというのは私はとても大切なことだと思います。このブラ

ンド認定制度をどうやってこれから、制度どういうような内容になっていくのか。それから、

基準とか当然あると思う。誰でも来たものをブランドに認定するということではないと思うの

です。そこで、まちはいろんなそういう制度も基準も含めてどういうようなところに注意した

と言ったらあれですけれども、考えてやらなければならないと思います。その辺のところ説明

お願いします。 

〇議長（山本浩平君） 森経済振興課長。 

〇経済振興課長（森 玉樹君） ブランド認定制度の構築につきましては、先ほどの町長のご

答弁でありましたとおり、これから委託業務のほうを発注する予定にしております。制度のイ

メージとしましては、ブランドというのはいわゆる価値ということでございますので、選ばれ

る商品ですとか、ブランドにするというよりはブランドになるというようなことを今ちょっと

個人的には考えております。そういった中で、白老牛ですとか虎杖浜たらこですとか、シイタ

ケ、卵など、いろいろ地場産品ございます。この地場産品を既に町内では特に生産から飲食店

までいろいろＰＲも含めて取り組まれておりますけれども、今後は町外の飲食店ですとか取り

扱い店も視野に入れて、そういったところをブランド大使として認定して、さらなる白老産食

材のＰＲですとか消費拡大につなげたいと考えております。今議員おっしゃられたように、認

定する商品ですとか、認定の基準や手順、あとどういった組織で認定するのかですとか、そう

いった仕組みづくり、そういった部分についてもこれから構築していきたいというふうに考え

ております。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） しらおいブランド認定制度、これからだということなので、しっかり

した基準も内容も含めて、いい方向と言ったらあれですけれども、やはりいいことだと思うの
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で、言っては悪いけれども、余りよくないものも中には当然あると思います。そういうような

ところも誰が見るのか、誰が認定するのか。そういうところもあると思いますので、今答弁は

いいのですけれども、そういうようなところにも気をつけて進めていっていただきたいと思い

ます。 

 それでは、町内ホテル、旅館の閉鎖の状況ですが、３件、当然ホテルの名前は言えないし、

個人情報もいろいろあると思いますので、ちょっと状況だけお聞きしたいと思いますが、休業

中のホテルというのは当然誰でも見ればわかるのですが、例えばこのホテルで営業やりたいの

だとか、そういう問い合わせというのは、今までと言ったらあれですけれども、何年とは言わ

ないのですけれども、近々にそういう問い合わせはあったかどうか。 

〇議長（山本浩平君） 森経済振興課長。 

〇経済振興課長（森 玉樹君） 過去には町に対してそういった問い合わせが数件あったとい

うお話は聞いております。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 問い合わせというのは、例えば買いたいとかどうのこうのという、多

分そこまでいくと思いますけれども、これもなかなか言えないあれだと思いますけれども、ま

ちは持ち主に対して今後建物の使用、これどうするのという、多分お金の問題、ハードル高い

からなかなか買い取りというか、買い手がつかないのかなというのもちょっと考えるのですけ

れども、積極的に聞き取りをして本人の意向を聞いて、売れるものなら売って、売る、売らな

いって当然あると思いますけれども、いろんなまちの人というか、情報発信、決まるまではな

かなか難しいかもしれないですけれども、こういう状況だというのは皆さん恐らく、町民もそ

うなのですけれども、ずっとあのままでいるとどうなっているのだろうなと。あるホテルはガ

ラス割られて、本当にひどい状態になっているホテルもありますので、そういうのを放置して

おくのではなくて、買っていただけるものなら買っていただいて、相手側といろいろ交渉して

何とか値段下がらないかとか、そういうようなことまである程度交渉できるものならしていた

だきたいと思いますが、情報公開というのもなかなか難しいかもしれないですけれども、でき

れば庁舎内というか、担当課いると思いますので、そういうような方が少しでもホテルの開業

に向けて頑張っていただくというか、やっていただくというのも、３つのホテルとここにもあ

りますけれども、これが開業していたら当然雇用も生まれますよね、法人税も入湯税も含まれ

ると思いますけれども、そういうのがまちに入ってきますよね。まちとしてもすごい損失だと

思います。そういうお土産屋さんもできたり、いろんな複合的な利益につながるというか、ま

ちに利益が生まれるような、そういうのってできていると思います。まちにとってはすごい損

失だと思うのです。そのところをまちとしてもいろんな意向を聞いてこれからやっていただけ

るかどうか、その辺のところ、相手もおりますので、なかなか厳しい状況かもしれないですけ

れども、開業に向けてまちはそういう努力をしなければならないと思いますが、その辺のとこ

ろを認識お願いします。 

〇議長（山本浩平君） 森経済振興課長。 
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〇経済振興課長（森 玉樹君） 町を含めまして、関係者へのそういった情報収集などは必要

だと思います。必要があれば、町が間に入ることによって交渉がスムーズに進むですとか、そ

ういったようなケースがあれば、必要に応じてそういったことについても協力していきたいと

いうふうに考えております。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 商店街の活性化についてでありますが、今商店街の活性化については

プレミアムつき商品の発行など、創業支援とかいろいろやっているというのですが、商店街い

ろいろ、大町商店街、虎杖浜地区の商店街、虎杖浜温泉地区もありますし、個人商店もありま

す。景気がいいとは言えない状況の中で皆さん頑張っていると思います。その一方で、やめて

いく商店も見受けられます。後継者がいないというのも現状ですが、将来のまちに対しての不

安、例えば人口減少、高齢化、買い物客の減少により収入減、当然収入減により設備投資がで

きないと、悪循環になるということになります。 

 このような状況では、先ほど言いましたように低利融資というか、融資制度があるからとい

っても、実際お金がないと返せないですよね。そういう方もいると思いますが、１つは、昨日

来空き店舗、このことに関しても対策をお聞きしましたが、空き店舗対策も、商店というか、

商店街の活性化になると思いますので、その辺のところもいろいろとまちが動いていると思い

ますが、いろいろ補助金を使って商店街の活性化とある一方、これとはまたちょっと違うので

すが、今後象徴空間、国立博物館の開設により交流人口がこれからふえていくと思うのです。

特にここの大町商店街は。大町、東町商店街、商業振興計画にもそうやって書いてありますけ

れども、そのような商店街をどのようなコンセプトでつくり上げていくかというのが課題にな

ると思うのです。当然まちの支援が必要になると思いますが、これらの商店街、今ここにある

商店街の人たち、商工会、振興会、そういう人たちはこれからの象徴空間とか国立アイヌ民族

博物館の開業を視野に入れていろいろ相談に来ていると思いますが、その辺のところはどうで

しょうか。当然相談していると思いますが、今後商業振興計画にもこのエリアは、整備するよ

ではないですけれども、歩いて散策して、来てもらったお客さんに楽しんでもらうとか、そう

いうようなコンセプトというか書かれていますよね。 

 私は、これから100万人来場者があると、プラスアルファ交流人口というのもあります。そこ

に来なくても、こういうところにこういうものがあるとそういう人たちプラスアルファで、

100万人が本当かどうかわからないですけれども、例えば100万人としてプラスアルファを考え

たら、大町商店街一つとってもすごくお客さんが来ていただける場所なのかなと。流れとして

も博物館から近いし、なかなかこういう商店街というのはないと思います。私たち伊勢神宮の

伊勢の商店街というか、見学してきましたけれども、あそこまではいかなくても、そういうコ

ンセプトを持って商工会とか振興会もありますけれども、そういうところがもっともっと本来

であればやっていただければいいのですが、支援となるとまちの予算いろいろ絡んできますの

で、まちとしてどうするのかと、その辺のところをしっかりそういう相談されているのかどう

か、その辺のところをまずお聞きしたいと思います。 
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〇議長（山本浩平君） 岩城副町長。 

〇副町長（岩城達己君） 象徴空間に絡んで交流人口もふえて、いろいろなお客様初め多くの

方が白老にお越しになるということを見据えて、商店街のあり方という視点でのご質問ですが、

当然このことは商工会初め、振興会等々とも協議はしていっています。来たお客様、逆に私た

ちがよそへ行ったときに、そこの店へ行ってみよう、こっちまで行ってみようという部分とい

うのは、やはり魅力あるお店とか、行ってみたい店という特色がなければ方向性は向かないと

思うのです。それは、当然象徴空間内にそういう何か方向性を示すとか何かの誘導策は、これ

は行政としてもかかわることは十分できますが、お店個々のことまでは行政は入っていけない

部分ありますので、それぞれのお店の努力という部分も必要になってくるかなというふうに捉

えています。 

 そういう状況にありながら、あと４年後にはオープンするという部分で、せっかくそういう

好機といいましょうか、象徴空間オープンという部分を捉えてまちづくり全体を考えなければ

なりませんので、この点はもっともっと商工会、それから振興会、膝を交えて、どう進めてい

くかは協議しなければならないと思います。一般論でよく言われる歩いていける範囲は、300メ

ートルというふうによく言われています。そのくらいだとちょっと歩いていってみようと、こ

ういう気持ちになるそうです。それ以上になると車での移動ということが一般論では言われて

います。そういう部分では駅周辺からこちらまではエリアに入ってきますから、まずはそこま

で行ってみようという部分を感じられるように動線は導かなければならないかなという考えで

おります。あるいは、その後はもう少し商店街の方々との部分をしっかり詰めていかなければ

ならないかなというふうに捉えています。 

〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 本間です。もう一つ、提案で、答えが返ってくるかどうかわかりませ

んが、大町、東町商店街、先ほど言いましたように近くにそういう施設がありますので、お客

さんの取り込みというのは期待できる。商工会とか振興会、いろんな商店街個々の人がいます

ので、まとめていくというのは難しいかもしれないのですが、長い目で見て、早急に結論を出

すのではなくて、どこのと言ったらあれですけれども、いろんなまち見ても統一感持たせると

いうのも一つの手だと思います。グランドデザイン構築というか、開業に向けてどうのこうの

ではなくて、いろんな協議をすることでグランドデザインを考えて、今後一つのコンセプトと

いうか、統一感を持ったまちづくりをしていくというのも一つの手。せっかく商店街があって

もお客さんみんな素通りでどこか行ってしまうというのも、先ほど言ったようにせっかくのチ

ャンスを逃がしてしまうことになりますので、時間をかけてまちとしてもしっかりとその辺、

どこまで協力できるかわからないですけれども、当然支援制度もあると思いますけれども、ど

こまでやれるかわからないですけれども、まちもしっかりその辺入って、どうしたらいいかお

聞きしたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 同じような答えになってしまう。 

          〔「わかりました」と呼ぶ者あり〕 
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〇議長（山本浩平君） 10番、本間広朗議員。 

          〔10番 本間広朗君登壇〕 

〇10番（本間広朗君） 済みません、同じような答えなると思いますので。 

 最後です。道の駅、昨日も町長はあったらいいねというようなお話がありましたけれども、

町長としてもこれから道の駅についても、いろいろ内外というか、いろんな方と会って、当然

いろいろ見てこられるところもあると思いますけれども、私もあったほうがいいという一人な

ので、本当はいろいろ考えてきたのですが、最後にちょっと一言だけ言わせていただきたいの

ですが、例えば第三セクターでやるとか、いろんなきのうの議論はありましたけれども、当然

黒字であれば僕は第三セクターでもいいと思います。それと、道の駅というのは稼ぐ道の駅に

しなければならない。そのためには、いろんな情報収集して、どうやったらいいか。当然失敗

しているところもあるし、成功しているところもありますよね。ですから、そういうようなと

ころをいろいろ議会も当然これから見ていくだろうし、まちも視察に行くと思います。なので、

町長、これから道の駅進めるというか、今後あったらいいというか、町長も何に気をつけてと

言ったらあれですけれども、私は稼ぐ道の駅というのがありますけれども、まちとして、町長

としてどういうようなことに気をつけていかなければならないか。第三セクターではなくて補

助金でやりますよもいいのですけれども、町長、本当にこれあったほうがいいというか、やる

べきだという考えかどうか、その辺のところも聞いて終わりにしたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 戸田町長。 

〇町長（戸田安彦君） きのうもちょっと申し上げましたが、道の駅はあったほうがいいとい

う考えであります。今本間議員が稼ぐ道の駅ということなので、財政を行政から支出して運営

するというのは好ましくないし、今の時代には合わないと思っていますので、できるだけ民間

の方が中心に民間の運営でやっていったほうがいいと思います。今旅行者や家族の余暇の過ご

し方というのが一昔前に比べると随分変わってきまして、いろんな道の駅を中心に旅行という

か、余暇を楽しむという単位がふえてきていると思います。その中に白老町の道の駅があれば、

象徴空間とあわせて大きな経済の拠点になるのかなというふうに期待をしておりますので、ど

ういう道の駅が白老町にふさわしいかというのはこれからなので、その辺をもっともんでいき

たいと思っていますし、できれば行政からはノーリスクのような形でいきたいと思いますし、

道の駅は道の駅の補助もあるのですけれども、これは農林水産省とか国交省とか、いろんな分

野の補助があるので、どういう道の駅をつくるときにどういう補助メニューがあるのかもそれ

ぞれ探しながら、一番効率のいい補助をもらって、できるだけ負担のない道の駅を設立できれ

ばいいなと今は思っております。 

〇議長（山本浩平君） 以上で10番、本間広朗議員の一般質問を終了いたします。 

 引き続き、一般質問を続行いたしたいと思います。 

                                         

          ◇ 氏 家 裕 治 君 

〇議長（山本浩平君） ６番、氏家裕治議員、登壇願います。 

          〔６番 氏家裕治君登壇〕 
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〇６番（氏家裕治君） ６番、氏家裕治でございます。本日は、一般質問通告書に従い、１点

５項目について質問させていただきます。 

 まず、１点、危険空き家、廃屋の現状と対策についてでございます。 

 １つ目、町内で確認されている危険廃屋の戸数と調査、対応の状況についてでございます。 

 ２つ目、平成26年11月に空家等対策の推進に関する特別措置法の整備により、危険廃屋認定

は市町村長が行うものとされており、その基準においても明確に示されたところでありますが、

当該基準における白老町においての認定物件数と対応についてお伺いいたします。 

 ３つ目、危険廃屋と認識される物件であっても住宅街にあるものや通学路に面した物件と、

またそれ以外の物件とでは対応の緊急度が異なると思いますが、まちの考え方についてお伺い

いたします。 

 ４つ目、現在までに地元町内会の努力のもとで整理が進む物件があることは認識しておりま

すが、他の町内会が同じような対応がとれるかは疑問であります。地元町内会が危険廃屋を整

理している現状への認識と今後の考え方についてお伺いいたします。 

 ５つ目、地域住民の生命が危険にさらされていることが想定される風雨災害や事故への対応

策についてお伺いいたします。 

〇議長（山本浩平君） 戸田町長。 

          〔町長 戸田安彦君登壇〕 

〇町長（戸田安彦君） 危険空き家、廃屋の現状と対策についてのご質問であります。 

 １項目めの危険廃屋の戸数、調査、対応の状況についてであります。現在空き家として把握

している物件数は64件となっており、うち危険廃屋としては28件、調査中の物件は36件であり

ます。空き家については、パトロールや通報等により情報を収集し、現地調査の上、現状把握

を行っております。対応の状況については、所有者が明らかな場合は助言、指導、相談等を行

っており、所有者が明らかでない場合は登記情報、税情報、戸籍情報等の収集を行い、指導を

行っております。 

 ２項目めの法による危険廃屋認定の件数と対応についてであります。空家等対策の推進に関

する特別措置法による認定物件数につきましては、町では法の施行以前から条例に基づき管理

不全な空き家等として調査や適正管理の指導を行う一方、条例で認定した28件の物件を危険廃

屋として指導等を行っております。 

 ３項目めの危険廃屋の立地条件による対応の緊急度についてであります。住宅街や通学路に

面した物件とそれ以外の物件への対応の優先度につきましては、法第１条で、適切な管理が行

われていない空き家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしてい

ることをもとに判断するとしています。したがって、空き家等が周辺に及ぼしている悪影響の

内容や程度等を考慮した場合、住宅街、通学路対応が優先すると考えております。 

 ４項目めの地元町内会が危険廃屋を整理している認識と今後の考え方についてであります。

先般地域町内会の協力をいただき、危険廃屋の解体と処分を行ったところであります。町内に

ある危険廃屋について、危険回避や環境改善を目的に主体的に解体し、整理を行うとした考え

に基づき実施されたものであり、町内会の皆様にはお礼を申し上げるところであります。しか



－ 160 － 

しながら、この手法で全ての危険廃屋の整理ができるとは捉えておりません。法第３条に定め

る空き家等の所有者の責務として適正管理が明記されていることから、今後も所有者等に対し、

適切に管理や処分を行うよう指導していく考えであります。 

 ５項目めの地域住民の生命が危険にさらされることが想定される風雨災害や事故への対応策

についてであります。風雨などの災害対応につきましては、これまでも危険箇所の早期パトロ

ールや事前の庁舎内の体制の確認、重点対策の検討など早い段階からの対応に努めているとこ

ろであります。今後とも災害の発生状況等を適切に見きわめながら、早目に対応策を講じるな

ど、地域住民の安全確保に万全を期していく考えであります。 

〇議長（山本浩平君） ６番、氏家裕治議員。 

          〔６番 氏家裕治君登壇〕 

〇６番（氏家裕治君） ６番、氏家です。今回は、危険空き家、また廃屋の現状と対策につい

て何点かお伺いいたしますが、今町長から答弁のあったとおり、今の白老町の現状の大体の概

略は今の答弁でわかります。ただ、今全国に830万とも言われるそういった空き家があって、そ

の空き家の程度は違いますよ、もう崩れかけているだとか、ただ人が住んでいないだけだとか、

程度の違いはあるにしても、今後そういった空き家が各地域で害を及ぼしていくというか、そ

ういったことが想定されているのです。ですから、国もやっと重い腰を上げて特別措置法みた

いなものを立ち上げた。白老町が持っていた条例があって、なおかつそれに国が整備をしたこ

とによって、これによってまちは対応がどう変わるのかをちょっとお伺いしておきたいと思い

ます。 

〇議長（山本浩平君） 竹田建設課長。 

〇建設課長（竹田敏雄君） 条例で処理というか、対応していた廃屋と、それから新しく特別

措置法ができた廃屋の対応ということになります。条例のほうが法よりも先に制定されている

のですけれども、その条例に基づいて最初答弁させていただきましたけれども、いわゆる危険

廃屋的なことで条例のほうで何件か定めています。新しい法ができましたので、条例に基づい

て選定したものを法の危険廃屋という形の中で引き継いだような形をとっています。法の中身

としましては条例とほぼ同じで、１カ所だけが違いまして、条例には安全代行措置という措置

が条例上ありまして、これは残しているのです。それ以外の部分については法と条例が同じだ

ったので、そこの部分については条例を改正したといったような流れになりますので、中身的

には条例とほぼ同じような形の中で廃屋の対策を行っていくというような形になります。 

〇議長（山本浩平君） ６番、氏家裕治議員。 

          〔６番 氏家裕治君登壇〕 

〇６番（氏家裕治君） ６番、氏家です。今課長言われたこともわからないわけではない。ま

ちが先に進めてきた条例があって、なおかつそれでなかなか対応ができないことがあるので、

国は国のそういった法整備をしてきたのではないかなと思うのです。ですから、この法整備に

よって、今までできなかった例えば所有者を探すための固定資産の納税情報ができるようにな

ったとか、そういったことができるようになってきたのだと思うのです。ただ、私が言いたい

のは、こういった法整備がされることによって、今まで所有者がいる場合、例えば北吉原地区
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なんかでやられた２件の事例については所有者の方々がいらっしゃって、そして地域の方々と

の話し合いだとか、地域の方々の協力をもってできた案件だと思います。ただ、所有者がわか

らない案件というのもありますよね。これが一番厄介なのだと思うのですけれども、この法令

をずっと私読んだのです、ざっくりですけれども。なかなか難しくて、いろいろある。その所

有者がいる場合と所有者がわからない場合。特に先ほど質問させてもらった危険廃屋と言われ

る部分は、郊外にあるものよりも今住宅街にあるもののほうが多いのですよ、国道に面してい

たり。こういったことをどうするのかということなの。所有者がいる場合は所有者の方々とい

ろいろ相談しながら、それから所有者がいない場合の対策が今回の特別措置法の中で私は何か

うたわれているような気がするのだけれども、今まではなかなか手をつけられなかった部分、

こうするとできるよというものがないのだろうか、そこだけちょっと確認したいのです。 

〇議長（山本浩平君） 竹田建設課長。 

〇建設課長（竹田敏雄君） 廃屋の適正管理をするために、所有者がいないという場合の指導

だとか、そういった部分についての質問だと思います。特別措置法の中では、明確に所有者が

いないということでの取り扱い方というのはないというのですか、なかなか探し出すことがで

きないのですけれども、建物の所有者が亡くなったり、相続を放棄したといった形になったと

きに、その物件は誰のものでもなくなってしまうのです。それはどういうふうになっていくの

かというと、まず最初に家庭裁判所に対して相続財産管理人を申し立てるという形になります。

管理人を立てて、その管理人の方はその財産、廃屋ですけれども、財産だとか土地だとか、そ

ういったものを清算することができるようになるのです。ただ、清算はできるのですけれども、

建物そのものを壊したり、土地を売ったりすることがまだその時点ではできないことになりま

す。なので、その次の段階として家庭裁判所に対して権限外の行為をしていいかどうかという

許可をとるということになります。その許可を受けて、ようやく不動産の売却だとか建物の解

体ができると、こういったような形の流れになるということです。ただ、それには何点か課題

はあるのですけれども、そういった流れの中で物件を処理をしていくということになります。 

〇議長（山本浩平君） ６番、氏家裕治議員。 

          〔６番 氏家裕治君登壇〕 

〇６番（氏家裕治君） ６番、氏家です。全般的に関連性があるので、ちょっと順番は変わる

かもしれませんけれども、質問させていただきたいと思います。 

 この特別措置法の基準、またガイドラインのところの第３章に、危険が切迫している等周辺

の生活環境の保全を図るために速やかに措置を講ずる必要があると認められた場合は、市町村

長は所定の手続を経つつも、法第14条の勧告、命令、または代執行に係る措置を迅速に講ずる

ことが考えられるとあるのですよ、そのガイドラインには。ということは、国もやっぱり、課

長言うこともわかるのだけれども、国もこういう切迫、例えば最近あるような風災害、月に何

回も来るような、風速30メートルを超えるような、そういった風も白老町に吹いた。こういう

中で、本当に崩れかけているようなものを住宅街にそのままにしておいていいのかということ

なのだと思うのだ。近くに子供たちが歩いている。道路のすぐ脇に建っている建物なんかもあ

るわけです。国道に面しているものもある。これをこのままにしておいていいのだろうか。こ
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の基準、ガイドラインには今言ったようなことが出ているのです。これは、所有者がわかって

いたとしても、このような措置を講ずる、これは、所有者がわかっていた場合。でも、所有者

がいない場合であっても、例えばこういったガイドラインに照らし合わせたら何かの方法があ

る。切迫だよ、今のやつだったら、裁判所に何かを申し立てて何カ月も待たなければならない。

これ切迫ではないよね、その辺の考え方はどうなのでしょうか。 

〇議長（山本浩平君） 竹田建設課長。 

〇建設課長（竹田敏雄君） 急を要するという部分なのですけれども、法の中では最終的には

行政代執行までいけるという部分があります。行政代執行にいくまでの過程を短縮するという

手法があることはあるのです。それが略式代執行と言われているもので、それは要するに先ほ

ど言ったように所有者がまるっきりいないだとか、例えば親戚というのですか、相続される第

１、第２、第３までですか、その相続権の人たちを、相続できる範囲の中の人たちが全部相続

放棄しているだとか、わからないだとか、きちっとした段階でそれを使っていけるというよう

な措置になるのです。それで、危険な家屋というものを処理していくということは可能なので

す。ただ、そのときにやはり費用がかかるという部分が課題として出てきています。そこの部

分の課題は、新しい法の中でも触れられていないというのが現実なのです。 

〇議長（山本浩平君） ６番、氏家裕治議員。 

          〔６番 氏家裕治君登壇〕 

〇６番（氏家裕治君） ６番、氏家です。今課長言われた代執行に向けての話なのですけれど

も、確かに代執行に向けては白老町の条例の中でもうたわれていた部分ありますよね。ただ、

これについては、例えば一般財源の中から町税というか、町民の血税をそこに、一個人の財産

に注がなければいけない。今費用が発生するという話もありましたよね。こういういろんな課

題がある。まずは、一般町民のそういった血税を注がなければいけない。その課題も踏まえつ

つ、でもこれから発生するそういったいろいろな案件については、廃屋についての案件につい

ては白老町も思い切ったそういう政治判断をしなければならない、もうそのときに来ているの

ではないかと思うのです。というのは、今から10年前と全然違うのですよ、建物の状況が。特

に木造モルタルの建物です。風災害によって揺り起こされて、そしてどんどん、どんどん浮い

てきて、それが剥がれかけてくる。一度剥がれるとあっという間にそれがどんどん広がってい

くのです。本当に危険な状態なのです。ですから、そういったことについては、確かに思い切

った政治判断、これはまちの政治判断も含めて、また町民に対しての説明も必要だと思います

けれども、ここは行政がしっかり、これから想定されるそういった事故だとか、生命に対して

の安全対策はまちが責任を持ってやらなければならないと、私はそう思うのですけれども、ど

うでしょう。課長に聞いてもだめなのかな。 

〇議長（山本浩平君） 竹田建設課長。 

〇建設課長（竹田敏雄君） 費用の関係お話ししましたけれども、そういったものを要は税金

を投入するという形で処理をするということも考えられるということなのですけれども、税を

投入するために町民の方の理解だとか、それから税を投入するためにどういうことで処理をし

てきただとか、いろんな条件が出てくると思います。そういった条件を、こういった条件があ
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ったのだという中でそれを執行しますよというのですか、そういったことの判断というのはこ

れからいろいろ議論したり協議したりということになると思うのですけれども、税を投入する

かどうかということの判断ということになれば今後、国だとかの考え方が、まだ所有者がいな

いという部分に対する国の考え方だとか、そういったものがはっきりしていませんし、それか

ら他市町村の動向も押さえながら、そこの部分についてはもう少し課のほうで勉強させていた

だきたいなということと、専門家にもいろいろ聞いていかないとなかなかわからないところが

あって、そういったもので、スピード感ないと言われたらちょっと困るのですけれども、そう

いった形の中で今後課題として捉えながら、少し勉強をしながら組み立てていきたいなという

ふうには思っているところです。 

〇議長（山本浩平君） ６番、氏家裕治議員。 

          〔６番 氏家裕治君登壇〕 

〇６番（氏家裕治君） ６番、氏家です。課長の言われることは、役場というのは多分そうい

う形でしか進まないのだと私思うので、それを別に非難しているわけではない。ただ、急いで

やらなければいけないのは現実なのです。どういった手法でこれにどう取り組むかというのは、

速急にやらなければいけない。だから、先ほど言ったとおり、早急性のあるような事案、事件

についてはどうするのと、何かあったときの責任は誰がとるのという話でしょう。そこのとこ

ろだと思うのです。だから、廃屋に対しての特別措置法だけでは手がつけられないのであれば、

例えば建築基準法に照らし合わせてどうなのだとか、火災予防のための観点から消防法に基づ

いた考え方の中では何か対策はとれないのかだとか、それから災害における障害物の除去、そ

ういった観点から例えば災害救助法なんか、そういった法律が適用できないかだとか。幾ら人

の財産だって、道路に崩れてしまったら、それ片づけなければならないというのはまちの仕事

でしょう。だれもやってくれないのだもの。また、例えば道路に立ち木とかが倒壊した場合な

んか、道路の交通を妨げるということで道路法だとか、そういったものも、だからいろんなそ

ういう法律を駆使しながらもできることってあるのではないのかなと私思うのだけれども、な

んたかんた空き家の特別措置法に照らし合わせてでないとそういったところに手を打てないの

かどうか。だから、その辺も研究が必要だと思う。でも、１年、２年、３年かけやるのではな

くて、もう間に合わないのだ、本当に。 

 町長、現状わかっていらっしゃるかな。そういうところがあるの、もう実際に。風吹き込ん

だら屋根飛ばされて、モルタルなんか道路に散らばって落ちてくるのだ。それを何とかサポー

トだとか、それでもって押さえているような状況。それを町職員が来て一生懸命片づけている

の、今。だから、そういう状況を目の当たりにしたら、危なくて、危なくて、子供たちなんか

近くで遊ばせてなんておけないのだ。だから、そういうことを、私の言っていることが正しい

か、間違っているか、わからないけれども、いろんなそういった法措置に照らし合わせながら、

この角度から何とか手打てるなとか、そういったところに目を向けてもらえないものかどうか、

その辺についてお伺いしたい。 

〇議長（山本浩平君） 中村消防長。 

〇消防長（中村 諭君） 消防の部分の見解ですけれども、消防法第３条に、火災予防上、ま
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たは避難上の問題のある空き家に対しての対応策というのは法律で決められております。最終

的には代執行までありますけれども、保全の義務が出てきます。実際に過去どうなのかという

と、空き家に子供が出入りしているという報告がありまして、警察機関とともにそこの空き家

のほうに入りまして、所有者、管理者にありましてはちょっと連絡とれないということで、消

防のほうでコンパネで窓を塞ぐとかということで火災予防上の出入りの禁止をするということ

と、あわせて警察の協力でパトロールをしてもらうということの事例があります。ただ、取り

壊しとか、そういうことに関しては火災予防上、本当にそれが必要なのかどうかという見解に

つきましては、今建設課長がお話あったところの部分とは似通った状況にあります。 

 以上でございます。 

〇議長（山本浩平君） 竹田建設課長。 

〇建設課長（竹田敏雄君） 特措法のほかに、建築基準法の中でも最終的には行政代執行まで

いけることの規定はあります。それは、所有者がいる場合はそういう形の中でいけるのですけ

れども、いなくなると取り壊しまでいくのですけれども、そこで今度費用の問題が出てくると

いうことはあります。 

〇議長（山本浩平君） 小関危機管理室長。 

〇総務課危機管理室長（小関雄司君） 私のほうから災害時の対応ということで答弁させてい

ただきます。 

 今回の台風もそうですけれども、去年の台風もそうなのですけれども、倒木等が風によって

町道ですとか、国道ですとか、そういった部分に倒れたり、また民家のほうに倒れかかる。そ

ういった部分が結構件数としてあります。そういったものは、災害救助法というのは全然規模

が違うので、適用にならないのですけれども、我々としては緊急避難的にそういう倒木につい

てはその場でそれを片づけて、道路の障害にならないように、もしくは家のほうに倒れないよ

うに、そういう手当ては緊急避難的にはやっております。去年もここの大通りのほうでお店の

ベランダがめくれて、通行人にぶつかって危ない、危険性があるといった部分も緊急避難的に

そこの処理をさせていただいて、後日持ち主の方にその費用を請求させていただいたというよ

うな、そういった事例もありますので、そういった部分では被害が出ないように災害のときに

は我々のほうとしてもある程度危険が及ばないような対応はしているといった部分のことをや

っております。 

 以上です。 

〇議長（山本浩平君） ６番、氏家裕治議員。 

          〔６番 氏家裕治君登壇〕 

〇６番（氏家裕治君） ６番、氏家です。今はこういった本当に短時間の議論ですけれども、

この危険廃屋についての認識はちゃんと持たなければだめです。私たちもそうだけれども、風

が吹いて二、三メートルしか離れていない家のところに屋根か飛ぶだとか、想定されているこ

とに手をつけられないでいて、やっぱり飛んだかい、やっぱり人けがしたかい、やっぱり車事

故起こしたかいみたいな、こんな話なんかできないです。私はそういうふうに思うのだ。ただ、

それが法律で守られているとすれば、それは大きな勘違いだと私は思っている。だから、そう
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いった人命に危害が加わるような建物自体は、今回の特別措置法、またそれに関連するような

そういった法律の中で組み合わせることによって解決できることって私はあるような気がしま

す。ですから、しっかりその辺については勉強していただきたいし、まずは人命なのです。こ

れだけ今回の台風被害なんかを見ても、何かあったときには遅い。自然災害だといいながらも、

普通のちゃんとした家ではなくて、本当に風吹いたらすぐ飛ばされるような、そういった廃屋

を知っていて何も手をつけられないで、何かあったときの責任、１点だけ、ちょっと何点か質

問する。何かあったときの責任というのは、ではどこにあるのですか。 

〇議長（山本浩平君） 竹田建設課長。 

〇建設課長（竹田敏雄君） まず、責任の関係になります。基本的には、基本的というのか、

所有者に責任があるということになります。ですから、その所有者に対してまちだとか市町村

が、ここはこういう状況だから、ちゃんと管理してくださいねという指導だとか勧告だとか、

そういったものを行っている場合と、それから何もしなかった場合では、その責任というので

すか、その責任、要は賠償責任だとか、そういった部分では何もしないという場合については

それは賠償責任の可能性がありますというふうに参考書等には出ておりまして、手を打ってい

ることによって賠償責任はないということも書かれてはいますけれども、実際は飛んでしまっ

て何かけがをしただとか、建物に被害を与えたということになれば、これは大きな問題になる

というふうには認識しております。これも所有者がいる、いないで大きく変わってくるという

ような案件になっております。 

 以上です。 

〇議長（山本浩平君） ６番、氏家裕治議員。 

          〔６番 氏家裕治君登壇〕 

〇６番（氏家裕治君） 所有者がいる場合であっても、課長、うちの白老の条例の中に安全対

策は残しているのでしょう。だから、それは白老町が認識した中でやらなければいけないこと

になってくるのでない。例えば後でお金もらうにしても何にしても。でも、その安全対策とい

うのが実際できるの、うちの今の職員の中で。そして、業者さんに頼んだって、もう限られた

業者さんしかいないだ。ここに何件あるの、危険廃屋と言われているところが。いざというと

きにそれだけの対応ができるかどうかということ。そういうことも含めて考えなければいけな

い。 

 そして、今所有者がいる場合は所有者に責任が求められる場合もあるみたいな話だった。で

は、所有者がいないときどうするの。所有者がわからない場合についても、例えば代執行につ

いては所有者が判明しない場合代執行を行う旨をあらかじめ公告すると、公の告示ですよ、公

告することによって法的には代執行が可能となるのだという話が出ている。わからないよ、こ

の流れは。ただし、諸手続があるのだということもある。所定の手続があるのだということも

書いているのです。これができるのだったら、スピード感を持ってその諸手続を踏まなければ

僕はだめだと思います。いざというときに代執行をかけられるような状況をつくる。そのため

には、先ほど言った一般町民の血税もそこに注ぎ込まなければいけない。そういった議論も早

目、早目にして、まちとしての考え方をちゃんと確立しなければだめだと私は思っているので
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す。その辺についてのまちの考え方、まちの姿勢をお伺いしておきたいのです。 

〇議長（山本浩平君） 岩城副町長。 

〇副町長（岩城達己君） まず、危険廃屋、建物の認識という部分は、議員おっしゃるとおり、

私どももそういう部分の認識は十分しています。町内歩いても、ああ、ここの建物と、いろん

な部分見てそういう状況も押さえながら、今建設課のほうでもいろいろ対応はさせていただい

ています。ちょっと話を整理すると、まず危険が押し迫っている状況、危険を回避するために、

これは町は対応は現在もしていますし、それは家に住んでいる方もそうでない方もです。もう

屋根飛びそうだから、何とかしてくれということが災害対策本部に電話入ってきます。そうい

うときには、消防の職員なり建設業者にお願いして、そこは一時的な回避をするための対策は

打っています。そのほかの話で廃屋のことできょうはご質問ありますけれども、実際住んでい

ない、そういうところが危険状態になったらどうするのだと。まずは、それか飛びそうだとか

なんとか、道路に行ったり、人命にかかわる、そういうことであれば、これは同じように危険

を回避する対策は打たなければならないという認識でいます。その次に、その建物、廃屋を取

り壊してきれいに更地にするという行為は、先ほど来から建設課長が答弁している部分で、法

等の整理も含め、その費用のこともありますけれども、全体を通して手続に時間もかかる、い

ろいろ云々あります。しかし、その部分でどういう対応できるかは、その辺は検討していかな

ければならないかなと考えております。 

                                         

    ◎会議時間の延長 

〇議長（山本浩平君） ここであらかじめ宣告いたします。 

 本日の会議時間は、議事の都合によりあらかじめこれを延長いたします。 

                                         

    ◎一般質問の続行 

〇議長（山本浩平君） ６番、氏家裕治議員。 

          〔６番 氏家裕治君登壇〕 

〇６番（氏家裕治君） ６番、氏家です。今副町長言われました危険を回避する対応、そこに

実際もう人が住んでいない。外壁も何も全て崩れ去ってきていて、屋根を構成する部分のとこ

ろも落ちてしまって、風が吹き込むような状況になっている。そういったものに対しての危険

を回避する対応というのはどういった対応をするのですか。 

〇議長（山本浩平君） 岩城副町長。 

〇副町長（岩城達己君） これは現実にやったことでご答弁申し上げますと、まず周りにバリ

ケートを囲って、そこはたまたまもう屋根が落ちてしまって、柱がないという状況だったので

す。廃材が飛びそうだということだったので、周辺にロープをかけて飛ばないように固定させ

た、こういう対応をしております。 

〇議長（山本浩平君） ６番、氏家裕治議員。 

          〔６番 氏家裕治君登壇〕 

〇６番（氏家裕治君） 個別の案件で申し上げて大変申しわけないけれども、実際まだ建って
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いるのです。それが朽ちて落ちてしまっているのなら、別にそれはそれで対応できるのだと思

う。でも、実際まだ原形が残っていて、吹き込んで飛んだらどうするのだという話なの。そこ

のところには家が建っていて、道路があって、そしてそこは子供たちの通学路になっていたり、

子供たちが歩く場所だったりもするわけ。確かに石山、萩野、北吉原地区をずっと見て歩くと

14件ぐらいあるのですよ、そういった家屋が。その中でもひどいのが二、三件あるの、このま

まだったら大変なことになるなと予想されるものが。そういったところの対応。今からブルー

シートかけて、２階建てというか、屋根がちょっと２階の部分にある。そういったものをブル

ーシートかけて飛ばないようにといったって、それは難しいでしょう。屋根だけ落としておく

ぐらい。例えば今副町長が言うように屋根が落ちていて、それの周りを囲むというのだったら、

それは理にかなったやり方だと思います。でも、飛びそうなものに対して、今それにブルーシ

ートかけてどうのこうのなんて、そんなもの全然論外だと私は思っています。ですから、代執

行と言われるところがどこまでが代執行なのか、飛ばないような状態にまでして、そして何か

の対策を打つことがまちとして私は必要なのではないかなと思う観点から今こういう話をして

いるわけなのです。だから、更地にしてきれいにせなんて私は言っていません。ただ、飛ばな

い、住民の方々に危害を加えないような建物の状況にしておくにはどうしたらいいのだろうと、

そこをみんなで考えなければいけないのではないかなと、そう思っています。どうですか、そ

の辺の考え方。 

〇議長（山本浩平君） 竹田建設課長。 

〇建設課長（竹田敏雄君） まず、そういう対策の部分ですけれども、課のほうでは、ブルー

シートというわけではなくてネットをかけて飛散しないような対策は実際やっています。そう

いう形の中で抑えておいて、所有者と話をしている状況です。今は指導までしか行っていませ

んので、これから先に進むことが必要になってくると思っています。ですから、勧告をして、

命令をして、処理をしていきたいというふうに思っています。それにはちょっと準備をしなけ

ればならないこともありますので、例えば今は危険廃屋という認定はしていますけれども、そ

れをはっきりと危険廃屋ですというふうに改めて決めていった中でやっていきたいということ

もありますので、法の中にある協議会を準備するだとか、そういったことをしながら、もっと

先の手法をやっていきたいということで対応していきたいというふうには考えております。 

〇議長（山本浩平君） ６番、氏家裕治議員。 

          〔６番 氏家裕治君登壇〕 

〇６番（氏家裕治君） 以上、今回危険廃屋についての議論ですので、これ以上議論しても、

町側も課長のほうからも話あったとおり、これからいろいろ準備が必要だということもありま

す。それもわかります。でも、早急に急がれる物件があるということを多分課長も認識されて

いると思いますので、その辺については先ほども言いました関係諸法、いろいろな法律の中で

それを組み合わせることによって可能になるという場合もございますので、そういったことも

含めて早急に手を打っていただきたいのです。持ち主のいない、持ち主がわからない、そうい

ったところの対応についてもしっかり、今これに手をつけなければならないときなのだと思う

のです。今までは、何とかなるのではないか、何とかなるのではないかできていたものがこの
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時期に来て、もうそろそろこれ限界だという建物が何件か出てきているということです。これ

からどんどんふえていきます。 

 ですから、それに向けてまちとしての考え方をしっかり固めて、先ほど言いました課題もは

っきりしています。まちが責任を持って動こうとしたときには、それだけの費用もかかるわけ

ですから、その費用の捻出どうするのだという課題もあるのです。ですから、そういったこと

も含めて、まちとして何をしなければいけないのかというを早急に手をつけていただきたい。

研究し、そしてほかのまちがどうだ、こうだではなくて、うちのまちとしてはこうするのだと

いうやり方をしっかり固めていただきたいのです。そうして、今課長言ったとおり、ネットを

かける、いろいろなことがあるかもしれない。できるのかもしれません。でも、難しいでしょ

う。よく消防と話し合ったり、警察とも話し合いながらその辺をしっかり取り組んでいかなけ

ればいけない。そういう問題に私はきていると思いますので、ぜひこの時期を逃さずに、もう

秋ですけれども、これから秋にかけてまた台風が押し寄せてきます。そういったことに私は間

に合ってほしいけれども、間に合わないのであれば、一日も早くまちの姿勢をしっかり固めて

いただきたいと思います。それについての考え方を聞いて私の質問を終わりたいと思います。 

〇議長（山本浩平君） 戸田町長。 

〇町長（戸田安彦君） 今るる議論がありました。廃屋の条例、私初めての選挙のときの公約

の一つでありますので、廃屋の条例をつくって、その後どうするかというのは私の大きな責任

でもあるというふうに認識しております。特にことしは台風が多くて、今氏家議員おっしゃっ

たように災害の年でもありますので、これが町民の生命を危ぶむものであれば、行政としても

対応をきちんとしていかなければならないというふうに考えております。今の危険廃屋の、ま

た行政代執行に基づく手続等々もありますので、これは予算も財政もかかわってきますので、

これは先ほど担当課長も答えたようにきちんと基準を白老町でつくって、前向きに検討してい

きたいというふうに考えております。 

〇議長（山本浩平君） 以上で６番、氏家裕治議員の一般質問を終了いたします。 

                                         

    ◎散会の宣告 

〇議長（山本浩平君） 以上で本日の日程は全部終了いたしました。 

 ここであらかじめ通知いたします。本会議は明日10時からも引き続き再開いたしますので、

各議員におかれましては出席方よろしくお願いをいたします。 

 本日はこれをもって散会いたします。 

（午後 ４時５９分）
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